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概要

　低炭素社会からさらにゼロエミッション社会に至るには、個々の既存設備の省エネルギー化や

排出削減機器の付加のみでは不十分であることは周知であり、情報技術の活用を含む消費者側も

巻き込んだ社会的な変化が必要と指摘されている。例えば、①産業部門／家庭部門への ICT 技術

（SaaS/クラウドコンピューティング、情報サービス）、② EV 等新型自動車導入とインフラ整備、

③輸送サービスとしてのカーシェアリングや MaaS の導入などは低炭素化に寄与すると期待され

ているが、これらは既存の低炭素化とは異なる新しいサービスの提供である。これらと、④住宅

の ZEH、ZEH-ready 化など民生部門の省エネルギー化は、これまでの発電部門のゼロエミッショ

ン化、産業部門の低炭素化と相俟ってゼロエミッション社会に至るものと期待される。

　このような多分野の需要側の変化と供給側の変化が全体としてどのような姿の社会経済を描く

かの定量的評価については、産業連関分析モデルが有用と考えられる。しかし、これまでの産業

連関分析の適用例は、発電部門の再生可能エネルギー導入拡大効果や新型自動車の導入による需

要の波及効果などが主に扱われており、将来の投資構造の変化の影響まで扱った例は野村 [1] の
JES5 モデルに例を見る程度である。ここでは、上記情報技術の導入や家庭部門の変化を、投資

構造まで含めて産業連関分析に導くための投入係数ベクトルや資本係数行列の拡張を行い、これ

らの推計結果を総合的に評価するための産業連関分析モデルを構築する。電力部門では有価証券

報告書から資産や資本行列の細分化を行った。さらに産業部門の化石燃料最終消費のゼロエミッ

ション化シナリオを与え、2030 年での産業の全体像評価の一例を計算した。この計算は作業の整

合性検証のためのものであり、これ単独でシナリオ構築を目指すものではない。現在低炭素社会

戦略センター（LCS）で進められている産業構造の全体像評価の一翼を担うものと位置づけられ

るものである。

Summary

It is widely recognized that effecting a shift from a low-carbon society to a zero-emission society requires 
more than making the existing equipment save more energy and adding emission-mitigation equipment. 
There are calls for societal changes that involve the participation of consumers and the use of information and 
communications technologies (ICTs). Examples include (1) a wider application of ICTs such as SaaS/cloud 
computing and other information services in industrial and household sectors; (2) the deployment of electric 
vehicles (EVs) and other new types of automobiles, as well as the development of associated infrastructure; and 
(3) the introduction of mobility as a service (MaaS), including car-sharing. These are some of the opportunities 
that are expected to contribute to decreasing carbon emissions; however, they represent the delivery of new 
services that are distinct from the existing approaches to carbon reduction. The fourth example is: (4) saving 
energy in the commercial sector by, for example, promoting net-zero energy housing (ZEH) or making housing 

“ZEH-ready.” These, together with the existing approaches of decarbonization in the power generation sector 
and carbon reduction in the industrial sector, will contribute to achieving a zero-emission society.
  An input-output analysis model provides a useful tool for a quantitative assessment that indicates how changes 
in the demand and supply sides in these multiple sectors as a whole shape the social economy. To date, however, 
the application of input-output analysis has largely been limited to the effects of a wider deployment of 
renewables in the power generation sector and to the spillover effects of demand produced by the introduction 
of new types of automobiles. The JES5 model developed by Nomura[1] may be the only example that extends 
its scope to cover the effects of future changes in the investment structure.
   This paper extends input coefficient vectors and capital coefficient matrices so that a wider application of the 
ICTs described above and changes in the household sector will be covered by an input-output analysis that also 
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encompasses the investment structure. Then the paper creates an input-output analysis model to make an overall 
evaluation of these estimates. For the electric power sector, the paper subdivides assets and capital matrices 
based on securities reports. In addition, the paper puts forward decarbonization scenarios for final consumption 
of fossil fuel in the industrial sector and computes an example of the overall picture evaluation of industry in 
2030. This computation is designed to verify the consistency of operations; it is by itself not aimed at creating 
scenarios. It is intended to play a part in the overall picture evaluation of the industrial structure that is being 
made at LCS.
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1.  本提案／報告の位置づけ

　低炭素社会からさらにゼロエミッション社会に至るには、個々の既存設備の省エネルギー化や

排出削減機器の付加のみでは不十分であることは周知であり、情報技術の活用を含む消費者側も

巻き込んだ社会的な変化が必要と指摘されている。例えば、①産業部門／家庭部門への ICT 技

術（SaaS/クラウドコンピューティング、情報サービス）、② EV 等新型自動車導入とインフラ整

備、③輸送サービスとしてのカーシェアリングや MaaS の導入、などは低炭素化に寄与すると期

待されているが、既存の低炭素化とは異なる新しいサービスの提供である。これらと、④住宅の

ZEH、ZEH-ready 化など民生部門の省エネルギー化は、これまでの発電部門のゼロエミッション化、

産業部門の低炭素化と相俟ってゼロエミッション社会に近づくものと期待される。

　ここで、これらの様々なオプションが社会に導入された場合、①全体として産業がどのように

変化するか、という部門間の相互作用効果の評価、②将来に至る投資の変化とその影響が重要な

課題となる。前者は、新しい製品が社会に導入されたときの波及効果と相互影響である。例えば、

もしカーシェアリングの広がりが保有台数を減少させるとすると、自動車生産材料投入の減少だ

けでなく、機械部品やガラス、ゴム製品など関連産業にも波及が生じる。すると、これらの関連

産業の生産投資も減少し、さらなる波及が発生する。自動車の電動化は燃料消費を削減するが、

生産段階では電池やモーターなどの材料で希少金属が必要となり、材料の変化は産業構造にも変

化を与える。走行のための電力供給も増やさねばならず、インフラ投資も変化する。部門をまた

ぐ波及効果は、雇用や貿易にも影響する。

　このような産業間の波及効果を踏まえ将来の社会経済を総合的に描くには、産業連関分析が有

用であり、これまでも多くの評価研究がなされてきた。近年でのスマートシティによる再生可能

エネルギー利用拡大の波及効果や新型自動車の影響評価に絞ると、鷲津ら [2] は再生可能エネル

ギーの導入拡大に着目して発電部門を細分化したうえで、固定価格買い取り制度を産業連関表上

で取り扱えるような拡張を行った。EV やハイブリッド自動車、FCV など新型自動車の投入係数

の推計から波及効果評価を行った例としては、紀村 [3] が自動車の部品レベルから詳細な積み上

げを行い、間瀬 [4] はさらに部品の調達を国内で行うか海外で行うかの違いを評価した。大澤ら

は [5] さらに車両を乗用車のほかバス、トラックに拡大し、それぞれにガソリン車、ハイブリッ

ド車、天然ガス自動車、EV などを想定し、自動車を 24 分類に拡大している。

　これらの論文は、産業連関表のレオンチェフ逆行列を用いて波及効果を推計したものであり、

生産構造の変化に対応した投資の変化と、その波及効果は扱われていない。

　野村 [1] の JES5 モデルは、Society5.0 によるイノベーションの効果を扱うため、産業連関表基

本表に政府サービス 39 部門、家計サービス 16 部門、新産業 54 部門を加え、合計 510 部門が内

生部門に含まれている。家計部門の活動も最終消費ではなく内生部門に含まれる点は大きな特徴

である。また、2030 年の活動状況が表現されるよう各部門には外生的に与えられた労働投入と資

本ストックからなる生産関数が与えられており、BAU ケースと比較しての Society5.0 ケースでの

総要素生産性（TFP）変化を導くような大規模なシステムとなっている。

　将来に向かっての製品の投入構造の変化だけでなく投資構造の変化を考慮するという点で、

JES5 モデルの方法は規範となる。しかし既存の産業連関表の枠組みでは、例えば SaaS/クラウド

コンピューティングやテレワークなど、情報化による労働生産性改善効果を直接扱うことはでき

ない。これは、これらの投入が生産に必須な財ではないためである。従来は、IT 投資の効果を「IT
資本ストック」として生産関数の 1 要素として扱ってきた例が多い。しかし SaaS は会計上「費用」

として扱われることも多いこと 1）、これらの ICT サービスを未導入の企業も多いなど生産の必須

財ではないことから、生産関数の資本や労働とは異なる扱いが必要と考えられる。

1）厳密には、リース契約では資産に勘定される等、会計制度上は複雑である。
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　本提案書では、部門間の相互影響を扱って整合的な全体像を描くという産業連関表の長所を活

かせるよう、①産業部門への ICT 技術（SaaS/クラウドコンピューティング、情報サービス）、②カー

シェアリングおよび MaaS、③ ZEH, ZEH-ready、④ EV/PHV 導入時の最終消費、投入係数と資本

係数の変化を既存の文献から推計し、産業連関表に導入可能とする。さらにこの場合、フローと

しての投入係数変化と、ストックによる燃料消費変化、新技術投資のための資本係数変化を区別

して扱う。電力部門では発電部門、送配電部門、業務部門の投資、資産、残価率を有価証券報告

書と産業連関表が整合するよう推計を行った。また、プロセスの検討が必要な鉄鋼業・窯業・化

学工業、石油製品製造業を除く産業部門の化石燃料最終消費について、電力化、木質チップ利用、

水素への転換によるゼロエミッション化シナリオ付与を一例として試みた。これらの上に産業連

関表 107 部門表を基盤として将来需要と投資からの波及効果を扱えるようプラットフォームモデ

ルを構築し、この上に直接影響と波及効果を同時に見ることができるような体系を構築した。こ

れは将来の定量的シナリオ構築にも有用と考えられる。

　本提案書は現在 LCS で進められている低炭素化を経てゼロエミッション社会に向けた社会経

済の定量的シナリオ構築のプロセスに、情報技術や ZEH など様々なオプション導入の評価を行

うための基本的な情報を付与するものである。以下、各新技術オプションをどのように産業連関

表に与えるかを述べ、次いでプラットフォームとなるモデルの定式化を示す。本提案書はこれ自

体で完結したシナリオを提供するものではなく、LCS の全体像シナリオ構築の一翼を担う評価作

業の一計算例として位置づけられるものである。

2.  新技術オプションの産業連関分析への導入

　本提案書では、①消費者向け情報サービス、②企業向け情報サービス、③カーシェアリング等

輸送サービス（MaaS）、④電動自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PIHV）等新自動

車、⑤ゼロエネルギー住宅（ZEH）、のほか、産業部門の低炭素化シナリオとして⑥貨物自動車

シナリオ、⑦産業部門化石燃料最終消費シナリオ、を検討する。産業連関モデル適用にあたっては、

これら既存文献から⑧電源構成シナリオ、⑨鉄鋼業電炉シェア拡大シナリオを導入し、低炭素化

からゼロエミッション化に向かう中間段階である 2030 年の変化をみる。

　まず、これらの技術課題を産業連関モデルに導入するにあたり、どのようなデータが必要であ

るかを表 1 にまとめた。最終消費の変化はいうまでもないが、生産段階での波及効果は投入係数

変化により与えられるが、ZEH 化や自動車の電動化の及ぼすエネルギー消費の変化の評価には、

ストックの変化を評価する必要がある。前者でも、自動車の電動化のように、燃料代替や蓄電池

開発、さらには材料開発など他産業の投入構造の変化の考慮も必要な場合がありうる。

表 1　技術オプションを産業連関モデルに接続のための必要情報

（*）他部門への投入額と労働投入増加の定式化とパラメータ付与が必要

◎ ストックが石油製品、都市ガス、電力の基準となる最終消費に変化を与える

△ 修正箇所が比較的限られる
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ᴗ㐃㛵⾲ 107㒊㛛⾲ࢆᇶ┙࡚ࡋ࡜ᑗ᮶㟂せ࡜ᢞ㈨ࡢࡽ࠿Ἴཬຠᯝ࣒࣮࢛ࣇࢺࢵࣛࣉ࠺ࡼࡿ࠼ᢅࢆ
。ࡓࡋᵓ⠏ࢆయ⣔࡞࠺ࡼࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿぢ࡟᫬ྠࢆἼཬຠᯝ࡜᥋ᙳ㡪┤࡟ୖࡢࡇࠊࡋᵓ⠏ࢆࣝࢹࣔ

。ࡿࢀࡽ࠼⪄࡜⏝᭷ࡶ࡟ᵓ⠏࢜ࣜࢼࢩᐃ㔞ⓗࡢᑗ᮶ࡣࢀࡇ

ᮏᥦ᱌᭩ࡣ⌧ᅾ LCS ࡛㐍ࡿ࠸࡚ࢀࡽࡵపⅣ⣲໬ࣥࣙࢩࢵ࣑࢚ࣟࢮ࡚⤒ࢆ♫఍ࡓࡅྥ࡟♫఍⤒
ࡸ⾡᝟ሗᢏࠊ࡟ࢫࢭࣟࣉࡢᵓ⠏࢜ࣜࢼࢩᐃ㔞ⓗࡢ῭ ZEH ⾜ࢆホ౯ࡢᑟධࣥࣙࢩࣉ࢜࡞ࠎᵝ࡝࡞
ࡢ࡝ࢆࣥࣙࢩࣉ࢜⾡᪂ᢏྛࠊ௨ୗࠊࡣᮏᥦ᱌᭩࡛。ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ௜୚ࢆ᝟ሗ࡞ᇶᮏⓗࡢࡵࡓ࠺

ᮏ。ࡍ♧ࢆᐃᘧ໬ࡢࣝࢹࣔࡿ࡞࡜࣒࣮࢛ࣇࢺࢵࣛࣉ࡛࠸ḟࠊ࡭㏙ࢆ࠿ࡿ࠼୚࡟⾲ᴗ㐃㛵⏘࡟࠺ࡼ

ᥦ᱌᭩ࢀࡇࡣ⮬య࡛᏶⤖ࢆ࢜ࣜࢼࢩࡓࡋᥦ౪ࠊࡃ࡞ࡣ࡛ࡢࡶࡿࡍLCSࡢ඲యീ࢜ࣜࢼࢩᵓ⠏୍ࡢ
。ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࢀࡽࡅ࡙⨨఩࡚ࡋ࡜ィ⟬౛୍ࡢホ౯సᴗ࠺ᢸࢆ⩼

2. ᪂ᢏ⾡ࣥࣙࢩࣉ࢜の産業連関ศᯒ࡬のᑟධ

ᮏᥦ᱌᭩࡛ࠊࡣձᾘ㈝⪅ྥࡅ᝟ሗࠊࢫࣅ࣮ࢧղ௻ᴗྥࡅ᝟ሗࠊࢫࣅ࣮ࢧճࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝➼

㍺㏦ࢫࣅ࣮ࢧ(MaaS)ࠊմ㟁ື⮬ື㌴(EV)ࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࣥ࢖ࢢࣛࣉࠊ⮬ື㌴(PIHV)➼᪂⮬ື㌴ࠊյ
ࠊ࢜ࣜࢼࢩն㈌≀⮬ື㌴࡚ࡋ࡜࢜ࣜࢼࢩపⅣ⣲໬ࡢᴗ㒊㛛⏘ࠊ࠿࡯ࡢࠊఫᏯ(ZEH)࣮ࢠࣝࢿ࢚ࣟࢮ
շ⏘ᴗ㒊㛛໬▼⇞ᩱ᭱⤊ᾘ㈝᳨ࢆࠊ࢜ࣜࢼࢩウࡿࡍ。⏘ᴗ㐃㛵ࣔࣝࢹ㐺⏝ࡽࢀࡇࠊࡣ࡚ࡗࡓ࠶࡟

᪤Ꮡᩥ⊩ࡽ࠿ո㟁※ᵓᡂࠊ࢜ࣜࢼࢩչ㕲㗰ᴗ㟁⅔࢔࢙ࢩᣑ኱ࢆ࢜ࣜࢼࢩᑟධࠊࡋపⅣ⣲໬ࢮࡽ࠿

ࡿ࠶୰㛫ẁ㝵࡛࠺࠿ྥ࡟໬ࣥࣙࢩࢵ࣑࢚ࣟ 2030ᖺࡢኚ໬ࡿࡳࢆ。
࠶ᚲせ࡛ࡀࢱ࣮ࢹ࡞࠺ࡼࡢ࡝ࠊࡾࡓ࠶࡟ࡿࡍᑟධ࡟ࣝࢹᴗ㐃㛵ࣔ⏘ࢆᢏ⾡ㄢ㢟ࡢࡽࢀࡇࠊࡎࡲ

⾲ࢆ࠿ࡿ ᢞධಀᩘࡣἼཬຠᯝࡢẁ㝵࡛⏘⏕ࠊࡀ࠸࡞ࡶ࡛ࡲ࠺ゝࡣኚ໬ࡢ㈝ᾘ⤊᭱。ࡓࡵ࡜ࡲ࡟1
ኚ໬ࡾࡼ࡟୚ࠊࡀࡿࢀࡽ࠼ZEH ໬ࡸ⮬ື㌴ࡢ㟁ື໬ࡢཬ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࡍࡰᾘ㈝ࡢኚ໬ࡢホ౯ࠊࡣ࡟
⵳㟁ụࡸᩱ௦᭰⇞ࠊ࡟࠺ࡼࡢ㟁ື໬ࡢ㌴ື⮬ࠊࡶ࡛⪅๓。ࡿ࠶ࡀᚲせࡿࡍホ౯ࢆኚ໬ࡢࢡࢵࢺࢫ

㛤Ⓨࡣ࡟ࡽࡉࠊᮦᩱ㛤Ⓨ࡝࡞௚⏘ᴗࡢᢞධᵓ㐀ࡢኚ໬ࡢ⪃៖ࡶᚲせ࡞ሙྜࡿ࠺ࡾ࠶ࡀ。

表 1 ᢏ⾡ࢆࣥࣙࢩࣉ࢜産業連関モデルに᥋⥆のためのᚲ要᝟ሗ

ᢞධಀᩘ 資ᮏಀᩘ ᭱⤊ᾘ㈝ ᑗ᮶ࢡࢵࢺࢫ ࠿࡯のࡑ

ձ ᾘ㈝⪅向け᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧ ࠐ

ղ ௻業向け᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧ （*）
ճ ㍺送ࢫࣅ࣮ࢧ(MaaS) ࠐ ࠐ ࠐ

մ EV,PIHV➼᪂⮬ື㌴ ࠐ ࠐ ۔ ࠐ

յ ఫᏯ(ZEH)࣮ࢠルࢿ࢚ࣟࢮ ڹ ࠐ ۔ ࠐ

ն ㈌≀⮬ື㌴ ࠐ ࠐ ۔ ࠐ

շ 産業部門化▼⇞ᩱ᭱⤊ᾘ㈝ ࠐ

(*）௚部門࡬のᢞධ額とປാᢞධቑຍのᐃᘧ化とࢱ࣮࣓ࣛࣃ௜୚ࡀᚲ要
۔ ࡿ࠼୚ࢆᾘ㈝に変化⤊᭱ࡿ࡞電ຊのᇶ‽とࠊࢫ࢞㒔ᕷࠊἜ〇ရ▼ࡀࢡࢵࢺࢫ

ڹ ಟṇ⟠所ࡀẚ㍑ⓗ㝈ࡿࢀࡽ
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　以下、順次推計手順を述べる。

2.1 消費者向け情報サービス業による消費の変化

　成長が期待される消費者情報サービス業には、医療や教育サービスなど様々なものが考えられ

る。しかしながらその最新の市場予測はほとんど見いだせないため、三菱総研 [6] が 2016 年報告

書で提供する表 2 の値を用いることとした。これは「向こう 5 年程度の予測」であるため 2030
年予測は該当しないものの、現時点でほとんど実現しておらず将来への延長もできないため、暫

定的にこの数値を 2030 年予測に用いることとした。

　この報告では、コネクテッドカーサービスを除くと、平均では 1.48 兆円市場となる。これは情

報サービス産業からの消費の純増であるが、既存の情報サービス業は B2B が主である。B2C あ

るいは C2C 情報サービスは既存の情報サービス業とは区別する方が影響を考察しやすいと考え、

同じ資本係数および投入係数を持つ消費者向け情報サービス業部門（InfS）を追加し、ここに 1.48
兆円の民間部門消費を与えることとする。

表 2　三菱総合研究所による情報サービス市場規模（単位は 10 億円）[6]
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௨ୗࠊ㡰ḟ᥎ィᡭ㡰ࢆ㏙ࡿ࡭。

2.1 ᾘ費⪅向け᝟ሗサービス業にࡼるᾘ費の変化

ᡂ㛗ࡀᮇᚅࡿࢀࡉᾘ㈝⪅᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧᴗࠊࡣ࡟་⒪ࡸᩍ⫱࡝࡞ࢫࣅ࣮ࢧᵝࢀࡽ࠼⪄ࡀࡢࡶ࡞ࠎ

ࡀ[6]◊⥲⳻୕ࠊࡵࡓ࠸࡞ࡏࡔ࠸ぢ࡝ࢇ࡜࡯ࡣ ᕷሙணࡢ᪂᭱ࡢࡑࡽࡀ࡞ࡋ࠿ࡋ。ࡿ 2016 ᖺሗ࿌
᭩࡛ᥦ౪ࡿࡍ⾲ ࠺ࡇྥࠕࡣࢀࡇ。ࡓࡋ࡜࡜ࡇࡿ࠸⏝ࢆ್ࡢ2 5ᖺ⛬ᗘࡢண ࡛ࠖ ࡵࡓࡿ࠶ 2030ᖺ
ண ࡣヱᙜࠊࡢࡢࡶ࠸࡞ࡋ⌧᫬Ⅼ࡛࡝ࢇ࡜࡯ᐇ⌧ࡎࡽ࠾࡚ࡋᑗ᮶ࡢ࡬ᘏ㛗ࠊࡵࡓ࠸࡞ࡁ࡛ࡶᬻᐃ

ⓗࢆ್ᩘࡢࡇ࡟ 2030ᖺண ࡓࡋ࡜࡜ࡇࡿ࠸⏝࡟。
ࡣᖹᆒ࡛ࠊ࡜ࡃ㝖ࢆࢫࣅ࣮ࢧ࣮࢝ࢻࢵࢸࢡࢿࢥࠊࡣሗ࿌࡛ࡢࡇ 1.48඙෇ᕷሙࡣࢀࡇ。ࡿ࡞࡜᝟
ሗࢫࣅ࣮ࢧ⏘ᴗࡢࡽ࠿ᾘ㈝ࡢ⣧ቑ࡛ࠊࡀࡿ࠶᪤Ꮡࡢ᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧᴗࡣ B2Bࡀ୺࡛ࡿ࠶。B2Cࡿ࠶
ࡣ࠸ C2C᝟ሗࡣࢫࣅ࣮ࢧ᪤Ꮡࡢ᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧᴗࡣ࡜༊ูࡿࡍ᪉ࡀᙳ㡪ࢆ⪃ᐹࠊྠ࠼⪄࡜࠸ࡍࡸࡋ
࡟ࡇࡇࠊࡋ㏣ຍࢆᴗ㒊㛛(InfS)ࢫࣅ࣮ࢧ᝟ሗࡅྥ⪅㈝ᾘࡘᣢࢆᢞධಀᩘࡧࡼ࠾㈨ᮏಀᩘࡌ 1.48 ඙
෇ࡢẸ㛫㒊㛛ᾘ㈝ࢆ୚ࡿࡍ࡜࡜ࡇࡿ࠼。

⾲ 2 ୕⳻⥲合◊✲所にࡼる᝟ሗサービスᕷ場つᶍ（༢఩は 10 ൨෇）[6]

ᕷ場つᶍ(10 ൨෇)
㡯目 分類 ᭱ᑠ್ ᖹᆒ್ ᭱኱್

̿࢝ࢻࢵࢸࢡࢿࢥ ಖ㝤 56.3 56.7 57.1 
̿࢝ࢻࢵࢸࢡࢿࢥ 機⬟ 104.5 112.3 120.0 
ス࣐ー࣍ࢺー࣒ ーࢠルࢿ࢚ 131.4 143.1 154.7 
ス࣐ー࣍ࢺー࣒ ぢᏲࡾ 183.4 186.7 189.9 

ルサービスࣈࣛ࢔࢙࢘
サービス 46.5 46.8 47.1 
➃ᮎ 100.7 101.1 101.4 

サービスࣟࢺࢵ࣎ 377.1 471.0 564.8 
ᩍ⫱ ICT 28.1 29.3 30.4 
་⒪ ICT 71.5 399.3 727.0 
㔠⼥ ICT 42.6 44.1 45.6 
ፗᴦサービス 38.5 38.7 38.8 
サービスࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ 14.9 18.3 21.7 
合計 1195.5 1647.0 2098.5 
合計(ICT サービスのࡳ) 1034.7 1478.1 1921.4 

2.2 事業⪅向け᝟ሗサービス業にࡼるປാ⏕産ᛶのቑຍຠᯝ

⥲ົ┬ ICTᐇែㄪᰝ[7]࡛ࠊࡣᖹᡂ 21ᖺ௨㝆ࠊIoT/AI(᝟ሗ཰㞟)ࠊSaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ㸦᝟ሗฎ⌮㸧ࠊ
ࡢ᪉㸧ࡁ㸦ാࢡ࣮࣡ࣞࢸ 3ᢏ⾡࡚ࡋ┠╔࡟௻ᴗつᶍ㸭ᴗ✀ูࢺ࣮ࢣࣥ࢔࡟ㄪᰝࡽࢀࡇࠊࡋ ICTᑟ
ධ௻ᴗ࡜ᮍᑟධ௻ᴗࡢࢀࡒࢀࡑປാ⏕⏘ᛶ㸦ᚑᴗဨ୍ேᙜࡢࡾࡓ௜ຍ౯್⏕⏘㢠㸧ࢆබ㛤࠸࡚ࡋ

⣙ࠊ࡚ࡋ࡜౛୍。ࡿ ᅗࢆ⛣᥎ࡢ⋠ᛶୖ᪼⏘⏕ࡢ඲௻ᴗࡿࡍ࡜㇟ᑐࢆ♫2,800 3ࠊࡣ࡟ᅗ。ࡍ♧࡟1
ࡢ✀ ICTࡢຠᯝ࡟ຍ᭱ࡢࡽࢀࡇࠊ࠼኱್ࢻ࢘ࣛࢡ。ࡓࡋࢺࢵࣟࣉࡶ/SaaSࡢࢢࣥ࢕ࢸ࣮ࣗࣆࣥࢥ
᥇⏝ࡿࡼ࡟⏕⏘ᛶྥୖ᪼ୖࡣ࡟ഴྥࡣ࡛ࢡ࣮࣡ࣞࢸࠊࡀࡿࢀࡽࡳࡀኚືࡀ኱ࡃࡁ 30㸣⛬ᗘ࡛ᶓࡤ
ࡀ㇟ㄪᰝᑐࡣ࡛ࡲ2017ᖺࠊࡀ࠸ࡁ኱ࡀኚືࡣIoT/AI。ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜࠸ ICࠕ࡝࡞ࢢࢱ↓⥺ᢏ⾡฼
ά⏝࡛ࠖࡵࡓࡓࡗ࠶ 2018 ᖺ௨㝆ࡀࢱ࣮ࢹࡣ࡜᥋⥆2017。࠸࡞ࢀࡉ ᖺ௨๓ࡶኚືࡀ኱ࡃࡁഴྥࡣ
。࠸࡞ࡋࡾࡁࡗࡣ

2.2 事業者向け情報サービス業による労働生産性の増加効果

　総務省 ICT 実態調査 [7] では、平成 21 年以降、IoT/AI（情報収集）、SaaS/クラウド（情報処理）、

テレワーク（働き方）の 3 技術に着目して企業規模／業種別にアンケート調査し、これら ICT 導

入企業と未導入企業それぞれの労働生産性（従業員一人当たりの付加価値生産額）を公開してい

る。一例として、約 2,800 社を対象とする全企業の生産性上昇率の推移を図 1 に示す。図には、3
種の ICT の効果に加え、これらの最大値もプロットした。クラウド /SaaS コンピューティングの

採用による生産性向上には上昇傾向がみられるが、テレワークでは変動が大きく 30％程度で横ば

いとなっている。IoT/AI は変動が大きいが、2017 年までは調査対象が IC タグなど「無線技術利

活用」であったため 2018 年以降とはデータが接続されない。2017 年以前も変動が大きく傾向は

はっきりしない。
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LCS の分析 [8] は、業種間の差は不明確であるが企業規模では資本金 5000 万円以上か未満かで

は導入効果に差があること、全体としての導入効果は約 20％～ 30％で推移しているが明確なト

レンドとはいえないことなどを示した。他方、導入企業の割合はクラウド /SaaS では 2010 年以降、

テレワークは 2012 年以降に比較的明確な上昇トレンドが見られた。産業全体では、採択企業の

生産性上昇率に採用企業率を乗じた平均値で生産性が上昇すると考えられる。そこで、テレワー

クとクラウド /SaaS の 2ICT について、導入シェアにロジットモデルを適用し将来のシェアの推

移を求めた。結果を表 3 に示す。
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ᅗ 1 IoT/AI(2017、ࢡー࣡ࣞࢸ 年௨๓は↓⥺ᢏ⾡)、ࢻ࢘ࣛࢡ/SaaS にࡼる⏕産ᛶୖ᪼⋡([8]ࡾࡼసᡂ)

LCS ㈨ᮏ㔠ࡣ௻ᴗつᶍ࡛ࡀࡿ࠶࡛☜୙᫂ࡣᕪࡢᴗ✀㛫ࠊࡣศᯒ[8]ࡢ 5000 ୓෇௨ୖ࠿ᮍ‶࡛࠿
⣙ࡣᑟධຠᯝࡢ࡚ࡋ࡜඲యࠊ࡜ࡇࡿ࠶ࡀᕪ࡟ᑟධຠᯝࡣ 20㸣㹼30㸣࡛᥎⛣ࡀࡿ࠸࡚ࡋ᫂☜ࣞࢺ࡞
SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡࡣ๭ྜࡢᑟධ௻ᴗࠊ௚᪉。ࡓࡋ♧ࢆ࡝࡞࡜ࡇ࠸࡞࠼ゝࡣ࡜ࢻࣥ ࡣ࡛ 2010 ᖺ௨㝆ࠊ
ࡣࢡ࣮࣡ࣞࢸ 2012ᖺ௨㝆࡟ẚ㍑ⓗ᫂☜ࡀࢻࣥࣞࢺ᪼ୖ࡞ぢࡓࢀࡽ。⏘ᴗ඲య࡛ࠊࡣ᥇ᢥ௻ᴗࡢ⏕
⏘ᛶୖ᪼⋡࡟᥇⏝௻ᴗ⋡ࢆ஌ࡓࡌᖹᆒ್࡛⏕⏘ᛶࢡ࣮࣡ࣞࢸࠊ࡛ࡇࡑ。ࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡿࡍ᪼ୖࡀ

ࡢSaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ࡜ 2ICTࠊ࡚࠸ࡘ࡟ᑟධࢆࣝࢹࣔࢺࢵࢪࣟ࡟࢔࢙ࢩ㐺⏝ࡋᑗ᮶ࡢ࢔࢙ࢩࡢ᥎⛣ࢆ
ồࡓࡵ。⤖ᯝࢆ⾲ 。ࡍ♧࡟3

⾲ 3 SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡࡧࡼおࢡー࣡ࣞࢸ ᥇用௻業࢔࢙ࢩのࢻࣥࣞࢺ

   A R2 F

್ࢺࢵࢪ実᪋௻業ࣟࢡー࣡ࣞࢸ ඲య 0.141 0.804 10.27 

್ࢺࢵࢪ実᪋௻業ࣟࢡー࣡ࣞࢸ 製造業 0.094 0.643 4.50 

್ࢺࢵࢪ実᪋௻業ࣟࢡー࣡ࣞࢸ 㠀製造業 0.165 0.827 11.97 

್ࢺࢵࢪ実᪋௻業ࣟࢡー࣡ࣞࢸ ㈨ᮏ㔠 5,000 ୓෇ᮍ‶ 0.214 0.834 12.58 

್ࢺࢵࢪ実᪋௻業ࣟࢡー࣡ࣞࢸ ㈨ᮏ㔠 5,000 ୓෇௨ୖ 0.129 0.766 8.20 

SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ 実᪋௻業್ࣟࢺࢵࢪ ඲య 0.195 0.922 59.29 

SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ 実᪋௻業್ࣟࢺࢵࢪ 製造業 0.209 0.926 62.73 

SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ 実᪋௻業್ࣟࢺࢵࢪ 㠀製造業 0.190 0.902 45.92 

SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ 実᪋௻業್ࣟࢺࢵࢪ ㈨ᮏ㔠 5,000 ୓෇ᮍ‶ 0.178 0.900 45.07 

SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡ 実᪋௻業್ࣟࢺࢵࢪ ㈨ᮏ㔠 5,000 ୓෇௨ୖ 0.222 0.937 73.94 

は࡛ࡇࡇ* ln (᥇ᢥ⋡/(1-᥇ᢥ⋡) )=A・Year+B を࠶てはめた。
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図 1　テレワーク、IoT/AI（2017 年以前は無線技術）、クラウド /SaaS による生産性上昇率（[7] より作成）

表 3　テレワークおよびクラウド /SaaS 採用企業シェアのトレンド

* ここでは ln（採択率 /（1- 採択率））=A・Year+B をあてはめた。

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

需要の構造変化に着目した産業連関モデルの拡張（Vol.1）

令和 3 年 10 月

4

ᅗ 1 IoT/AI(2017、ࢡー࣡ࣞࢸ 年௨๓は↓⥺ᢏ⾡)、ࢻ࢘ࣛࢡ/SaaS にࡼる⏕産ᛶୖ᪼⋡([8]ࡾࡼసᡂ)

LCS ㈨ᮏ㔠ࡣ௻ᴗつᶍ࡛ࡀࡿ࠶࡛☜୙᫂ࡣᕪࡢᴗ✀㛫ࠊࡣศᯒ[8]ࡢ 5000 ୓෇௨ୖ࠿ᮍ‶࡛࠿
⣙ࡣᑟධຠᯝࡢ࡚ࡋ࡜඲యࠊ࡜ࡇࡿ࠶ࡀᕪ࡟ᑟධຠᯝࡣ 20㸣㹼30㸣࡛᥎⛣ࡀࡿ࠸࡚ࡋ᫂☜ࣞࢺ࡞
SaaS/ࢻ࢘ࣛࢡࡣ๭ྜࡢᑟධ௻ᴗࠊ௚᪉。ࡓࡋ♧ࢆ࡝࡞࡜ࡇ࠸࡞࠼ゝࡣ࡜ࢻࣥ ࡣ࡛ 2010 ᖺ௨㝆ࠊ
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低炭素社会戦略センター（LCS）

図 2、図 3 には、このトレンドを 2030 年まで延長した場合の推移を示す。クラウド /SaaS は既に

普及が進んでいるため、2030 年には 90％を超える。これにより汎用ソフトウェア／ハードウェ

アは自社保有からアウトソーシングに移行する。

図 2　テレワーク採用企業比率の推移予測

図 3　クラウド /SaaS 採用企業比率の推移
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ᬑཬࡀ㐍2030ࠊࡵࡓࡿ࠸࡛ࢇᖺࡣ࡟ 90㸣ࢆ㉸ࡾࡼ࡟ࢀࡇ。ࡿ࠼ỗ⏝࢔࢙࢘ࢺࣇࢯ㸭࢔࢙࢘ࢻ࣮ࣁ
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IoT/AI は 2018 年、2019 年の 2 点しか調査がなくトレンドについては議論できないので、クラ

ウドコンピューティングのパラメータを適用し延長すると、図 4 のようになる。
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IoT/AIࡣ 2018ᖺ2019ࠊᖺࡢ 2Ⅼ࠿ࡋㄪᰝࡣ࡚࠸ࡘ࡟ࢻࣥࣞࢺࡃ࡞ࡀ㆟ㄽ࡛ࣛࢡࠊ࡛ࡢ࠸࡞ࡁ
ᅗࠊ࡜ࡿࡍᘏ㛗ࡋ⏝㐺ࢆࢱ࣮࣓ࣛࣃࡢࢢࣥ࢕ࢸ࣮ࣗࣆࣥࢥࢻ࢘ 。ࡿ࡞࡟࠺ࡼࡢ4

ᅗ 4 IoT/AI ᥇用௻業ẚ⋡の᥎⛣ (2017 年௨๓は↓⥺㏻ಙᢏ⾡)

ࡣ࡛ࡇࡇࠊ࡛ࡢ࠸࡞ࡁ࡛ࡣ࡜ࡇࡿࡍィྜ࡟༢⣧ࢆ⋠ᛶቑຍ⏘⏕ࡢࣥࣙࢩࣉ࢜ྛࡽࢀࡇ ࢩࣉ࢜3
ࡢ࡬ᴗ㒊㛛⏕⏘ᛶ⏘ࡢࡑࢆ኱್᭱ࡢ⋠ᛶᡂ㛗⏘⏕ࡢࣥࣙ ICTࡢᐤ୚್ࡢࡇ。ࡓࡋ࡜࡜ࡇࡍ࡞ࡳ࡜
ࡢ 2030ᖺ್࡜ 2015ᖺ್ࡢᕪࡢࡇࢆ㛫ࡢ⏕⏘ᛶᡂ㛗ࡢᇶ‽್ࡿ࠼⪄࡜。
⥲ົ┬ㄪᰝ࡛2017ࠊࡣᖺ௨㝆ࠊࡣᘓタᴗࠊ〇㐀ᴗࠊ㐠㍺ᴗ࣭㒑౽ᴗࠊ༺኎࣭ᑠ኎ᴗࠊ㔠⼥࣭ಖ
㝤ᴗࠊ୙ື⏘ᴗࠊ᝟ሗ㏻ಙᴗࢫࣅ࣮ࢧࠊᴗ࣭ࡢࡑ௚ࡢ 8ᴗ✀ࡢ࡚࠸ࡘ࡟ㄪᰝࡀ฼⏝ྍ⬟࡛ࡿ࠶。
2017㹼2019ᖺ㛫ࠊࢡ࣮࣡ࣞࢸࡢIoTࠊSaaS/ࡢࢻ࢘ࣛࢡ⏕⏘ᛶቑຍ⋡ࢆᅗ ࡼࡢࡇ。ࡍ♧࡟7ࠊ6ࠊ5
ࡢࡇࠊ࡟࠺ 3ᖺ㛫࡛ࡣ⏕⏘ᛶࡢኚືࡣ኱ࠊ࡟≉。࠸ࡁIoT/AIࡣ 2018㹼2019ᖺࡢ 2Ⅼ࠸࡞࠿ࡋ。
࠸ࡋ᪂ࡢ⩏ձᐃ。ࡓࡋ⏝㐺ࢆᡭ㡰࡞࠺ࡼࡢḟࠊ࡛ࡇࡑ IoT/AI࡛ࠊࡣ⏕⏘ᛶࡀ㈇್ࡿྲྀࢆ㐠㍺࣭
㒑౽ᴗࠊ༺኎࣭ᑠ኎ᴗࠊ୙ື⏘ᴗࠊ᝟ሗ㏻ಙᴗࡢ 4ᴗ✀ࡣ࡟඲௻ᴗࡢ 2017㹼2019ᖺ㛫⏕⏘ᛶቑຍ
࡜ࢡ࣮࣡ࣞࢸղࠊ⏝㐺ࢆ⋠ SaaS/ࠊࡣ࡛ࢻ࢘ࣛࢡኚື࡟≉ࡀ኱࠸ࡁ୙ື⏘ᴗࠊ࡜㈇್ࡴྵࢆ༺኎࣭
ᑠ኎ᴗࢫࣅ࣮ࢧࠊᴗ࣭ࡢࡑ௚࡟඲௻ᴗࡢ 2018㹼2019ᖺ㛫⏕⏘ᛶቑຍ⋡ࢆ㐺⏝ࡿࡍ࡜。
ᅗࢆᑗ᮶᥎ィ⤖ᯝࡓᚓ࡚ࡋ࠺ࡇ ᴗ࡛ࢫࣅ࣮ࢧࠊ୙ື⏘ᴗࠊ㔠⼥࣭ಖ㝤ᴗࠊࡽ࠿ࢀࡇ。ࡍ♧࡟8
࠾࡞ࡣ ICTࡿࡼ࡟⏕⏘ᛶᨵၿࡢవᆅࡀ኱ࡀ࡜ࡇ࠸ࡁ♧၀ࡓࡲ。ࡿࢀࡉ୙ື⏘ᴗࠊ᝟ሗ㏻ಙᴗࠊᘓ
タᴗ࡛ࡣ⏕⏘ᛶୖ᪼⋡ࡀపࡣࢀࡇ。࠸୙ື⏘ᴗࠊ᝟ሗ㏻ಙᴗ࡛ࠊࡣẚ㍑ⓗ ICTࡢᑟධࡀ᪩ࠊࡃຠ
ᯝࡀ㣬࿴࡟㏆ࡿ࠶࡛⏤⌮ࡀ࡜ࡇ࠸。௒ᚋ VR/AR ࡞࡜ㄢ㢟ࡀᛶୖ᪼⏘⏕ࡿࡼ࡟⏝᥇ࡢ⾡᪂ᢏ࡝࡞
。ࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡿ
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図 4 IoT/AI 採用企業比率の推移（2017 年以前は無線通信技術）

　これら各オプションの生産性増加率を単純に合計することはできないので、ここでは 3 オプ

ションの生産性成長率の最大値をその産業部門生産性への ICT の寄与とみなすこととした。この

値の 2030 年値と 2015 年値の差をこの間の生産性成長の基準値と考える。

　総務省調査では、2017 年以降は、建設業、製造業、運輸業・郵便業、卸売・小売業、金融・保険業、

不動産業、情報通信業、サービス業・その他の 8 業種についての調査が利用可能である。2017 ～

2019 年間のテレワーク、IoT、SaaS/クラウドの生産性増加率を図 5、6、7 に示す。このように、

この 3 年間では生産性の変動は大きい。特に、IoT/AI は 2018 ～ 2019 年の 2 点しかない。

　そこで、次のような手順を適用した。①定義の新しい IoT/AI では、生産性が負値を取る運輸・

郵便業、卸売・小売業、不動産業、情報通信業の 4 業種には全企業の 2017 ～ 2019 年間生産性増

加率を適用、②テレワークと SaaS/クラウドでは、変動が特に大きい不動産業と、負値を含む卸売・

小売業、サービス業・その他に全企業の 2018 ～ 2019 年間生産性増加率を適用とする。

　こうして得た将来推計結果を図 8 に示す。これから、金融・保険業、不動産業、サービス業で

はなお ICT による生産性改善の余地が大きいことが示唆される。また不動産業、情報通信業、建

設業では生産性上昇率が低い。これは不動産業、情報通信業では、比較的 ICT の導入が早く、効

果が飽和に近いことが理由である。今後 VR/AR など新技術の採用による生産性上昇が課題とな

ると考えられる。
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図 5　テレワークによる生産性増加率

図 6 IoT/AI による生産性増加率　（2017 年は無線通信技術）

図 7 SaaS/クラウドによる生産性増加率
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　この結果を産業連関表に反映するには、ICT による労働生産性の増加の定式化が必要となる。

これについては、第 3 章で述べることとする。

2.3  MaaS 情報サービス業の設定

MaaS は新しい交通サービスとしてしばしば期待が集まるものの、その市場規模についての調

査報告はほとんどない。中で、矢野経済研究所 [9] は表 4 の 2030 年市場予測値を出している。
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表 4 MaaS 市場予測 [9]

* このほかに表 2 のコネクテッドカーサービスの 1690 億円が加わる
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　これらは、情報サービス市場のみで、車両需要などのハードウェア費用は含まれていない。

　このうち、新型タクシーはタクシーの新しい形態であり、ここでは利用情報サービス料と利用

料が計上されている。CNS（Courier Network Services）、自動車共有、ライドシェアリングは消費者

が所有する自動車の活用である。このため、野村の JES5 モデルでは内生化された家計部門に含

まれている。しかし、自家用車共有、ライドシェアリングは新たな収入を発生させるが、基本的

に元々の消費者の移動に伴う移動なので、マクロに見ると消費者間の内部移転でしかない。ただ

し、このシェアリングにより、タクシーや公共交通に支払われていた費用は減り新型タクシーへ

の支出が新たに発生する構成になる。

CNS は消費者から見れば配送に伴って発生する費用であるが、消費者が空き時間を使って自分

の保有する車両で行う新しい物流サービスと考えられる。これは配送サービス最終消費の純増と

することとする。ただし、これに伴う外食や購入の増加はここでは考えない。

　カーシェアリングには、家計部門が保有する自動車を複数の消費者で共有使用するシェアリン

グと、業者が自動車を保有するカーシェアリングの 2 通りの業態がある。前者は家計部門の資産

利用であるが、後者の場合は事業者側が車両を保有し利用者は利用料金のみを支払う形態となる

ので扱いが異なる。レンタカー事業と似ているが、自動車を保有する事業者から燃料費や保険料

を含むサービスを受けることになる。そのためこのカーシェアリング業については、投入係数お

よび資本係数を推計する必要が生じる。

　まず、2015 年の産業連関表の家計部門最終消費の生産額表示の自動車購入費は約 5,372,068
百万円、ガソリン消費額は 3,769,171 百万円である。しかし関連費用が不明である。

　消費実態調査での自動車関係費は下記表 5 のようになっている。自動車関連支出項目は詳細に

記述されており、ガソリン支出の全国総額は産業連関表とほぼ同じであるが、車両本体価格への

支払い額に大きな差がある。元々産業連関表の生産者価格と購入者価格には 35％ほどの差がある

ことや、アンケートに基づく消費実態調査での自動車購入費には下取りが含まれてない可能性等

などのため、購入費数値の信頼性は高いとはいえない。そこで、本体価格や燃料費については産

業連関表の値を用い、自動車関係支出費用は燃料費を基準に推計することとした。結果を表 6 に

示す。

表 5　総務省消費実態調査の自動車関係費 [10]
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2015ࠊࡎࡲ ᖺࡢ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢᐙィ㒊㛛᭱⤊ᾘ㈝ࡢ⏕⏘㢠⾲♧ࡢ⮬ື㌴㉎ධ㈝ࡣ⣙ 5,372,068 ⓒ
୓෇ࣥࣜࢯ࢞ࠊᾘ㈝㢠ࡣ 3,769,171ⓒ୓෇࡛ࡋ࠿ࡋ。ࡿ࠶㛵㐃㈝⏝ࡀ୙࡛᫂ࡿ࠶。
ᾘ㈝ᐇែㄪᰝ࡛ࡢ⮬ື㌴㛵ಀ㈝ࡣୗグ⾲ ࡟ヲ⣽ࡣ┠㌴㛵㐃ᨭฟ㡯ື⮬。ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡟࠺ࡼࡢ5
グ㏙ࣥࣜࢯ࢞ࠊࡾ࠾࡚ࢀࡉᨭฟࡢ඲ᅜ⥲㢠ࡣ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࠊࡀࡿ࠶࡛ࡌྠࡰ࡯࡜㌴୧ᮏయ౯᱁ࡢ࡬

ᨭᡶ࠸㢠࡟኱࡞ࡁᕪࡿ࠶ࡀ。ඖࠎ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ⏕⏘⪅౯᱁࡜㉎ධ⪅౯᱁ࡣ࡟ 35㸣ࡢ࡝࡯ᕪࡿ࠶ࡀ
➼ᛶ⬟ྍ࠸࡞࡚ࢀࡲྵࡀࡾୗྲྀࡣ࡟㈝㌴㉎ධື⮬ࡢᾘ㈝ᐇែㄪᰝ࡛ࡃᇶ࡙࡟ࢺ࣮ࢣࣥ࢔ࠊࡸ࡜ࡇ

⏘ࡣ࡚࠸ࡘ࡟㈝ᩱ⇞ࡸᮏయ౯᱁ࠊ࡛ࡇࡑ。࠸࡞࠼ゝࡣ࡜࠸㧗ࡣಙ㢗ᛶࡢ್ᩘ㈝㉎ධࠊࡵࡓࡢ࡝࡞

ᴗ㐃㛵⾲ࠊ࠸⏝ࢆ್ࡢ⮬ື㌴㛵ಀᨭฟ㈝⏝ࡣ⇞ᩱ㈝ࢆᇶ‽࡟᥎ィࡓࡋ࡜࡜ࡇࡿࡍ。⤖ᯝࢆ⾲ ࡟6
。ࡍ♧

⾲ 5 ⥲ົ┬ᾘ費実ែㄪᰝの自動車関ಀ費[10]

ᾘ費㡯目ࢥーࢻ 㡯目 ୡᖏᖹᆒᨭฟ(෇) ඲ᅜ⥲㢠（ⓒ୓෇)
740㹼759・ 75B・75X 自動車➼関ಀ費 19,127 11,879,345
740・742 自動車➼㉎入 4,066 2,525,300
740 自動車㉎入 4,010 2,490,520
742 自動車௨እ輸送機ჾ㉎入 56 34,780
745 自㌿車㉎入 184 114,278
750㹼759・ 75B・75X 自動車➼⥔ᣢ 14,877 9,239,767
750 ガࣥࣜࢯ 5,868 3,644,481
751 自動車➼㒊ရ 1,043 647,784
752 自動車➼関連用ရ 607 376,994
753 自 自動車整備費 1,662 1,032,230
75X 年ᴟ・月ᴟ㥔車場೉ᩱ 1,497 929,753
756 他の㥔車場೉ᩱ 262 162,722
75B ᩱ㔠ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩー࢝ー㺃࢝ࢱࣥࣞ 103 63,971
754 他の自動車➼関連サービス 704 437,238
757 自動車ಖ㝤ᩱ 3,116 1,935,277
759 自動車ಖ㝤ᩱ௨እの輸送機ჾサービス 15 9,316

自動車関ಀ費合計 18,840 11,701,096



10

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

需要の構造変化に着目した産業連関モデルの拡張（Vol.1）

令和 3 年 10 月

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

2030 年のカーシェアリング市場と投入係数の推計について、以下の手順を適用した。

　まず全体規模については、矢野経済研究所 [9] は、「2030 年の国内自動車は『2015 年比では人

口減で 10％減、シェアカーで 20％減』とみてよいのではないか。」としている。表 4 にある同予

測の市場規模 3.4 兆円は、産業連関表と消費実態調査から推計した表 6 の自動車関連推計値 14.9
兆円の約 22％に相当しており、両者はほぼ整合する。

　費用項目の推計について、現行のカーシェアリングは、利用料金にガソリン代、保険料などを

含む。前者はレンタカー事業との相違であり、既存の貸自動車業とは異なる投入係数とする必要

がある。

　まず、現行のレンタカー事業者売上には使用時の燃料費が含まれないので、カーシェアリング

業者に適用するには、これを推計し付加する必要がある。消費者実態調査の自動車関連推計値で

は、燃料費は「その他維持費」の 65％となる。

　他方、産業連関表の貸自動車業の中間投入額のうち、自動車整備費、金融・保険、不動産仲介

費を合計した金額を「その他維持費」に対応させ、表 5 の関係から燃料費を推計すると、全売り

上げの 11.3％となる。

　レンタカー会社では、通常の自家用車よりも年間総距離は長い。自動車関連サイト [11]では、「レ

ンタカーの走行距離は通常年 20,000 ～ 30,000 km、都市部では 30,000 ～ 40,000 km」とあり、自動

車保有世帯の年間走行距離は 6,000 km ～ 6,500 km/年として、カーシェアリングの稼働率を自家

用車の 4.5 倍と仮定した。これはレンタカー事業者の年売上の 33％に相当する。この分を貸自動

車業の石油製品からの投入額に上乗せし、ガソリン自動車のカーシェアリング業の投入係数の推

定を行った。

　カーシェアリング業には EV 導入も考えられるので、EV 化シェア率も反映できるようにする。

50％が EV 化されていれば、石油製品購入額は 1/2 になり、電力購入額は燃費改善率

　（7 km/kWh）－1 ／（12 km/L）－1×（35円 /kWh）／（120円 /L）にしたがって上乗せされることになる。

　上記矢野経済研究所の予測では、自家用車共有、ライドシェアリング、共用モビリティ、その

他（駐車場シェアリング）、関連アプリ、2 つ以上のサービス連携、3 つ以上のサービス連携の項

目が示されている。これらは、既存設備の ICT を活かした運用ソフトサービスへの支出となる。

その規模は、予測では 7363 億円となる。ここでは、カーシェアリングにはこれらの情報サービ

スが内包されると仮定する。

　将来市場では、これらは現状の 70％の自動車保有者を対象としたサービスであるので、カーシェ

アリング 20％に配分されるサービスは 7,363 × 0.2/0.7=2104 億円と推計できる。そこで、カーシェ

アリングでは、既存の事業にこの金額を上乗せしカーシェアリングサービスを行うものと想定す

る。これは約 6.5％の上乗せとなる。これらは情報サービス業からの投入となる。

　他方、カーシェアリングへの移行により、家計部門のガソリン代、整備費などの関連費が 70％
に低下する。さらに、保険料も下がる。消費実態調査では、全保険額に占める自動車保険料が

35％である。そのため、保険料は、他が変わらないなら、（100％ -35％） + 35％× 0.7=89.5％ に減

ることになる。カーシェアリング業での保険や整備費用は自家用車とは異なることが予想される

が、ここではこの数字を用いる。

表 6　燃料費を基準として調整した自動車関連推計値（百万円）
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⾲ 6 ⇞ᩱ費をᇶ‽࡜してㄪ整した自動車関連᥎計್(ⓒ୓෇)

⇞ᩱ費 3,769,171

஌用車㉎入費 5,372,068

その࡯か⥔ᣢ費 5,786,720

合計 14,927,959

2030ᖺࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࡢᕷሙ࡜ᢞධಀᩘࡢ᥎ィࠊ࡚࠸ࡘ࡟௨ୗࡢᡭ㡰ࢆ㐺⏝ࡓࡋ。
ேཱྀࡣ2015ᖺẚ࡛ࠗࡣᅜෆ⮬ື㌴ࡢ2030ᖺࠕࠊࡣ㔝⤒῭◊✲ᡤ[9]▮ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟඲యつᶍࡎࡲ
ῶ࡛ 10㸣ῶ࡛࣮࢝࢔࢙ࢩࠊ 20㸣ῶ࠘࠿࠸࡞ࡣ࡛ࡢ࠸ࡼ࡚ࡳ࡜。ࠖ ⾲。ࡿ࠸࡚ࡋ࡜  ணྠࡿ࠶࡟4
ᕷሙつᶍࡢ 3.4඙෇ࠊࡣ⏘ᴗ㐃㛵⾲࡜ᾘ㈝ᐇែㄪᰝࡽ࠿᥎ィࡓࡋ⾲ ㌴㛵㐃᥎ィ್ື⮬ࡢ6 14.9඙
෇ࡢ⣙ 22㸣࡟┦ᙜࠊࡾ࠾࡚ࡋ୧⪅ࡿࡍྜᩚࡰ࡯ࡣ。
㈝⏝㡯┠ࡢ᥎ィࠊࡣࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࡢ⾜⌧ࠊ࡚࠸ࡘ࡟฼⏝ᩱ㔠ࣥࣜࢯ࢞࡟௦ࠊಖ㝤ᩱࢆ࡝࡞

ᚲせࡿࡍ࡜ᢞධಀᩘࡿ࡞␗ࡣ࡜㈚⮬ື㌴ᴗࡢ᪤Ꮡࠊࡾ࠶㐪࡛┦ࡢ࡜஦ᴗ࣮࢝ࢱࣥࣞࡣ⪅๓。ࡴྵ

。ࡿ࠶ࡀ

ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࠊ࡛ࡢ࠸࡞ࢀࡲྵࡀ㈝ᩱ⇞ࡢ౑⏝᫬ࡣ࡟஦ᴗ⪅኎ୖ࣮࢝ࢱࣥࣞࡢ⾜⌧ࠊࡎࡲ

ᴗ⪅࡟㐺⏝ࢆࢀࡇࠊࡣ࡟ࡿࡍ᥎ィࡋ௜ຍࡿࡍᚲせࡿ࠶ࡀ。ᾘ㈝⪅ᐇែㄪᰝࡢ⮬ື㌴㛵㐃᥎ィ್࡛

ࡢࠖ㈝௚⥔ᣢࡢࡑࠕࡣ㈝ᩱ⇞ࠊࡣ 65㸣ࡿ࡞࡜。
௚᪉ࠊ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ㈚⮬ື㌴ᴗࡢ୰㛫ᢞධ㢠ࠊࡕ࠺ࡢ⮬ື㌴ᩚഛ㈝ࠊ㔠⼥࣭ಖ㝤ࠊ୙ື⏘௰௓

⾲ࠊࡏࡉᑐᛂ࡟ࠖ㈝௚⥔ᣢࡢࡑࠕࢆ㔠㢠ࡓࡋィྜࢆ㈝ ࡾ඲኎ࠊ࡜ࡿࡍ᥎ィࢆ㈝ᩱ⇞ࡽ࠿㛵ಀࡢ5
ࡢࡆୖ 11.3㸣ࡿ࡞࡜。
ࠊࡣ࡛[11]ࢺ࢖ࢧ㌴㛵㐃ື⮬。࠸㛗ࡣᖺ㛫⥲㊥㞳ࡶࡾࡼᐙ⏝㌴⮬ࡢ㏻ᖖࠊࡣ࡛♫఍࣮࢝ࢱࣥࣞ
㏻ᖖᖺࡣ㉮⾜㊥㞳ࡢ࣮࢝ࢱࣥࣞࠕ 20,000㹼30,000kmࠊ㒔ᕷ㒊࡛ࡣ 30,000㹼40,000kmࠖࠊࡾ࠶࡜⮬
ື㌴ಖ᭷ୡᖏࡢᖺ㛫㉮⾜㊥㞳ࡣ 6,000km㹼6,500km/ᖺࡢࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࠊ࡚ࡋ࡜✌ാ⋡ࢆ⮬ᐙ

⏝㌴ࡢ 4.5ಸ࡜௬ᐃ࣮࢝ࢱࣥࣞࡣࢀࡇ。ࡓࡋ஦ᴗ⪅ࡢᖺ኎ୖࡢ 33㸣࡟┦ᙜࡢࡇ。ࡿࡍศࢆ㈚⮬ື
㌴ᴗࡢ▼Ἔ〇ရࡢࡽ࠿ᢞධ㢠ୖ࡟஌ࣥࣜࢯ࢞ࠊࡋࡏ⮬ື㌴ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࡢᴗࡢᢞධಀᩘࡢ᥎

ᐃࡓࡗ⾜ࢆ。

ࡣ࡟ᴗࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ EVᑟධࠊ࡛ࡢࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶEV໬ࡶ⋠࢔࢙ࢩ཯࡛ᫎࡿࡍ࡟࠺ࡼࡿࡁ。
50㸣ࡀ EV໬ࠊࡤࢀ࠸࡚ࢀࡉ▼Ἔ〇ရ㉎ධ㢠ࡣ ⋠ᨵၿ㈝⇞ࡣ㟁ຊ㉎ධ㢠ࠊࡾ࡞࡟1/2

(7km/kWh)-1㸭(12km/L)-1×(35෇/kWh)㸭(120෇/L)ୖ࡚ࡗࡀࡓࡋ࡟஌ࡿ࡞࡟࡜ࡇࡿࢀࡉࡏ。
ୖグ▮㔝⤒῭◊✲ᡤࡢண ࡛ࠊࡣ⮬ᐙ⏝㌴ඹ᭷ࠊࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩࢻ࢖ࣛࠊඹ⏝ࣔࡢࡑࠊ࢕ࢸࣜࣅ

௚㸦㥔㌴ሙࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ㸧ࠊ㛵㐃ࡘ2ࠊࣜࣉ࢔௨ୖࢫࣅ࣮ࢧࡢ㐃ᦠࡘ3ࠊ௨ୖࢫࣅ࣮ࢧࡢ㐃ᦠࡢ㡯
ࡢ᪤Ꮡタഛࠊࡣࡽࢀࡇ。ࡿ࠸࡚ࢀࡉ♧ࡀ┠ ICT 。ࡿ࡞࡜ᨭฟࡢ࡬ࢫࣅ࣮ࢧࢺࣇࢯ⏝㐠ࡓࡋ࠿άࢆ
ࡣ࡛ ணࠊࡣつᶍࡢࡑ 7363൨෇ࡢࡽࢀࡇࡣ࡟ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࠊࡣ࡛ࡇࡇ。ࡿ࡞࡜᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧ
。ࡿࡍ௬ᐃ࡜ࡿࢀࡉෆໟࡀ

ᑗ᮶ᕷሙ࡛ࡢ≦⌧ࡣࡽࢀࡇࠊࡣ 70㸣ࡢ⮬ື㌴ಖ᭷⪅ࢆᑐ㇟ࢩ࣮࢝ࠊ࡛ࡢࡿ࠶࡛ࢫࣅ࣮ࢧࡓࡋ࡜
ࢢࣥࣜ࢔࢙ 20㸣࡟㓄ศࡣࢫࣅ࣮ࢧࡿࢀࡉ 7363*0.2/0.7=2104൨෇࡜᥎ィ࡛ࢩ࣮࢝ࠊ࡛ࡇࡑ。ࡿࡁ
᝿ᐃ࡜ࡢࡶ࠺⾜ࢆࢫࣅ࣮ࢧࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࡋࡏ஌ୖࢆ㔠㢠ࡢࡇ࡟஦ᴗࡢ᪤Ꮡࠊࡣ࡛ࢢࣥࣜ࢔࢙

⣙ࡣࢀࡇ。ࡿࡍ 6.5㸣ୖࡢ஌ࡣࡽࢀࡇ。ࡿ࡞࡜ࡏ᝟ሗࢫࣅ࣮ࢧᴗࡢࡽ࠿ᢞධࡿ࡞࡜。
௚᪉ࠊࡾࡼ࡟⾜⛣ࡢ࡬ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࠊᐙィ㒊㛛ࣥࣜࢯ࢞ࡢ௦ᩚࠊഛ㈝ࡢ࡝࡞㛵㐃㈝ࡀ 70㸣
ࡀ㌴ಖ㝤ᩱື⮬ࡿࡵ༨࡟඲ಖ㝤㢠ࠊࡣᾘ㈝ᐇែㄪᰝ࡛。ࡿࡀୗࡶಖ㝤ᩱࠊ࡟ࡽࡉ。ࡿࡍపୗ࡟ 35㸣
(100㸣-35㸣)ࠊࡽ࡞࠸࡞ࡽࢃኚࡀ௚ࠊࡣಖ㝤ᩱࠊࡵࡓࡢࡑ。ࡿ࠶࡛ + 35㸣×0.7=89.5㸣 ࡜ࡇࡿῶ࡟
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このようにして推計したカーシェアリング業の主要な項目の投入係数を、既存のレンタカー業と

比較して表 7 に示す。

表 7　カーシェアリング業の投入係数推計値（変化の大きなセルを黄色で強調）
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ࡇࠊࡀࡿࢀࡉண᝿ࡀ࡜ࡇࡿ࡞␗ࡣ࡜ᐙ⏝㌴⮬ࡣ⏝㈝ഛᩚࡸಖ㝤ࡢᴗ࡛ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝。ࡿ࡞࡟

。ࡿ࠸⏝ࢆᏐᩘࡢࡇࡣ࡛ࡇ

ᴗ࣮࢝ࢱࣥࣞࡢ᪤Ꮡࠊࢆᢞධಀᩘࡢ┠㡯࡞୺せࡢᴗࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝ࡓࡋ᥎ィ࡚ࡋ࡟࠺ࡼࡢࡇ

⾲࡚ࡋẚ㍑࡜ 。ࡍ♧࡟7

⾲ 7 業の投入ಀᩘ᥎計್ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩー࢝ (変化の኱ࢭ࡞ࡁルを㯤Ⰽ࡛ᙉㄪ)

投入ಀᩘ ㈚自動車業
ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩー࢝

ガࣥࣜࢯ車
ࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩー࢝

EV

▼Ἔ製ရ 0.006 0.242 0

その他の㔠ᒓ製ရ 0.002 0.002 0.002

その他の製造ᕤ業製ရ 0.002 0.001 0.001

㟁ຊ 0.01 0.008 0.138

ᗫᲠ≀ฎ理 0.002 0.001 0.002

ၟ業 0.005 0.004 0.004

㔠⼥・ಖ㝤 0.034 0.025 0.028

不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.022 0.016 0.018

㐨㊰輸送 0.012 0.008 0.009

㐠輸㝃ᖏサービス 0.028 0.02 0.023

㏻ಙ 0.003 0.002 0.002

᝟ሗサービス 0.003 0.049 0.056

他に分類ࡉれ࡞い会ဨไᅋయ 0.006 0.004 0.005

≀ရ㈤㈚サービス 0.002 0.001 0.001

広告 0.004 0.003 0.004

自動車整備・機械修理 0.056 0.04 0.046

その他の対事業所サービス 0.018 0.013 0.015

その他の対個人サービス 0.002 0.001 0.001

分類不明 0.018 0.013 0.015

ෆ⏕㒊㛛計 0.245 0.459 0.379

ᐙ計እᾘ費ᨭฟ（⾜） 0.005 0.003 0.004

㞠用⪅所ᚓ 0.157 0.113 0.129

Ⴀ業వ๫ 0.176 0.126 0.145

㈨ᮏῶ⪖ᘬᙜ 0.363 0.26 0.298

㛫᥋⛯（関⛯・輸入ရၟရ⛯を㝖ࡃ） 0.054 0.039 0.045

⢒௜ຍ౯್㒊㛛計 0.755 0.541 0.621

ᅜෆ⏕産㢠 1 1 1
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カーシェアリング業の場合、建物や自動車などの固定資産についての資本係数も必要となる。資

本係数はほぼレンタカー業と同じと考えられるが、産業連関表の資本係数行列にはレンタカー業

はなく、一般機械や建機などを含む物品賃貸サービス業があるのみである。そこで、次の手順で

資本係数を推定した。

①物品賃貸サービス業の資本財のうち、一般機械製品、電気機械・器具はレンタカー業以外のレ

ンタル・リース業が扱うものとみなす。

②繊維製品、家具、建物、商業、輸送など汎用サービス財は、乗用車と一般機械製品、電気機械・

器具からの投入額に応じて比例配分する。

　この結果、物品賃貸サービス業の資本財のうち、ソフトウェア、音声・映像、企業内研究開発

はレンタカー業から除かれた。また倉庫業や道路貨物輸送業はレンタカー業に比例配分される

こととなった。この想定の妥当性は、今後の検討課題となる。こうして得た資本係数推計値を表

8 に示す。EV はガソリン車よりも価格が高いため EV 導入には乗用車への投資割合も上昇する。

紀村 [3] は 44％高価になると推計した。このため、同じ 1 台の自動車でも投資額も構成も変化す

ることになる。

表 8　推計カーシェアリング業資本係数
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㈨。ࡿ࡞࡜ᚲせࡶ㈨ᮏಀᩘࡢ࡚࠸ࡘ࡟⏘ᅛᐃ㈨ࡢ࡝࡞㌴ື⮬ࡸ≀ᘓࠊሙྜࡢᴗࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ࣮࢝

ᮏಀᩘ࣮࢝ࢱࣥࣞࡰ࡯ࡣᴗࠊࡀࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡌྠ࡜⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ㈨ᮏಀᩘ⾜ิ࣮࢝ࢱࣥࣞࡣ࡟ᴗ

ᡭ㡰࡛ࡢḟࠊ࡛ࡇࡑ。ࡿ࠶࡛ࡳࡢࡿ࠶ࡀᴗࢫࣅ࣮ࢧရ㈤㈚≀ࡴྵࢆ࡝࡞ᘓᶵࡸᶵᲔ⯡୍ࠊࡃ࡞ࡣ

㈨ᮏಀᩘࢆ᥎ᐃࡓࡋ。

ձ ≀ရ㈤㈚ࢫࣅ࣮ࢧᴗࡢ㈨ᮏ㈈୍ࠊࡕ࠺ࡢ⯡ᶵᲔ〇ရࠊ㟁ẼᶵᲔ࣭ჾල࣮࢝ࢱࣥࣞࡣᴗ௨እࡢ

。ࡍ࡞ࡳ࡜ࡢࡶ࠺ᢅࡀᴗࢫ࣮࣭ࣜࣝࢱࣥࣞ

ղ ⧄⥔〇ရࠊᐙලࠊᘓ≀ၟࠊᴗࠊ㍺㏦࡝࡞ỗ⏝ࢫࣅ࣮ࢧ㈈ࠊࡣ஌⏝㌴୍࡜⯡ᶵᲔ〇ရࠊ㟁Ẽᶵ

Ე࣭ჾලࡢࡽ࠿ᢞධ㢠࡟ᛂ࡚ࡌẚ౛㓄ศࡿࡍ。

௻ᴗෆ◊✲㛤Ⓨࠊ㡢ኌ࣭ᫎീࠊ࢔࢙࢘ࢺࣇࢯࠊࡕ࠺ࡢ㈨ᮏ㈈ࡢᴗࢫࣅ࣮ࢧရ㈤㈚≀ࠊᯝ⤖ࡢࡇ

ࡇࡿࢀࡉẚ౛㓄ศ࡟ᴗ࣮࢝ࢱࣥࣞࡣ㐨㊰㈌≀㍺㏦ᴗࡸ಴ᗜᴗࡓࡲ。ࡓࢀ࠿㝖ࡽ࠿ᴗ࣮࢝ࢱࣥࣞࡣ

⾲ࢆ㈨ᮏಀᩘ᥎ィ್ࡓᚓ࡚ࡋ࠺ࡇ。ࡿ࡞࡜ウㄢ㢟᳨ࡢ௒ᚋࠊࡣጇᙜᛶࡢ᝿ᐃࡢࡇ。ࡓࡗ࡞࡜࡜ 8
ࡵࡓ࠸㧗ࡀ౯᱁ࡶࡾࡼ㌴ࣥࣜࢯ࢞ࡣEV。ࡍ♧࡟ EVᑟධࡣ࡟஌⏝㌴ࡢ࡬ᢞ㈨๭ྜࡿࡍ᪼ୖࡶ。⣖
ᮧ[2]ࡣ 44㸣㧗౯࡜ࡿ࡞࡟᥎ィࠊྠࡵࡓࡢࡇ。ࡓࡋ ࡌ ࡇࡿࡍኚ໬ࡶᵓᡂࡶᢞ㈨㢠ࡶ㌴࡛ື⮬ࡢ1ྎ
。ࡿ࡞࡟࡜

⾲ 8 ᥎計࢝ーࢢࣥࣜ࢔࢙ࢩ業㈨ᮏಀᩘ

⏘ᴗ㐃㛵⾲

ࢻ࣮ࢥ
㡯┠

䜹䞊䝅䜵䜰䝸䞁䜾ᴗ㈨

ᮏಀᩘ

152 ⾰᭹䞉䛭䛾௚䛾⧄⥔᪤〇ရ 0.00156

161 ᮌᮦ䞉ᮌ〇ရ 0.0001

162 ᐙල䞉⿦ഛရ 0.00739

351 ஌⏝㌴ 0.7759

411 建築 0.0368

412 建タ⿵ಟ 0.0008

511 ၟᴗ 0.1642

572 㐨㊰㍺㏦ 0.0108

574 Ỉ㐠 0.0005

576 ㈌≀฼⏝㐠㏦ 0.00078

577 ಴ᗜ 0.00105

合計 1

2.4 ஌用車㒊㛛のࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁ自動車(HEV)、㟁動自動車(EV)、ࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࣥ࢖ࢢࣛࣉ車

(PIHV)のᑟ入࡜タᐃ

HEVࠊEVࡢᑟධࡢ⏘⏕ࡢ࡚ࡋ࡜࣮ࣟࣇࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᙳ㡪࡚ࡋ࡜ࢡࢵࢺࢫࠊ࡜⇞ᩱᾘ㈝ࡸ㟁ຊ࡟
ཬࡍࡰᙳ㡪ࡢ୧㠃ࡽ࠿ホ౯ࡿࡍᚲせࡿ࠶ࡀ。

࡚࠸ࡘ࡟㌴୧౯᱁。ࡿࡍ᝿ᐃࢆ㉮⾜≉ᛶࡢEVࠊPIHVࠊHVࠊ㌴(ICE)2㸧ࣥࢪ࢚ࣥࣥࣜࢯ࢞ࠊࡎࡲ
⾲࡚ࡋ࠺ࡇ。ࡿ࠸⏝ࢆホ౯ࡢLCS[12]ࠊࡣᖺ㛫㉮⾜㊥㞳。࠺ᚑ࡟⣖ᮧ[2]ࡣ ᆅᇦࠊ࡛ࡇࡇ。ࡓᚓࢆ9
。ࡿ࠸࡚ࡋ᝿ᐃ࡟ࡓ᪂ࢆ㌴(CEV)ࢱ࣮࣑ࣗࢥ㟁ືᑠᆺࡿ࠶ࡢᛶ⬟ྍ࡚ࡋ࡜㊥㞳⛣ືᡭẁ▷ࡢ

2㸧 ICEࡣෆ⇞ᶵ㛵㌴ࣥࢪ࢚ࣥࣝࢮ࣮࢕ࢹ࡛ࡢ࡞㌴ࠊࡀࡴྵࡶ᪥ᮏࡢ஌⏝㌴࡛࡝ࢇ࡜࡯ࡣ↓ど࡛ࡿࡁつᶍ࡛ࡿ࠶。

2.4 乗用車部門のハイブリッド自動車（HEV）、電動自動車（EV）、プラグインハイブリッド車

（PIHV）の導入と設定

HEV、EV の導入については、フローとしての生産の影響と、ストックとして燃料消費や電力

に及ぼす影響の両面から評価する必要がある。

　まず、ガソリンエンジン車（ICE）2）、HV、PIHV、EV の走行特性を想定する。車両価格につい

2）ICE は内燃機関車なのでディーゼルエンジン車も含むが、日本の乗用車ではほとんど無視できる規模で

ある。
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ては紀村 [3] に従う。年間走行距離は、LCS[12] の評価を用いる。こうして表 9 を得た。ここで、

地域の短距離移動手段として可能性のある電動小型コミュータ車（CEV）を新たに想定している。

　なお、プラグインハイブリッド車の燃料消費を設定するには、エンジン走行モード（HV モード）

と電動走行モード（EV モード）で分ける必要があり、単純ではない。ここでは、以下のように

して与えた。

表 9　各種新型自動車の燃費特性と価格（車両価格は [3] による）
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⾲ 9 ྛ✀᪂ᆺ自動車の⇞費≉ᛶ࡜౯᱁ (車୧౯᱁は[2]にࡼる)

ガࣥࣜࢯᾘ費㔞

(L/年)
㟁ຊᾘ費

(kWh/年) ᨭฟ(෇) ⇞費
車୧౯᱁

(୓෇/ྎ)
ICE 438 0 52,615 13 km/L 144

HV 190 0 22,800 30 km/L 170

PIHV 146 190 23,180 30 km/L+7km/kWh 202

EV 0 814 24,429 7 km/kWh 207

CEV 0 570 17,100 10km/kWh 134

(ࢻHV࣮ࣔ)ࢻ࣮ࣔ⾜㉮ࣥࢪ࢚ࣥࠊࡣ࡟ࡿࡍタᐃࢆ㈝ᩱᾘ⇞ࡢ㌴ࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࣥ࢖ࢢࣛࣉࠊ࠾࡞
࡚ࡋ࡟࠺ࡼࡢ௨ୗࠊࡣ࡛ࡇࡇ。࠸࡞ࡣ༢⣧࡛ࠊࡾ࠶ࡀᚲせࡿࡅศ࡛(ࢻEV࣮ࣔ)ࢻ࣮ࣔ⾜㟁ື㉮࡜
୚ࡓ࠼。

PIHVࡢ EV࣮ࣔࡢ࡛ࢻ㉮⾜㊥㞳ࢆ‶඘㟁 35kmࡿࡍ࡜。᳃௚ࡀ୚ࡓ࠼⮬ື㌴฼⏝ࡢ Webㄪᰝ
㉮⾜㊥㞳ࡽ࠿ศᕸ㛵ᩘࡢࡇ࡛ࡇࡑ。ࡿ࠸࡚࠼୚࡟ู┴ࢆ㉮⾜㊥㞳ศᕸࠊࡣ࡛ [13] 35km௨ୖࡢHV
ᖹ᪥ࡣ඲ᅜᖹᆒ࡛ࠊ࡜ࡿྲྀࢆ㉮⾜㊥㞳ᮇᚅ್ࡢ㡿ᇦࢻ࣮ࣔ 17.0kmࠊఇ᪥ 20.3km35。ࡓࡗ࡞࡜km
௨ୗࡢ EV࣮ࣔࢻ㡿ᇦࡢᮇᚅ್ࡣᖹ᪥ 5.2kmࠊఇ᪥ 6.2km࡛ࠊ࡛ࡇࡇ。ࡓࡗ࠶HEV࣮ࣔࡢࢻ⇞㈝
ࢆ 30km/LࠊBEV ࢆ㈝㟁ࡢࢻ࣮ࣔ 7km/kWh ㈝ᾘࣥࣜࢯ࢞ࠊࡣᖺ㛫ᖹᆒ࡛ࠊ࡜ࡿࡍ࡜ 146L/ᖺ
+190kWh/ᖺࢆᚓࡓ。
㌴୧౯᱁ࡣ⣖ᮧ[3]࡟ᚑ࠸ ICE㸸144୓෇㸦⏕⏘⪅౯᱁㸧ࠊPHV㌴㸸202୓෇100ࠊ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࡋ࡜
୓෇ᙜࡢࡾࡓ ICE㌴ࡢ PHV㌴ࡁ⨨ࡢ࡬᥮ࠊࡣ࡛࠼ձᾘ㈝ࡀ 40୓෇ቑຍࠊղࣥࣜࢯ࢞㸦౯᱁ 120
෇/L㸧ᾘ㈝ࡀ 36,470෇పୗࠊճ㟁ຊᾘ㈝㸦౯᱁ 30෇/kWh㸧ࡀ 8,520෇㏣ຍࡿ࡞࡜。
࡟㟁ຊᾘ㈝ኚ໬ࡧࡼ࠾㈝ᾘࣥࣜࢯ࢞ࠊᾘ㈝㢠ࡍࡰཬࡀኚ໬࢔࢙ࢩᩘྎࡢ஌⏝㌴ࠊ࡟࡜ࡶࢆࢀࡇ

。ࡿࡁホ౯࡛ࢆᙳ㡪ࡍࡽࡓࡶ

⏕⏘ẁ㝵ࡢᢞධಀᩘࠊ࡚࠸ࡘ࡟⣖ᮧ[3]ࡣ⾲ ᅾ᮶。ࡓࡋ࡜‽ᇶࢆࢀࡇࠊࡾ࠾࡚࠼୚ࢆࢱ࣮ࢹࡢ9
㌴ࡢ࡜ẚ㍑ࡵࡓࡢ㸪᥎ィᢞධಀᩘࢆ௜⾲ ㌴㔜࡚ࡋ࡜࢜ࣜࢼࢩࡣ࡛ࡇࡇ。ࡍ♧࡟1 600kg๓ᚋ࣑ࡢ
ࢽ EV(CEV)ࢆຍࠊ࣓ࡣࢀࡇ。ࡿ࠶࡚࠼ ࡽ࠿ᇶ‽ᑠᆺ㌴ࢆᬑ㏻㗰㗰ᖏ࡜㗰㗰ᯈ࢟ࢵ 70㸣ῶ࡯ࡢࡑࠊ
ࢆ㗰ᯈ࠿ 50㸣ῶྠ࡚ࡋ࡜㔞ࢆẚ㔜 ࡣ㈝㟁。ࡿ࠶㌴୧࡛ࡓࡋ᝿ᐃ࡜ࡿࡍ᥮⨨࡛ࢡࢵࢳࢫࣛࣉࡢ1.2
EVࡢ 7km/kWh࡟ᑐࡋ 10km/kWh࡟ࢀࡇࡶ࣮ࣜࢸࢵࣂ。ࡓࡋ࡜క࠸ᑠᆺ໬ࡿ࠸࡚ࡋ。
ḟࠊ࡟⮬ື㌴ࡢ࡚ࡋ࡜ࢡࢵࢺࢫ⇞ᩱᾘ㈝ࡢ࡬ᙳ㡪ࢆホ౯ࡿࡍ。᪂ᆺ⮬ື㌴ࡢ஌⏝㌴᪂㌴㈍኎࡟

༨࢔࢙ࢩࡿࡵண ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᵝ࡞ࠎண ࢢࢢࣥ࢕ࢸࣝࢧࣥࢥࣥࢺࢫ࣎ࠊࡣ࡛ࡇࡇࠊࡀࡿ࠺ࡾ࠶ࡀ

ࡀࣉ࣮ࣝ 2020ᖺ 1᭶[14]ࡓࡗ⾜ࢆࢫ࣮ࣜࣜࢫࣞࣉ࡟ ᅗ 。ࡿࡍホ౯࡟ඖࢆ ணࡢ9

PIHVのEVモードでの走行距離を満充電35 kmとする。森他が与えた自動車利用のWeb調査 [13]
では、走行距離分布を県別に与えている。そこでこの分布関数から走行距離 35 km 以上の HV モー

ド領域の走行距離期待値を取ると、全国平均では平日 17.0 km、休日 20.3 km となった。35 km 以

下の EV モード領域の期待値は平日 5.2 km、休日 6.2 km であった。ここで、HEV モードの燃費

を 30 km/L、BEV モードの電費を 7 km/kWh とすると、年間平均では、ガソリン消費 146 L/年
+190 kWh/年を得た。

　車両価格は紀村 [3] に従い ICE：144 万円（生産者価格）、PHV 車：202 万円としているので、

100 万円当たりの ICE 車の PHV 車への置き換えでは、①消費が 40 万円増加、②ガソリン（価格

120 円 /L）消費が 36,470 円低下、③電力消費（価格 30 円 /kWh）が 8,520 円追加となる。

　これをもとに、乗用車の台数シェア変化が及ぼす消費額、ガソリン消費および電力消費変化に

もたらす影響を評価できる。

　生産段階の投入係数について、紀村 [3] は表 9 のデータを与えており、これを基準とした。在

来車との比較のため，推計投入係数を付表 1 に示す。ここではシナリオとして車重 600 kg 前後の

ミニ EV（CEV）を加えてある。これは、メッキ鋼鋼板と普通鋼鋼帯を基準小型車から 70％減、

そのほか鋼板を 50％減として同量を比重 1.2 のプラスチックで置換すると想定した車両である。

電費は EV の 7 km/kWh に対し 10 km/kWh とした。バッテリーもこれに伴い小型化している。

　次に、自動車ストックとしての燃料消費への影響を評価する。新型自動車の乗用車新車販売に

占めるシェア予測については様々な予測がありうるが、ここでは、ボストンコンサルティンググ

ループが 2020 年 1 月にプレスリリースを行った [14] 図 9 の予測を元に評価する。
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　ここでは、2030 年までの乗用車保有台数は、20 ～ 74 歳人口（潜在的免許保有人口と仮定）に

比例した 2017 年の 90％に減少するものと想定した。この値は現在の自動車ストックの年残存率

を 90％とし、新車販売が年率 0.8％ずつ低下するとすれば、ほぼ再現される。保有台数の 90％へ

の減少は [9] とも整合するものであるが、実際には、複数台所有の世帯も、免許を取得しない人

口も増加しているので、将来の保有台数には不確実性が高い。

　こうして得た将来の新型車両車種別ストックは図 10 のようになる。この想定に表 9 の燃料消

費を仮定することで、将来時点の基準燃料消費量を与えることができる。この図では、2030 年で

もなお従来型のエンジン自動車のストックが 64％を占めている。これは、図 9 のように新車販売

シェアでも従来型のエンジン自動車が約半数を占めていることと、人口減少に伴う保有台数の減

少傾向のため新車への置き換えペースが低下していることが理由である。このように、ボストン

コンサルティンググループの予測は保守的なものであり、必ずしもゼロエミッション社会への道

を描こうとするものではない。輸送部門のゼロエミッション化のためには、より強く新型車両へ

の置き換えを加速するシナリオ構築の必要があることが分かる。

図 9　ボストンコンサルティンググループによる新型自動車の販売シェア予測（ [14] から作成）

* MHEV はマイルドハイブリッド自動車
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2.5 貨物自動車の設定

　貨物自動車の現状と将来の消費については、乗用車に比べると手段が限られる。まず、現状の

燃料消費と産業連関表の数値を示す。2017 年の総合エネルギー統計 [15] によれば、貨物自動車

の石油製品消費は 1,244,615 TJ （2015 年は 1,275,732 TJ）、金額としては産業連関表から 4,241,332
（2015 年生産者価格百万円）とある。この中には、軽トラック、小型トラック、普通トラック（現

在は中型、大型）のほか、バスや特殊車が含まれる。各種貨物自動車の燃費については、国土交

通省 [16] がメーカー別・各車種ごとの燃費を出している。おおざっぱには、普通トラック 8 km/L、
小型トラック 12 km/L、軽トラック 18 km/L である。

　また、軽トラックの年間走行距離は、国土交通省 自動車の 2004 年使用実態 [17] によれば、年

間 8,207 km とある。同国土交通省調査は、8 t 未満の貨物車の 38,627 km/年（自家用貨物では

14,325km）、8 t 以上の普通トラックの 67,771 km/年を示している。これを用いて燃料消費を計算

すると 1,331,478 TJ となり、表 10 のようにまとめられる。総合エネルギー統計の数値とはほぼ整

合しているといえる。
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図 10　推計した種類別乗用車の保有台数推移

表 10　貨物自動車の保有台数、走行距離、燃費等の概要
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　乗用車と同様の動力源の変化を検討する。EV 化シナリオを与える際のバッテリー容量の設定

では、車両総重量が基準となる。軽トラックは積載重量 350 kg 乗車人数は 55 kg × 2 となるので、

1,160 kg となる。小型トラック、中型トラックは車両総重量 5 t および 11 t が上限である。大型、

大型特殊はこのような上限がない。

　トラックの新技術としては、エンジン単体の改良のほか、EV、HEV、FCV がある。しかし奥井、

新国 [18] は、ハイブリッド化では「改善は 10％に満たず、アイドルストップを頻繁に行う場合、

市街地での燃費改善は見られない」、としており乗用車との違いを指摘している。

　貨物用途への EV 導入では、航続距離が問題になる。表 10 から、軽貨物自動車では年間 300
日稼働するとして約 30 km/Day なので現在の EV でも対応可能であり、乗用車とほぼ同様の導入

効果が期待できる。小型トラックでは 130 km/Day なので、重量増を考えると乗用車よりもバッ

テリーの大幅な大容量化が必要となろう。2030 年では PIHV が現実性のある手段と思われる。さ

らに普通トラックの EV 化は走行距離と重量の増加から、道路からの給電など手段を取り入れな

い限り容易ではないことが分かる。

　これらから、2030 年、2040 年まででは、

①中型以上での貨物輸送の消費改善は基本が ICE 車の効率改善である。

②小型貨物車では PIHV が現実的な解となろう。

③軽貨物車は、都市近郊での自動運転を見越し EV 化の可能性がある。

が、現実的なシナリオに思われる。この仮定は、バスにも同様に適用できる。

ここでは、2030 年の貨物自動車のストックに以下表 11 のシナリオを想定した。

表 11　貨物自動車の将来シナリオの想定
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1,160kgࡿ࡞࡜。ᑠᆺࠊࢡࢵࣛࢺ୰ᆺࡣࢡࢵࣛࢺ㌴୧⥲㔜㔞 5tࡧࡼ࠾ 11tୖࡀ㝈࡛ࡿ࠶。኱ᆺࠊ኱
ᆺ≉Ṧୖ࡞࠺ࡼࡢࡇࡣ㝈࠸࡞ࡀ。

ࠊዟ஭ࡋ࠿ࡋ。ࡿ࠶ࡀFCVࠊHEVࠊEVࠊ࠿࡯ࡢᨵⰋࡢ༢యࣥࢪ࢚ࣥࠊࡣ࡚ࡋ࡜⾡᪂ᢏࡢࢡࢵࣛࢺ
᪂ᅜ[18]ࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࠊࡣ໬࡛ࠕࡣᨵၿࡣ 10㸣ࢆࣉࢵࢺࢫࣝࢻ࢖࢔ࠊࡎࡓ‶࡟㢖⦾࠺⾜࡟ሙྜࠊ
ᕷ⾤ᆅ࡛ࡢ⇞㈝ᨵၿࡣぢ࠸࡞ࢀࡽ 。ࡿ࠸࡚ࡋᣦ᦬ࢆ࠸㐪ࡢ࡜஌⏝㌴ࡾ࠾࡚ࡋ࡜ࠊࠖ

㈌≀⏝㏵ࡢ࡬ EVᑟධ࡛ࠊࡣ⯟⥆㊥㞳ࡀၥ㢟ࡿ࡞࡟。⾲ ᖺ㛫ࡣ㍍㈌≀⮬ື㌴࡛ࠊࡽ࠿10 300᪥
✌ാ࡚ࡋ࡜ࡿࡍ⣙ 30km/Day࡛ࡢ࡞⌧ᅾࡢ EV࡛ࡶᑐᛂྍ⬟࡛ࠊࡾ࠶஌⏝㌴ྠࡰ࡯࡜ᵝࡢᑟධຠ
ᯝࡀᮇᚅ࡛ࡿࡁ。ᑠᆺࡣ࡛ࢡࢵࣛࢺ 130km/Dayࠊ࡛ࡢ࡞㔜㔞ቑ࡜ࡿ࠼⪄ࢆ஌⏝㌴ࣜࢸࢵࣂࡶࡾࡼ
ࡣ2030ᖺ࡛。࠺ࢁ࡞࡜ᚲせࡀ኱ᐜ㔞໬࡞኱ᖜࡢ࣮ PIHVࡀ⌧ᐇᛶࡿ࠶ࡢᡭẁ࡜ᛮ࡟ࡽࡉ。ࡿࢀࢃ
ᬑ㏻ࡢࢡࢵࣛࢺ EV ໬ࡣ㉮⾜㊥㞳࡜㔜㔞ࡢቑຍࠊࡽ࠿㐨㊰ࡢࡽ࠿⤥㟁࡝࡞ᡭẁࡾྲྀࢆධ࠸࡞ࢀ㝈
。ࡿ࠿ศࡀ࡜ࡇ࠸࡞ࡣᐜ࡛᫆ࡾ

ࠊࡣ࡛࡛ࡲ2040ᖺࠊ2030ᖺࠊࡽ࠿ࡽࢀࡇ
ձ ୰ᆺ௨ୖ࡛ࡢ㈌≀㍺㏦ࡢᾘ㈝ᨵၿࡣᇶᮏࡀ ICE㌴ࡢຠ⋡ᨵၿ࡛ࡿ࠶。
ղ ᑠᆺ㈌≀㌴࡛ࡣ PIHVࡀ⌧ᐇⓗ࡞ゎ࠺ࢁ࡞࡜。
ճ ㍍㈌≀㌴ࠊࡣ㒔ᕷ㏆㑹࡛ࡢ⮬ື㐠㌿ࢆぢ㉺ࡋ EV໬ྍࡢ⬟ᛶࡿ࠶ࡀ。
。ࡿࡁ࡛⏝㐺࡟ᵝྠࡶ࡟ࢫࣂࠊࡣ௬ᐃࡢࡇ。ࡿࢀࢃᛮ࡟࢜ࣜࢼࢩ࡞ᐇⓗ⌧ࠊࡀ

⾲௨ୗ࡟ࢡࢵࢺࢫࡢ㈌≀⮬ື㌴ࡢ2030ᖺࠊࡣ࡛ࡇࡇ 。ࡓࡋ᝿ᐃࢆ࢜ࣜࢼࢩࡢ11

⾲ 11 ㈌≀自動車のᑗ᮶࢜ࣜࢼࢩの᝿ᐃ

࢜ࣜࢼࢩ ᨭฟ࣋ース ⇞ᩱᾘ費計 ⇞ᩱᾘ費㢠 㟁ຊᾘ費㢠

࢔࢙ࢩ ⇞費変化 㟁ຊቑຍ⋡ (ML) (ⓒ୓෇) (ⓒ୓෇)

ᬑ㏻ ICE 1 0.9 0.0% 17,839 2,100,556 0

ᑠᆺ ICE 0.9 0.9 0.0% 9,186 1,081,632 0

PIHV 0.1 0.33 43.3% 374 44,066 57,865

㍍ ICE 0.8 0.9 0.0% 2,764 325,456 0

EV 0.2 0 185.7% 0 0 167,894

合計 30,164 3,551,711 225,759

⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ㐨㊰㍺㏦㒊㛛ࠊ࡚࠸ࡘ࡟▼Ἔ〇ရୖࢆグ㔠㢠ࡁ⨨࡟᥮ࠊ࠼㟁ຊࡢᢞධ㢠ୖ࡟グࢆ

ຍ⟬ࠊ࡛࡜ࡇࡿࡍ᪂ࢆ࢜ࣜࢼࢩ࠸ࡋᚓࡿ。

㌴୧〇㐀᫬ࡢᢞධಀᩘኚ໬ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟⏘ᴗ㐃㛵⾲ࢡ࣭ࢵࣛࢺ352101ࠕࡢ ࢫ࣭ࣂ ௚⮬ື㌴ࠖࡢࡑ

࡟ᢞධಀᩘࡢ PIHV, EV 〇㐀ࡢኚ໬ࢆ୚࡛࡜ࡇࡿ࠼᥎ィࠊࡋࡔࡓ。࠺⾜ࢆ㍍㈌≀㌴ࡢ࠿࡯ࡣ㈌≀
⮬ື㌴ࡣ࡜㔜㔞ࡀ኱ࠊ࡛ࡢࡿ࡞␗ࡃࡁ஌⏝㌴ࡢ EVࡢᢞධಀᩘࡿࡍ࡜࡜ࡇࡿ࠸⏝ࢆ。

PIHVࡢᢞධಀᩘࠊࡣ㌴୧౯᱁ⓒ୓෇ᙜࠊࡣ࡛ࡾࡓPIHV໬ࡢ㏣ຍ㈝⏝ࡀ஌⏝㌴ࠊ㈌≀㌴࡛ྠࡶ
㢠ࡢࡑ࣭ࢫࣂ࣭ࢡࢵࣛࢺ352101ࠕࠊ࠼⪄࡜௚⮬ື㌴ࠖࡢᢞධಀᩘࠕ࡟஌⏝㌴ࡢ PIHVࡢ ICE㌴࠿
。ࡓࡗ⾜ࢆ᥎ィ࡛࡜ࡇࡿࡍࡏ஌ୖࢆ㏣ຍᕪ㢠ࠖࡢࡽ

㌴✀ࡢᖹᆒᢞධಀᩘࠊࡣ㌴✀㛫ࡢ㔜ࡣ࡟ࡅ࡙ࡳᇶ‽ࡿ࡞࡜౯᱁ࡀぢᙜࠊࡵࡓ࠸࡞ࡽࡓ㌴୧⥲㔜

㔞×㌴୧ྎᩘࡿࡍ࡜࡜ࡇࡿ࠸⏝ࢆ。᪂㌴㈍኎ྎᩘࠊ࡚࠸ࡘ࡟ᑠᆺ PIHVࢆ࢔࢙ࢩ 20㸣ࠊ㍍⮬ື㌴

　産業連関表の道路輸送部門について、石油製品を上記金額に置き換え、電力の投入額に上記を

加算することで、新しいシナリオを得る。

　車両製造時の投入係数変化については、産業連関表の「352101 トラック・バス・その他自動車」

の投入係数に PIHV, EV 製造の変化を与えることで推計を行う。ただし、軽貨物車はほかの貨物

自動車とは重量が大きく異なるので、乗用車の EV の投入係数を用いることとする。

PIHV の投入係数は、車両価格百万円当たりでは、PIHV 化の追加費用が乗用車、貨物車でも同

額と考え、「352101 トラック・バス・その他自動車」の投入係数に「乗用車の PIHV の ICE 車か

らの追加差額」を上乗せすることで推計を行った。

　車種の平均投入係数は、車種間の重みづけには基準となる価格が見当たらないため、車両総重

量×車両台数を用いることとする。新車販売台数について、小型 PIHV シェアを 20％、軽自動車

EV シェアを 40％とした。これにより「そのほか自動車産業」の投入係数を与えられる。
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　変化が多岐にわたるため推計された投入額と投入係数を付表 2 に示す。道路輸送業としては、

表 11 に従い新型自動車の導入に応じて石油製品と電力消費のみが変化する。

2.6 住宅部門の ZEH/ZEH-M 化の設定

LCS 政策提案書 [12] にあるよう、年間で外部からのエネルギー投入をネットで 0 とする建物の

ZEH/ZEB 化の寄与は大きいが、現実には新規戸建て住宅の ZEH 化のみが先行しており、かつ新

築建物の 11％程度とされている。自動車と同様、新築住宅建築の投入係数と、住宅ストックのエ

ネルギー消費に着目する。

　まず、住宅ストック需要は、基本的に戸数は世帯で、床面積は人口で決まると考えられる。富

国生命レポート [19] は、「総住宅数はほぼ世帯数に収束しつつある。」としている。しかし人口問

題研究所 [20] によれば、表 12 にあるよう 2030 年までは世帯数はほぼ横ばいで「そのほか」の多

世代世帯が減り、単身世帯が増える傾向がうかがえるが、2030 年までは明確な傾向は見られない。

表 12　人口問題研究所による将来の年齢別人口と世帯構成 [20]
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EVࢆ࢔࢙ࢩ 40㸣࠿࡯ࡢࡑࠕࡾࡼ࡟ࢀࡇ。ࡓࡋ࡜⮬ື㌴⏘ᴗࠖࡢᢞධಀᩘࢆ୚ࡿࢀࡽ࠼。
ኚ໬ࡀከᒱࡵࡓࡿࡓࢃ࡟᥎ィࡓࢀࡉᢞධ㢠࡜ᢞධಀᩘࢆ௜⾲ ࠊࡣ࡚ࡋ࡜㐨㊰㍺㏦ᴗ。ࡍ♧࡟2
⾲ 。ࡿࡍኚ໬ࡀࡳࡢ㈝㟁ຊᾘ࡜Ἔ〇ရ▼࡚ࡌᛂ࡟ᑟධࡢ᪂ᆺ⮬ື㌴࠸ᚑ࡟11

2.6 ఫᏯ㒊㛛の ZEH/ZEH-M 化のタᐃ

LCS ᨻ⟇ᥦ᱌᭩[12]ࠊ࠺ࡼࡿ࠶࡟ᖺ㛫࡛እ㒊࣮ࢠࣝࢿ࢚ࡢࡽ࠿ᢞධ࡛ࢺࢵࢿࢆ 0 ࡢ≀ᘓࡿࡍ࡜
ZEH/ZEB໬ࡢᐤ୚ࡣ኱ࠊࡀ࠸ࡁ⌧ᐇࡣ࡟᪂つᡞᘓ࡚ఫᏯࡢ ZEH໬ࡀࡳࡢඛ⾜ࡘ࠿ࠊࡾ࠾࡚ࡋ᪂
⠏ᘓ≀ࡢ 11㸣⛬ᗘࡿ࠸࡚ࢀࡉ࡜。⮬ື㌴ྠ࡜ᵝࠊ᪂⠏ఫᏯᘓ⠏ࡢᢞධಀᩘࠊ࡜ఫᏯ࢚ࡢࢡࢵࢺࢫ
。ࡿࡍ┠╔࡟㈝ᾘ࣮ࢠࣝࢿ

ᐩ。ࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡿࡲேཱྀ࡛Ỵࡣ✚ᗋ㠃ࠊୡᖏ࡛ࡣᡞᩘ࡟ᇶᮏⓗࠊࡣ㟂せࢡࢵࢺࢫఫᏯࠊࡎࡲ

ᅜ⏕࿨ࣞࠕࠊࡣ[19]ࢺ࣮࣏⥲ఫᏯᩘࡰ࡯ࡣୡᖏᩘ࡟཰᮰ࡋ࠿ࡋ。ࡿ࠸࡚ࡋ࡜ࠖ。ࡿ࠶ࡘࡘࡋேཱྀၥ㢟
◊✲ᡤ[20]ࠊࡤࢀࡼ࡟⾲ 12 ࠺ࡼࡿ࠶࡟ 2030 ᖺࡣ࡛ࡲୡᖏᩘࡰ࡯ࡣᶓࡢࠖ࠿࡯ࡢࡑࠕ࡛࠸ࡤከୡ
௦ୡᖏࡀῶࠊࡾ༢㌟ୡᖏࡀቑࡿ࠼ഴྥ2030ࠊࡀࡿ࠼ࡀ࠿࠺ࡀ ᖺࡣ࡛ࡲ᫂☜࡞ഴྥࡣぢ࠸࡞ࢀࡽ。

⾲ 12 人ཱྀၥ㢟◊✲所にࡼるᑗ᮶の年㱋ู人ཱྀ࡜ୡᖏ構ᡂ[20]

༓人 ඲人ཱྀ 0-19 ᡯ 20-64 ᡯ 65-74 ᡯ 75 ᡯ௨ୖ 20-74 ᡯ人ཱྀ 20-74 ᡯᣦᩘ

2015 127,095 22,000 71,227 17,546 16,322 88,773 100.00%

2018 126,177 21,289 69,282 17,608 17,999 86,890 97.90%

2030 119,125 18,249 63,716 14,275 22,884 77,991 87.90%

2040 110,919 16,287 55,426 16,814 22,392 72,240 81.40%

2050 101,923 14,787 48,730 14,235 24,170 62,965 70.90%

2030/2015 94% 83% 89% 81% 140% 88% 88%

2040/2015 87% 74% 78% 96% 137% 81% 81%

2050/2015 80% 67% 68% 81% 148% 71% 71%

༓ୡᖏ ⥲ᩘ ༢㌟ ᰾ᐙ᪘⥲ᩘ ኵ፬のࡳ ኵ፬㸩Ꮚ Ꮚ࡜ぶࡾ࡜ࡦ その࡯か

2015 年 53,332 18,418 29,870 10,758 14,342 4,770 5,044

2020 年 54,107 19,342 30,254 11,101 14,134 5,020 4,510

2030 年 53,484 20,254 29,397 11,138 13,118 5,141 3,833

2040 年 48,826 16,810 27,106 10,857 11,895 4,353 4,910

ḟࠊ࡟᪂⠏ఫᏯ㠃✚࡛ࠊࡀࡿ࠶ᅜᅵ஺㏻┬ᘓ⠏╔ᕤ⤫ィㄪᰝఫᏯ╔ᕤ⤫ィ[21]ࡣ 1988ᖺ௨㝆ࡢ
ఫᏯ᪂つ௳ᩘཬࡧᗋ㠃✚ࡢ᫬⣔ิࢆࢱ࣮ࢹᥦ౪ࡿࡍ。ᕤἲู᥎⛣ࡣᅗ 。ࡿ࡞࡟࠺ࡼࡢ11
　次に、新築住宅面積であるが、国土交通省建築着工統計調査住宅着工統計 [21] は 1988 年以降

の住宅新規件数および床面積の時系列データを提供する。工法別推移は図 11 のようになる。
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　長期的な低下トレンドが見られるので、新築床面積を年齢別人口の間の両対数回帰をとり関係

を見ると、表 13 のように全人口に対しては有意な関係が見られないものの、5 ～ 59 歳人口との

相関は明らかに高い。
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ᅗ 11 ᕤἲู᪂⠏ఫᏯᗋ㠃✚の᥎⛣ [21]

㛗ᮇⓗ࡞పୗࡀࢻࣥࣞࢺぢࠊ࡛ࡢࡿࢀࡽ᪂⠏ᗋ㠃✚ࢆᖺ㱋ูேཱྀࡢ㛫ࡢ୧ᑐᩘᅇᖐࡾ࡜ࢆ㛵ಀ

⾲ࠊ࡜ࡿぢࢆ ┦ࡢ࡜5㹼59ṓேཱྀࠊࡢࡢࡶ࠸࡞ࢀࡽぢࡀ㛵ಀ࡞᭷ពࡣ࡚ࡋᑐ࡟඲ேཱྀ࡟࠺ࡼࡢ13
㛵ࡣ᫂࡟࠿ࡽ㧗࠸。

⾲ 13 ᪂⠏ఫᏯᗋ㠃✚࡜年㱋ࣛࢡスู人ཱྀ࡜の関ಀ(ୗẁは┦関ಀᩘ)

⥲人ཱྀ 40-64 30-64 20-64 15-64 10-64 5-64 0-64 5-59 5-54

-0.390 0.550 0.262 0.816 0.884 0.894 0.895 0.895 0.924 0.905

ࡣᅇᖐᘧࡢ᫬ࡢࡇ

ln(ᘏ࡭᪂⠏ᗋ㠃✚)= -38.3 + 3.10*ln(5-59ᡯேཱྀ) (1)
(12.6)

R2=0.85

ࡿࡍ⏝㐺ࢆᘧࡢࡇࠊࡀࡿࢀࢃᛮ࡟࠺ࡼࡿ࠶㐣ᩄ࡛ࡸࡸ࡟ேཱྀኚ໬ࠊࡢࡢࡶ࠸㧗ࡣ㐺ྜᗘ。ࡿ࡞࡜

ࡢ2030ᖺࠊࡣ࡛ ᑗ᮶ணࡢேཱྀၥ㢟◊✲ᡤࠊ࡜ 5㹼59ᡯேཱྀ2018ࠊࡣᖺࡢ 76,506༓ேࡽ࠿ 69,458
༓ே2050ࠊ࡟ᖺ࡛ࡣ 53,934༓ேࠊࡵࡓࡿ࡞࡜᪂つఫᏯ㟂せࡣ 2018ᖺࡢ 74,876(༓ m2)ࡽ࠿ 2030
ᖺ࡟ 53,790(༓m2)2050ࠊᖺ࡛ࡣ 24,528(༓m2)࡟పୗࡿ࡞࡟࡜ࡇࡿࡍ。
ࡢ2019ᖺᗘࠕࡀᩘ௳᪂つ╔ᕤࠊࡣ[22]ࢺ࣮࣏ࣞ◊⥲㔝ᮧࠊࡋᑐ࡟ࢀࡇ 88୓ᡞࡽ࠿ 2030ᖺᗘ࡟
ࡣ 63୓ᡞ2040ࠊᖺᗘࡣ࡟ 41୓ᡞ࡟ῶᑡࡿࡍぢ㎸ࡿ࠸࡚ࡋ࡜ࠖࡳ。ẚ㍑ࢆ⾲ ⪅୧ࠊࡀࡍ♧࡟14
。ࡿ࠸࡚ࡋ⮴୍ࡰ࡯࡛ࡲ2040ᖺࠊࡣ⋠పୗࡢ
௨ୖࠊ࡟࠺ࡼࡢఫᏯࡣᑑ࿨ࡀ 40㹼60ᖺ㸦᪂⠏ᚋ༙ῶࡢ࡛ࡲ᫬㛫㸧࡛ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ேཱྀῶᑡ᫬ࡣ࡟
᪂⠏㟂せ࡟ᙳ㡪ࡀᙉࡣ࡜ࡇࡿࢀ⌧ࡃ㑊࡚ࡋ࠺ࡇ。࠸࡞ࢀࡽࡅఫᏯࡣࢡࢵࢺࢫ 2030 ᖺࡰ࡯࡛ࡲᶓ
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図 11　工法別新築住宅床面積の推移 [21]

表 13　新築住宅床面積と年齢クラス別人口との関係（下段は相関係数）
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ᅗ 11 ᕤἲู᪂⠏ఫᏯᗋ㠃✚の᥎⛣ [21]

㛗ᮇⓗ࡞పୗࡀࢻࣥࣞࢺぢࠊ࡛ࡢࡿࢀࡽ᪂⠏ᗋ㠃✚ࢆᖺ㱋ูேཱྀࡢ㛫ࡢ୧ᑐᩘᅇᖐࡾ࡜ࢆ㛵ಀ

⾲ࠊ࡜ࡿぢࢆ ┦ࡢ࡜5㹼59ṓேཱྀࠊࡢࡢࡶ࠸࡞ࢀࡽぢࡀ㛵ಀ࡞᭷ពࡣ࡚ࡋᑐ࡟඲ேཱྀ࡟࠺ࡼࡢ13
㛵ࡣ᫂࡟࠿ࡽ㧗࠸。

⾲ 13 ᪂⠏ఫᏯᗋ㠃✚࡜年㱋ࣛࢡスู人ཱྀ࡜の関ಀ(ୗẁは┦関ಀᩘ)

⥲人ཱྀ 40-64 30-64 20-64 15-64 10-64 5-64 0-64 5-59 5-54

-0.390 0.550 0.262 0.816 0.884 0.894 0.895 0.895 0.924 0.905

ࡣᅇᖐᘧࡢ᫬ࡢࡇ

ln(ᘏ࡭᪂⠏ᗋ㠃✚)= -38.3 + 3.10*ln(5-59ᡯேཱྀ) (1)
(12.6)

R2=0.85

ࡿࡍ⏝㐺ࢆᘧࡢࡇࠊࡀࡿࢀࢃᛮ࡟࠺ࡼࡿ࠶㐣ᩄ࡛ࡸࡸ࡟ேཱྀኚ໬ࠊࡢࡢࡶ࠸㧗ࡣ㐺ྜᗘ。ࡿ࡞࡜

ࡢ2030ᖺࠊࡣ࡛ ᑗ᮶ணࡢேཱྀၥ㢟◊✲ᡤࠊ࡜ 5㹼59ᡯேཱྀ2018ࠊࡣᖺࡢ 76,506༓ேࡽ࠿ 69,458
༓ே2050ࠊ࡟ᖺ࡛ࡣ 53,934༓ேࠊࡵࡓࡿ࡞࡜᪂つఫᏯ㟂せࡣ 2018ᖺࡢ 74,876(༓ m2)ࡽ࠿ 2030
ᖺ࡟ 53,790(༓m2)2050ࠊᖺ࡛ࡣ 24,528(༓m2)࡟పୗࡿ࡞࡟࡜ࡇࡿࡍ。
ࡢ2019ᖺᗘࠕࡀᩘ௳᪂つ╔ᕤࠊࡣ[22]ࢺ࣮࣏ࣞ◊⥲㔝ᮧࠊࡋᑐ࡟ࢀࡇ 88୓ᡞࡽ࠿ 2030ᖺᗘ࡟
ࡣ 63୓ᡞ2040ࠊᖺᗘࡣ࡟ 41୓ᡞ࡟ῶᑡࡿࡍぢ㎸ࡿ࠸࡚ࡋ࡜ࠖࡳ。ẚ㍑ࢆ⾲ ⪅୧ࠊࡀࡍ♧࡟14
。ࡿ࠸࡚ࡋ⮴୍ࡰ࡯࡛ࡲ2040ᖺࠊࡣ⋠పୗࡢ
௨ୖࠊ࡟࠺ࡼࡢఫᏯࡣᑑ࿨ࡀ 40㹼60ᖺ㸦᪂⠏ᚋ༙ῶࡢ࡛ࡲ᫬㛫㸧࡛ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ேཱྀῶᑡ᫬ࡣ࡟
᪂⠏㟂せ࡟ᙳ㡪ࡀᙉࡣ࡜ࡇࡿࢀ⌧ࡃ㑊࡚ࡋ࠺ࡇ。࠸࡞ࢀࡽࡅఫᏯࡣࢡࢵࢺࢫ 2030 ᖺࡰ࡯࡛ࡲᶓ
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この時の回帰式は

　　　　　ln（延べ新築床面積）= -38.3 + 3.10*ln（5-59 才人口）　　　　　　（1）
（12.6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2=0.85

となる。適合度は高いものの、人口変化にやや過敏であるように思われるが、この式を適用すると、

人口問題研究所の将来予測では、2030 年の 5 ～ 59 才人口は、2018 年の 76,506 千人から 69,458 千

人に、2050 年では 53,934 千人となるため、新規住宅需要は 2018 年の 74,876（千 m2）から 2030
年に 53,790（千 m2）、2050 年では 24,528（千 m2）に低下することになる。

　これに対し、野村総研レポート [22] は、新規着工件数が「2019 年度の 88 万戸から 2030 年度

には 63 万戸、2040 年度には 41 万戸に減少する見込み」としている。比較を表 14 に示すが、両

者の低下率は、2040 年までほぼ一致している。

　以上のように、住宅は寿命が 40 ～ 60 年（新築後半減までの時間）であるので、人口減少時に

は新築需要に影響が強く現れることは避けられない。こうして住宅ストックは 2030 年までほぼ

横ばい、新築着工件数は 2030 年で 2018 年から約 3/4 に低下すると予測できる。
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　産業連関表では、住宅・非住宅とも建物の扱いは注意を要する。建物は、いうまでもなく長期

にわたって維持されサービスを供給する資本財であるが、建設時にあたり建築会社が購入する場

合は中間投入となる。この建設時投入額はその保有部門の投資額となるが、保有部門が建築会社

以外から直接購入して据え付けた設備は、直接投資部門に計上される。例えば、太陽電池も建設

時当初から建物に組み込まれ一括で購入されていれば建築業の中間投入に計上されるが、別途直

接購入により据え付けられた場合は投資部門に別掲される。後述する発電設備の場合も同様の問

題があり、中間投入として電力施設建設に計上されるものと、発電機や原動機（風力タービンなど）

は投資部門に計上されている。そのため投入係数から波及効果を見る場合は、これらの設備を中

間投入に移して評価するか最終需要のままで評価するかで差が生じる可能性がある。

　次いで、新築住宅の資本係数に着目する。低炭素社会のために ZEH、ZEH-M Ready など断熱

住宅の増加に期待がある。いくつかの ZEH の見積サイト [23] では「追加費用は、250 ～ 300 万円

ほど」とある。おおざっぱに新築戸建て住宅の坪単価 60 万円、建築学会標準住宅の延べ床面積

37 坪を基準とすると、およそ 11 ～ 13％の価格上昇となる。これは ZEH 化のための PV 費用を含

む。ZEH 化に必要な PV は地域差が大きいが、環境省家庭部門の CO2 排出実態調査による LCS
の検討 [12] により、北海道、東北、北陸を除き 5 ～ 6 kw 程度の PV 設備が必要である。既存の

工事費を含む PV 設置費用は、見積サイト [24] では 5 kw 容量に対し約 200 万円を報告している。

このことから断熱の費用は差額の 50 ～ 100 万円となる。すなわち建築費が 2 ～ 4％増額となる。

　そこで、ZEH モデル住宅では、通常の住宅部門の資本係数に対し、① ZEH および ZEH-ready
では建築業からの投入を 3％上乗せ、② ZEH では新築戸建て住宅のみを対象として PV（そのほ

か電気機器部門）からの投入を全建築費用の 9.4％上乗せとした。このように資本係数の変化は

小規模である。これは、追加設備を建設段階の中間投入ではなく資本行列に含めたことになる点

への注意が必要である。ただし、本研究のように新築住宅需要に対して中間投入と投資が同時決

定される場合はいずれに計上しても同じ結果となる。なお集合住宅と戸建て住宅の違いや工法の

違いは反映できていないので今後の課題として残る。

　消費に関しては、ZEH 化され余剰電力を売電できるとすると、年間の電力消費額、ガス代と

も 0 となる。これに対し、集合住宅の ZEH-M 化には指標がない。また現状では、集合住宅を

ZEH-M 化するだけの PV 導入は、低層住宅を除き現実的ではない [12]。
　そこで、集合住宅では 2 ～ 4％建設費が上昇した断熱化のみの ZEH-Ready 化を想定し、ガス・

電力消費の削減と同時に電力化がなされるものとする。ZEH-Ready の場合の電力とガスの削減率

を 2018 年度エネルギー・経済統計要覧 [25] から推計する。用途により電化の効果は異なるので、

空調は ZEH-Ready により 20％の削減が可能としたうえで、給湯、空調は COP4.0 の HP で置き換え、

表 14　本新築面積需要予測と野村総合研究所 [22] による新築戸数予測の比較

* NRI 88 万戸は 2019 年実績値
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ࡣᩘ௳᪂⠏╔ᕤࠊ࠸ࡤ 2030ᖺ࡛ 2018ᖺࡽ࠿⣙ 。ࡿࡁ࡛ ண࡜ࡿࡍపୗ࡟3/4

表 14 ᮏ᪂⠏㠃✚需要ண と㔝ᮧ⥲合◊✲所[22]にࡿࡼ᪂⠏ᡞᩘண のẚ㍑

༓ே ༓m2 ୓ᡞ

5-59ᡯேཱྀ ᪂⠏㠃✚ண  NRIண 

2018 76,506 72,607 88

2030 69,458 53,787 63

2040 59,935 34,032 41

2050 53,934 24,527 --

2030/2018ẚ 74% 72%

2040/2018ẚ 47% 47%
* NRI 88୓ᡞࡣ 2019年実⦼値

⏘ᴗ㐃㛵⾲࡛ࠊࡣఫᏯ࣭㠀ఫᏯࡶ࡜ᘓ≀ࡣ࠸ᢅࡢὀពࢆせࡿࡍ。ᘓ≀ࠊࡣゝࡃ࡞ࡶ࡛ࡲ࠺㛗ᮇ

ሙࡿࡍ㉎ධࡀ♫ᘓ⠏఍ࡾࡓ࠶࡟ᘓタ᫬ࠊࡀࡿ࠶㈨ᮏ㈈࡛ࡿࡍ⤥౪ࢆࢫࣅ࣮ࢧࢀࡉᣢ⥔࡚ࡗࡓࢃ࡟

♫ᘓ⠏఍ࡀಖ᭷㒊㛛ࠊࡀࡿ࡞࡜ᢞ㈨㢠ࡢಖ᭷㒊㛛ࡢࡑࡣᘓタ᫬ᢞධ㢠ࡢࡇ。ࡿ࡞࡜୰㛫ᢞධࡣྜ

௨እࡽ࠿┤᥋㉎ධ࡚ࡋᤣ࠼௜ࡓࡅタഛࠊࡣ┤᥋ᢞ㈨㒊㛛࡟ィୖࡿࢀࡉ。౛ࠊࡤ࠼ኴ㝧㟁ụࡶᘓタ

᫬ᙜึࡽ࠿ᘓ≀ࡳ⤌࡟㎸୍ࢀࡲᣓ࡛㉎ධࡤࢀ࠸࡚ࢀࡉᘓ⠏ᴗࡢ୰㛫ᢞධ࡟ィୖูࠊࡀࡿࢀࡉ㏵┤

᥋㉎ධࡾࡼ࡟ᤣ࠼௜ࡓࢀࡽࡅሙྜࡣᢞ㈨㒊㛛ู࡟ᥖࡿࢀࡉ。ᚋ㏙ࡿࡍⓎ㟁タഛࡢሙྜྠࡶᵝࡢၥ

㢟ࠊࡾ࠶ࡀ୰㛫ᢞධ࡚ࡋ࡜㟁ຊ᪋タᘓタ࡟ィୖࠊ࡜ࡢࡶࡿࢀࡉⓎ㟁ᶵࡸཎືᶵ㸦㢼ຊ࡞ࣥࣅ࣮ࢱ

タഛࡢࡽࢀࡇࠊࡣሙྜࡿぢࢆἼཬຠᯝࡽ࠿ᢞධಀᩘࡵࡓࡢࡑ。ࡿ࠸࡚ࢀࡉィୖ࡟ᢞ㈨㒊㛛ࡣ㸧࡝

。ࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿࡌ⏕ࡀᕪ࡛࠿ࡿࡍホ౯࡛ࡲࡲࡢ㟂せ⤊᭱࠿ࡿࡍホ౯࡚ࡋ⛣࡟୰㛫ᢞධࢆ

ḟࠊ࡛࠸᪂⠏ఫᏯࡢ㈨ᮏಀᩘࡿࡍ┠╔࡟。పⅣ⣲♫఍࡟ࡵࡓࡢ ZEHࠊZEH-M Ready᩿࡝࡞⇕ఫ
Ꮿࡢቑຍ࡟ᮇᚅࡢ࠿ࡘࡃ࠸。ࡿ࠶ࡀ ZEH 250ࠊࡣ⏝㈝㏣ຍࠕࡣ࡛[23]ࢺ࢖ࢧ✚ぢࡢ ୓㹼300 ୓෇
࡝࡯ ᆤ༢౯ࡢ᪂⠏ᡞᘓ࡚ఫᏯ࡟ࡥࡗࡊ࠾࠾。ࡿ࠶ࠖ࡜ 60୓෇ࠊᘓ⠏Ꮫ఍ᶆ‽ఫᏯࡢᘏ࡭ᗋ㠃✚ 37
ᆤࢆᇶ‽ࡑࡼ࠾ࠊ࡜ࡿࡍ࡜ 11㹼13㸣ࡢ౯᱁ୖ᪼ࡣࢀࡇ。ࡿ࡞࡜ ZEH໬ࡢࡵࡓࡢ PV㈝⏝ࡴྵࢆ。
ZEH ໬࡟ᚲせ࡞ PV ࡢቃ┬ᐙᗞ㒊㛛⎔ࠊࡀ࠸ࡁ኱ࡀᆅᇦᕪࡣ CO2᤼ฟᐇែㄪᰝࡿࡼ࡟ LCS᳨ࡢ
ウ[12]ࠊࡾࡼ࡟໭ᾏ㐨ࠊᮾ໭ࠊ໭㝣ࢆ㝖ࡁ 5㹼6kw⛬ᗘࡢ PVタഛࡀᚲせ࡛ࡿ࠶。᪤Ꮡࡢᕤ஦㈝ࢆ
ࡴྵ PVタ⨨㈝⏝ࠊࡣぢ✚ࡣ࡛[24]ࢺ࢖ࢧ 5kwᐜ㔞࡟ᑐࡋ⣙ 200୓෇ࢆሗ࿌࡜ࡇࡢࡇ。ࡿ࠸࡚ࡋ
ࡢᕪ㢠ࡣ⏝㈝ࡢ⇕᩿ࡽ࠿ 50㹼100୓෇ࡕࢃ࡞ࡍ。ࡿ࡞࡜ᘓ⠏㈝ࡀ 2㹼4㸣ቑ㢠ࡿ࡞࡜。
ࡧࡼ࠾ձZEHࠊࡋᑐ࡟㈨ᮏಀᩘࡢఫᏯ㒊㛛ࡢ㏻ᖖࠊࡣఫᏯ࡛ࣝࢹZEHࣔࠊ࡛ࡇࡑ ZEH-ready࡛
ࢆᢞධࡢࡽ࠿ᘓ⠏ᴗࡣ 3㸣ୖ஌ࠊࡏղZEH࡛ࡣ᪂⠏ᡞᘓ࡚ఫᏯࢆࡳࡢᑐ㇟࡚ࡋ࡜ PV㸦࠿࡯ࡢࡑ㟁
Ẽᶵჾ㒊㛛㸧ࡢࡽ࠿ᢞධࢆ඲ᘓ⠏㈝⏝ࡢ 9.4㸣ୖ஌࡟࠺ࡼࡢࡇ。ࡓࡋ࡜ࡏ㈨ᮏಀᩘࡢኚ໬ࡣᑠつᶍ
ὀࡢ࡬Ⅼࡿ࡞࡟࡜ࡇࡓࡵྵ࡟ิ⾜㈨ᮏࡃ࡞ࡣ୰㛫ᢞධ࡛ࡢᘓタẁ㝵ࢆ㏣ຍタഛࠊࡣࢀࡇ。ࡿ࠶࡛

ពࡀᚲせ࡛ࠊࡋࡔࡓ。ࡿ࠶ᮏ◊✲࡟࠺ࡼࡢ᪂⠏ఫᏯ㟂せ࡟ᑐ࡚ࡋ୰㛫ᢞධ࡜ᢞ㈨ྠࡀ᫬Ỵᐃࢀࡉ

ࡣ࠸㐪ࡢᕤἲࡸ࠸㐪ࡢᡞᘓ࡚ఫᏯ࡜㞟ྜఫᏯ࠾࡞。ࡿ࡞࡜ᯝ⤖ࡌྠࡶ࡚ࡋィୖ࡟ࢀࡎ࠸ࡣሙྜࡿ

཯࡛࡛ᫎࡢ࠸࡞࠸࡚ࡁ௒ᚋࡢㄢ㢟࡚ࡋ࡜ṧࡿ。

ᾘ㈝࡟㛵ࠊࡣ࡚ࡋZEH໬ࢀࡉవ๫㟁ຊࢆ኎㟁࡛ࠊ࡜ࡿࡍ࡜ࡿࡁᖺ㛫ࡢ㟁ຊᾘ㈝㢠ࢫ࢞ࠊ௦ࡶ࡜
ࡢ㞟ྜఫᏯࠊࡋᑐ࡟ࢀࡇ。ࡿ࡞࡜0 ZEH-M໬ࡣ࡟ᣦᶆࠊࡣ࡛≦⌧ࡓࡲ。࠸࡞ࡀ㞟ྜఫᏯࢆ ZEH-
M໬ࡢࡅࡔࡿࡍ PVᑟධࡣ。పᒙఫᏯࢆ㝖ࡁ⌧ᐇⓗ࡛[12]࠸࡞ࡣ。
ࡣ㞟ྜఫᏯ࡛ࠊ࡛ࡇࡑ 2㹼4㸣ᘓタ㈝᩿ࡓࡋ᪼ୖࡀ⇕໬ࡢࡳࡢ ZEH-Ready໬ࢆ᝿ᐃ࣭ࢫ࢞ࠊࡋ㟁
ຊᾘ㈝ࡢ๐ῶྠ࡜᫬࡟㟁ຊ໬ࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࢀࡉ࡞ࡀ。ZEH-Readyࡢሙྜࡢ㟁ຊࡢࢫ࢞࡜๐ῶ⋡ࢆ
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そのほかの用途は変化なしとすると、表 15 のように ZEH-Ready で電力消費が 24％増え、ガス代

が 0 となる。ZEH では、年間でこの電力を自給するので電力代も 0 となる。ただし、ここでも集

合住宅と戸建て住宅の違いは反映できていない点に注意が必要である。

表 15 ZEH-ready 住宅の電力化評価 [25] から作成

表 16　新築建物の ZEH 化率とストックへの影響
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⾲ 15 ZEH-ready ఫᏯの㟁ຊ化ホ౯[25]からసᡂ

ガスᾘ費

(⤥(ㄪ✵、‮ པᡣ用ガス

㟁ຊᾘ費

(他+པᡣ) 㟁ຊᾘ費✵ㄪ 㟁ຊ計

GJ 14.2 2.2 13.2 3.7 16.9
HP (COP4.0) 0.0 0.0 13.2 5.5 20.9
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ready໬ࡢࡇࠊࡋ㊅ໃࢆ 2050ᖺ࡛ࡲᘏ㛗ࠊ࡜ࡿࡍ඲ࢡࢵࢺࢫ୰ࡢ ZEH໬⋡ࡣ 15㸣ࡿࡲ࡝࡜࡟。
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⾲ 16 ᪂⠏ᘓ≀の ZEH 化⋡࡜ス࡬ࢡࢵࢺのᙳ㡪

2017 2020 2025 2030 2050

ストック(戸)
戸建て住宅 27,905,700 27,783,175 27,417,906 26,885,478 23,699,522
集合住宅 24,736,500 24,995,249 25,192,176 25,140,528 23,254,421
合計 52,642,200 52,778,424 52,610,083 52,026,006 46,953,943

ZEHストック(戸)
戸建て住宅 68,394 263,602 748,916 1,374,645 4,182,232
集合住宅 0 32,106 173,607 395,519 2,924,097
合計 68,394 295,708 922,524 1,770,164 7,106,329

新築(戸)
戸建て住宅 414,508 386,683 344,398 306,736 193,011
集合住宅 494,791 461,577 411,101 366,145 230,394
合計 909,299 848,261 755,499 672,881 423,405

新築 ZEH率
戸建て住宅 11% 20% 35% 50% 90%
集合住宅 0.0% 3.5% 9.2% 15.0% 90.0%
合計 5.0% 11.0% 21.0% 31.0% 90.0%

ZEH-ready率 集合住宅 0.00% 0.06% 0.33% 0.76% 6.23%
ZEH率 戸建て住宅 0.13% 0.50% 1.42% 2.64% 8.91%
全体 ZEH率 合計 0.13% 0.56% 1.75% 3.40% 15.1%

新築/ストック比
戸建て住宅 1.49% 1.39% 1.26% 1.14% 0.81%
集合住宅 2.00% 1.85% 1.63% 1.46% 0.99%
合計 1.73% 1.61% 1.44% 1.29% 0.90%

ストック残存率 98.4%
新築減少率 97.7%

　将来の住宅のストックについては、国土交通省の「建築物ストック統計の公表について」 [26]
をもとに 2030 年の ZEH、ZEH-ready 普及率を見積もることとする。

　住宅寿命は半減期約 40 年 [27] とされ、長期にわたり残存する。集合住宅の ZEH-ready 化のシ

ナリオとして、新築住宅の ZEH 化率（戸建て）、ZEH-ready 率（集合住宅）は、それぞれ 2030 年

で 50％および 15％を想定した。新築件数は表 14 を反映し毎年 2.3％ずつ低下するものとした。

既存ストックは残存率 98.4％（半減期 43 年）とすることでほぼ表 14 に合わせることができるので、

この趨勢を延長した。結果を表 16 に示す。ストックで見ると 2030 年で全体では戸建住宅、集合

住宅併せ 3.4％程度にとどまる結果となった。2050 年には全新築住宅の 90％が ZEH/ZEH-ready 化

し、この趨勢を 2050 年まで延長すると、全ストック中の ZEH 化率は 15％にとどまる。これは建

物の寿命の長さと人口減少に伴う新築住宅の減少のためである。したがって、住宅部門のゼロエ

ミッション化の実現には新築だけでなく改築の促進など強力な政策誘導が必要となる。

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

需要の構造変化に着目した産業連関モデルの拡張（Vol.1）

令和 3年 10月

20

2018 ᖺᗘ࣭࣮ࢠࣝࢿ࢚⤒῭⤫ィせぴ[25]ࡽ࠿᥎ィࡿࡍ。⏝㏵ࡾࡼ࡟㟁໬ࡢຠᯝࠊ࡛ࡢࡿ࡞␗ࡣ✵
ㄪࡣ ZEH-Readyࡾࡼ࡟ 20㸣ࡢ๐ῶࡣㄪ✵ࠊ‮⤥ࠊ࡛࠼࠺ࡓࡋ࡜⬟ྍࡀ COP4.0ࡢHP࡛⨨ࡁ᥮ࠊ࠼
⾲ࠊ࡜ࡿࡍ࡜ࡋ࡞ኚ໬ࡣ㏵⏝ࡢ࠿࡯ࡢࡑ ࡟࠺ࡼࡢ15 ZEH-Ready࡛㟁ຊᾘ㈝ࡀ 24㸣ቑࢫ࢞ࠊ࠼௦
ࡀ ࡶ㟁ຊ௦࡛ࡢࡿࡍ⤥⮬ࢆ㟁ຊࡢࡇᖺ㛫࡛ࠊࡣZEH࡛。ࡿ࡞࡜0 㞟ࡶ࡛ࡇࡇࠊࡋࡔࡓ。ࡿ࡞࡜0
ྜఫᏯ࡜ᡞᘓ࡚ఫᏯࡢ㐪ࡣ࠸཯࡛ᫎ࠸࡞࠸࡚ࡁⅬ࡟ὀពࡀᚲせ࡛ࡿ࠶。

表 15 ZEH-readyఫᏯの電ຊ化ホ価[25]ࡽ࠿సᡂ
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電ຊᾘ㈝

(௚+པᡣ) 電ຊᾘ㈝✵ㄪ 電ຊ計

GJ 14.2 2.2 13.2 3.7 16.9
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表 16 ᪂⠏ᘓ≀の ZEH化率と࡬ࢡࢵࢺࢫのᙳ㡪

2017 2020 2025 2030 2050

ストック(戸)
戸建て住宅 27,905,700 27,783,175 27,417,906 26,885,478 23,699,522
集合住宅 24,736,500 24,995,249 25,192,176 25,140,528 23,254,421
合計 52,642,200 52,778,424 52,610,083 52,026,006 46,953,943

ZEHストック(戸)
戸建て住宅 68,394 263,602 748,916 1,374,645 4,182,232
集合住宅 0 32,106 173,607 395,519 2,924,097
合計 68,394 295,708 922,524 1,770,164 7,106,329

新築(戸)
戸建て住宅 414,508 386,683 344,398 306,736 193,011
集合住宅 494,791 461,577 411,101 366,145 230,394
合計 909,299 848,261 755,499 672,881 423,405

新築 ZEH率
戸建て住宅 11% 20% 35% 50% 90%
集合住宅 0.0% 3.5% 9.2% 15.0% 90.0%
合計 5.0% 11.0% 21.0% 31.0% 90.0%

ZEH-ready率 集合住宅 0.00% 0.06% 0.33% 0.76% 6.23%
ZEH率 戸建て住宅 0.13% 0.50% 1.42% 2.64% 8.91%
全体 ZEH率 合計 0.13% 0.56% 1.75% 3.40% 15.1%

新築/ストック比
戸建て住宅 1.49% 1.39% 1.26% 1.14% 0.81%
集合住宅 2.00% 1.85% 1.63% 1.46% 0.99%
合計 1.73% 1.61% 1.44% 1.29% 0.90%

ストック残存率 98.4%
新築減少率 97.7%
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　以上の住宅ストックの 2030 年のシェアに従い、ガス消費と電力消費の削減が行われ、新築住

宅のシェアにしたがって資本係数から「そのほか電気機器」と「建築業」からの投入が変化する

ことになる。

2.7 発電部門の資本費、資産と資本行列

　発電部門は、ゼロエミッション化実現の大きな要素であり、LCS をはじめこれまで多くの電源

構成と運用のモデル化や産業連関表の拡大による分析を行ってきた [1, 2, 28]。
　これまでに公開された日本の主な電力部門の産業連関表には以下がある。ただし数値データ全

てが公開されているのは、産業連関表と IONGES のみである。

2015 年産業連関表（基本表）

（中間投入）　電力施設建設、事業用火力発電、事業用非火力発電、自家発電

（資本行列）　電力、うち風力発電、うち太陽光発電、うちその他再生可能エネルギー利用発電

IONGES（鷲津） 2011 年 3）

（中間投入）原子力発電施設建設、火力発電施設建設、水力発電施設建設、送配電施設建設、事

業用原子力発電、事業用火力発電、事業用水力およびその他の発電、自家発電、送配電事業

JES5 モデル（野村） 2015 年産業連関表

（中間投入）電力施設建設、事業用火力発電、事業用非火力発電、自家発電、高効率太陽光発電、

超臨界地熱発電、次世代浮体式洋上風力発電、水素発電、SMR
（資本行列）　電力、うち風力発電、うち太陽光発電、うちその他再生可能エネルギー利用発電、

高効率太陽光発電、超臨界地熱発電、次世代浮体式洋上風力発電、水素発電、SMR　（ただし、

高効率太陽光発電以降は明示されていない）

LCS 新産業連関分析 [28] 2015 年産業連関表および国立環境研究所環境負荷原単位データブック

（3EID）

（中間投入）2015 年産業連関表に加え電力建設太陽光発電所、電力建設陸上風力発電所、電力建

設洋上風力発電所、電力建設バイオマス発電所、電力建設地熱発電所、電力建設高温岩体発電所、

電力建設蓄電池変電所、電力建設揚水式発電所、電力建設水素ガス発電所、太陽光発電、陸上風

力発電、洋上風力発電、バイオマス発電、地熱発電、高温岩体発電、蓄電池変電、揚水式発電、

水素ガス発電

（関連追加中間投入部門） PV モジュール製造、リチウム蓄電池製造、鉛蓄電池製造、EV 乗用車、

EV トラック・バス、DAC/CCS

　発電技術に関しては、IOGNES（2011 年基準）と LCS（2015 年基準）で既存発電技術の細分化

を行っており、LCS が最も詳細な細分化を行っている。JES5 モデルは 2015 年時点では既存の産

業連関表と同一であり、2030 年評価において新型発電技術が追加される。部門で見ると、送配電

部門を独立に与えているのは IONGES と LCS であるが、いずれも資本行列は含まない。JES5 モ

デルでは 2030 年評価において資本行列が用いられるがデータの記載はない。また、電力事業と

してみた場合、業務にあたる部門はいずれにもない。しかし電気事業の詳細化にあたり、発電施

3）2021 年 5 月に、さらに細分化された 2015 年基準の拡張表が公開されている。

 https://www.f.waseda.jp/washizu/table.html　今後は、LCS の推計値など最新研究と比較の上、さらに発電技

術の投入係数を改訂する予定である。
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設の建設、運用に加え、送配電部門や業務部門などの取り扱いの検討は必要と考えられる。

　そこで、ここでは、産業連関表基本表を基本とし、発電技術に関する建設および運用の中間投

入には既存の文献値を利用するものとする。先行研究には記載のない発電部門、送配電部門、業

務部門の資産額や投資額については、電気事業者の有価証券報告書有形固定資産や投資額等を基

に資本行列と資産額を推計し、産業連関表電力部門の資本費と整合させるよう調整を行った。

　まず、12 電気事業者（10 電気事業者＋電源開発 + 日本原電）の有価証券報告書の設備部門別

資産額と設備投資額を表 17 に示す。この 12 電気事業者の 2015 年度および 2019 年度の販売額は

計 18,919,766 百万円および 22,452,734 百万円であり、2015 年度の産業連関表の事業用発電部門生

産額 17,675,129 百万円とほぼ同程度である。

　表 18 は同じ有価証券報告書による設備容量である。

表 17　有価証券報告書（10 電気事業者＋電源開発＋日本原電）による電気事業者資産まとめ

表 18　有価証券報告書（10 電気事業者＋電源開発＋日本原電）による電気事業者設備まとめ

* 2019 年度では、JERA が含まれる。
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ᘓタ㸪㐠⏝࡟ຍ࠼㸪㏦㓄㟁㒊㛛ࡸᴗົ㒊㛛᳨ࡢ࠸ᢅࡾྲྀࡢ࡝࡞ウࡣᚲせࡿࢀࡽ࠼⪄࡜。

୰㛫ᢞࡢ⏝㐠ࡧࡼ࠾ᘓタࡿࡍ㛵࡟⾡Ⓨ㟁ᢏࠊࡋ࡜ᇶᮏࢆ⾲ᴗ㐃㛵⾲ᇶᮏ⏘ࠊࡣ࡛ࡇࡇࠊ࡛ࡇࡑ

ධࡣ࡟᪤Ꮡࢆ್⫣ᩥࡢ฼⏝ࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ。ඛ⾜◊✲ࡣ࡟グ㍕࠸࡞ࡢⓎ㟁㒊㛛ࠊ㏦㓄㟁㒊㛛ࠊᴗ

ົ㒊㛛ࡢ㈨⏘㢠ࡸᢞ㈨㢠ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟㟁Ẽ஦ᴗ⪅ࡢ᭷౯ドๆሗ࿌᭩᭷ᙧᅛᐃ㈨⏘ࡸᢞ㈨㢠➼ࢆᇶ

。ࡓࡗ⾜ࢆㄪᩚ࠺ࡼࡿࡏࡉྜᩚ࡜㈝㈨ᮏࡢᴗ㐃㛵⾲㟁ຊ㒊㛛⏘ࠊࡋ᥎ィࢆ㈨⏘㢠࡜ิ⾜㈨ᮏ࡟

タഛ㒊㛛ู㈨ࡢ᭷౯ドๆሗ࿌᭩ࡢ12㟁Ẽ஦ᴗ⪅㸦10㟁Ẽ஦ᴗ⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁㸧ࠊࡎࡲ
⏘㢠࡜タഛᢞ㈨㢠ࢆ⾲ ࡢࡇ。ࡍ♧࡟17 12㟁Ẽ஦ᴗ⪅ࡢ 2015ᖺᗘࡧࡼ࠾ 2019ᖺᗘࡢ㈍኎㢠ࡣィ
18,919,766ⓒ୓෇ཬࡧ 22,452,734ⓒ୓෇࡛2015ࠊࡾ࠶ᖺᗘࡢ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ஦ᴗ⏝Ⓨ㟁㒊㛛⏕⏘㢠
17,675,129ⓒ୓෇ྠࡰ࡯࡜⛬ᗘ࡛ࡿ࠶。
⾲ 。ࡿ࠶タഛᐜ㔞࡛ࡿࡼ࡟᭷౯ドๆሗ࿌᭩ࡌྠࡣ18

⾲ 17 ᭷౯ドๆሗ告書(10 㟁Ẽ事業⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁)にࡼる㟁Ẽ事業⪅㈨産࡜ࡲめ

ᖒ⡙౯㢠（ⓒ୓෇） 2015 2019 2015 2019
㈨産

（㝖ᅵᆅ㈨産）

㈨産

（㝖ᅵᆅ㈨産）
タ備投㈨㢠

Ⓨ㟁タ備 水ຊⓎ㟁タ備 2,328,374 2,216,278
ỶຊⓎ㟁タ備 2,985,678 3,036,705
ཎᏊຊⓎ㟁タ備 2,497,858 2,527,560
ෆ⇞ຊⓎ㟁タ備 44,385 45,160
᪂ࢿ࢚ルࢠー➼タ備 49,615 34,799
Ⓨ㟁タ備合計 7,905,910 7,860,502 1,353,890 1,273,788

送㟁タ備 送㟁タ備 5,118,941 4,446,152 271,595 332,509
変㟁タ備 変㟁所 2,005,857 1,901,355 246,702 212,448
配㟁タ備 配㟁タ備 6,680,200 6,196,289 312,228 326,592

Ⓨ㟁タ備計 7,905,910 7,860,502 1,353,890 1,273,788
送変配㟁タ備計 13,804,997 12,543,796 830,525 871,549
業ົタ備計 606,215 648,400 99,847 162,750
合計 22,317,122 21,052,698 2,284,262 2,308,087

* 2019ᖺᗘ࡛ࠊࡣJERAࡿࢀࡲྵࡀ。

⾲ 18 ᭷౯ドๆሗ告書（10 㟁Ẽ事業⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁）にࡼる㟁Ẽ事業⪅タ備࡜ࡲめ

2015 年 ༢౯

Ⓨ㟁タ備合計 Ⓨ㟁所ᩘ 1,447 か所 6, 1 ⓒ୓෇/個所

ㄆྍ᭱኱ฟຊ 206,801,248kW 42 ༓෇/kW
送㟁タ備合計 ர㛗 102,947km 55,3 ༓෇/km

ᅇ⥺ᘏ㛗 186,045km 30,6 ༓෇/km
変㟁所 変㟁所ᩘ 6,720 か所 364 ⓒ୓෇/か所

ㄆྍฟຊ 689,122,605kVA 4 ༓෇/kVA
配㟁タ備合計 ர㛗 1,596,527km 3,8 ༓෇/km

㟁⥺ᘏ㛗 4,771,828km 1,3 ༓෇/km
業ົタ備 ᚑ業ဨ 52,023 人

㒊㛛ูࡢ㈨ᮏࠊࢡࢵࢺࢫᢞ㈨㢠ୖࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟グ࠿࡯ࡢᅜẸ⤒῭ィ⟬(SNA)⤫ィࢆ್ᩘࡀฟࡋ
⾲ࢆࡽࢀࡇ。ࡿ࠸࡚ SNA。ࡿࡍẚ㍑࡟19 ࡶࡓࡋຍ࿡ࢆ౯ኚື≀ࡘ࠿᫬౯ホ౯ࡃ࡞ᖒ⡙౯㢠࡛ࡣ
ࡣ್ᩘࡢィୖ⤫ࠊࡵࡓࡿ࠶࡛ࡢ 100඙෇ࢆ㉸ࡿ࠼。
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ᘓタ㸪㐠⏝࡟ຍ࠼㸪㏦㓄㟁㒊㛛ࡸᴗົ㒊㛛᳨ࡢ࠸ᢅࡾྲྀࡢ࡝࡞ウࡣᚲせࡿࢀࡽ࠼⪄࡜。

୰㛫ᢞࡢ⏝㐠ࡧࡼ࠾ᘓタࡿࡍ㛵࡟⾡Ⓨ㟁ᢏࠊࡋ࡜ᇶᮏࢆ⾲ᴗ㐃㛵⾲ᇶᮏ⏘ࠊࡣ࡛ࡇࡇࠊ࡛ࡇࡑ

ධࡣ࡟᪤Ꮡࢆ್⫣ᩥࡢ฼⏝ࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ。ඛ⾜◊✲ࡣ࡟グ㍕࠸࡞ࡢⓎ㟁㒊㛛ࠊ㏦㓄㟁㒊㛛ࠊᴗ

ົ㒊㛛ࡢ㈨⏘㢠ࡸᢞ㈨㢠ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟㟁Ẽ஦ᴗ⪅ࡢ᭷౯ドๆሗ࿌᭩᭷ᙧᅛᐃ㈨⏘ࡸᢞ㈨㢠➼ࢆᇶ

。ࡓࡗ⾜ࢆㄪᩚ࠺ࡼࡿࡏࡉྜᩚ࡜㈝㈨ᮏࡢᴗ㐃㛵⾲㟁ຊ㒊㛛⏘ࠊࡋ᥎ィࢆ㈨⏘㢠࡜ิ⾜㈨ᮏ࡟

タഛ㒊㛛ู㈨ࡢ᭷౯ドๆሗ࿌᭩ࡢ12㟁Ẽ஦ᴗ⪅㸦10㟁Ẽ஦ᴗ⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁㸧ࠊࡎࡲ
⏘㢠࡜タഛᢞ㈨㢠ࢆ⾲ ࡢࡇ。ࡍ♧࡟17 12㟁Ẽ஦ᴗ⪅ࡢ 2015ᖺᗘࡧࡼ࠾ 2019ᖺᗘࡢ㈍኎㢠ࡣィ
18,919,766ⓒ୓෇ཬࡧ 22,452,734ⓒ୓෇࡛2015ࠊࡾ࠶ᖺᗘࡢ⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ஦ᴗ⏝Ⓨ㟁㒊㛛⏕⏘㢠
17,675,129ⓒ୓෇ྠࡰ࡯࡜⛬ᗘ࡛ࡿ࠶。
⾲ 。ࡿ࠶タഛᐜ㔞࡛ࡿࡼ࡟᭷౯ドๆሗ࿌᭩ࡌྠࡣ18

⾲ 17 ᭷౯ドๆሗ告書(10 㟁Ẽ事業⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁)にࡼる㟁Ẽ事業⪅㈨産࡜ࡲめ

ᖒ⡙౯㢠（ⓒ୓෇） 2015 2019 2015 2019
㈨産

（㝖ᅵᆅ㈨産）

㈨産

（㝖ᅵᆅ㈨産）
タ備投㈨㢠

Ⓨ㟁タ備 水ຊⓎ㟁タ備 2,328,374 2,216,278
ỶຊⓎ㟁タ備 2,985,678 3,036,705
ཎᏊຊⓎ㟁タ備 2,497,858 2,527,560
ෆ⇞ຊⓎ㟁タ備 44,385 45,160
᪂ࢿ࢚ルࢠー➼タ備 49,615 34,799
Ⓨ㟁タ備合計 7,905,910 7,860,502 1,353,890 1,273,788

送㟁タ備 送㟁タ備 5,118,941 4,446,152 271,595 332,509
変㟁タ備 変㟁所 2,005,857 1,901,355 246,702 212,448
配㟁タ備 配㟁タ備 6,680,200 6,196,289 312,228 326,592

Ⓨ㟁タ備計 7,905,910 7,860,502 1,353,890 1,273,788
送変配㟁タ備計 13,804,997 12,543,796 830,525 871,549
業ົタ備計 606,215 648,400 99,847 162,750
合計 22,317,122 21,052,698 2,284,262 2,308,087

* 2019ᖺᗘ࡛ࠊࡣJERAࡿࢀࡲྵࡀ。

⾲ 18 ᭷౯ドๆሗ告書（10 㟁Ẽ事業⪅㸩㟁※㛤Ⓨ+᪥ᮏཎ㟁）にࡼる㟁Ẽ事業⪅タ備࡜ࡲめ

2015 年 ༢౯

Ⓨ㟁タ備合計 Ⓨ㟁所ᩘ 1,447 か所 6, 1 ⓒ୓෇/個所

ㄆྍ᭱኱ฟຊ 206,801,248kW 42 ༓෇/kW
送㟁タ備合計 ர㛗 102,947km 55,3 ༓෇/km

ᅇ⥺ᘏ㛗 186,045km 30,6 ༓෇/km
変㟁所 変㟁所ᩘ 6,720 か所 364 ⓒ୓෇/か所

ㄆྍฟຊ 689,122,605kVA 4 ༓෇/kVA
配㟁タ備合計 ர㛗 1,596,527km 3,8 ༓෇/km

㟁⥺ᘏ㛗 4,771,828km 1,3 ༓෇/km
業ົタ備 ᚑ業ဨ 52,023 人

㒊㛛ูࡢ㈨ᮏࠊࢡࢵࢺࢫᢞ㈨㢠ୖࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟グ࠿࡯ࡢᅜẸ⤒῭ィ⟬(SNA)⤫ィࢆ್ᩘࡀฟࡋ
⾲ࢆࡽࢀࡇ。ࡿ࠸࡚ SNA。ࡿࡍẚ㍑࡟19 ࡶࡓࡋຍ࿡ࢆ౯ኚື≀ࡘ࠿᫬౯ホ౯ࡃ࡞ᖒ⡙౯㢠࡛ࡣ
ࡣ್ᩘࡢィୖ⤫ࠊࡵࡓࡿ࠶࡛ࡢ 100඙෇ࢆ㉸ࡿ࠼。
　部門別の資本ストック、投資額については、上記のほか国民経済計算（SNA）統計が数値を出

している。これらを表 19 に比較する。SNA は帳簿価額でなく時価評価かつ物価変動を加味した

ものであるため、統計上の数値は 100 兆円を超える。
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　産業連関表の総額と有価証券報告書の内訳を整合させるため、次のような推計手順を取る。産

業連関表では、電力部門の新規投資額（2015）年は約 4 兆円である。部門別の投資額を資産額で

按分した値を最下段に示した。部門別の投資内訳には業務サービス投資など設備、建物以外の項

目が含まれていることや、発電設備など明らかに部門特有の項目があるので、単純な比例拡大で

は問題が生じる。

　まず、投資先 3 部門（電源部門、送配電部門、業務部門）と投資 8 財（発電設備、送配電設備、

電力施設建設、非住宅建物建設、建設補修、そのほか、核燃料、業務サービス投資）を表 20-A
のように対応付け、対応が明確な個所を埋めると表中の青太字の分が残る。ここで、青太字の項

目には行和と列和および初期値が与えられている状態なので、RAS 法により推計を行うことが可

能である。この調整の結果を表 20-B に示した。

表 19　資産の有価証券報告書、SNA、産業連関表の評価比較
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表 19 資産の᭷価ドๆሗ࿌書ࠊSNAࠊ産業連関表のホ価ẚ㍑

資産(ᅵᆅ資産ྵࡴ) 構ᡂẚ ᪂つᢞ資 構ᡂẚ

ⓒ୓円 2019 2015 2015 2015 2015

᭷
価
ド
ๆ
ሗ
࿌
書

発電設備 8,711,537 8,758,494 35.3% 1,353,890 56.7%

≀ᘓࡕ࠺ 805,889 897,667 10.2% 0.0%

ᶵᲔ௚ࡕ࠺ 7,054,613 7,008,243 80.0% 0.0%

㠀発電設備 14,614,095 16,039,223 64.7% 1,033,444 43.3%

≀ᘓࡕ࠺ 1,542,774 1,670,733 10.4% 0.0%

ᶵᲔ௚ࡕ࠺ 11,649,422 12,740,479 79.4% 0.0%

ᖒ⡙資産計 23,325,632 24,797,717 100.0
% 2,387,334 100.0%

SNA

SNA資ᮏࢺࢫ
ࢡࢵ

108,177,656

SNA᪂つᢞ資
(ྲྀ௜) 3,484,558

産
業
連
関
表

発電ᶵᲔ࣭設

備
746,232 18.6%

送配電ᶵჾ࣭

設備
645,197 16.1%

ᘓ設㈝関連合

計
820,741 20.5%

᰾⇞ᩱ 336,808 8.4%
の௚設備ࡑ 408,680 10.2%
業務関連࣮ࢧ

ࢫࣅ
871,952 21.8%

資ᮏᙧᡂ合計 4,007,061 100.0%
⏘ᴗ㐃㛵⾲ࡢ⥲㢠࡜᭷౯ドๆሗ࿌᭩ࡢෆヂࠊࡵࡓࡿࡏࡉྜᩚࢆḟ࡞࠺ࡼࡢ᥎ィᡭ㡰ࡿྲྀࢆ。⏘

ᴗ㐃㛵⾲࡛ࠊࡣ㟁ຊ㒊㛛ࡢ᪂つᢞ㈨㢠㸦2015㸧ᖺࡣ⣙ 4඙෇࡛ࡿ࠶。㒊㛛ูࡢᢞ㈨㢠ࢆ㈨⏘㢠࡛
ᣨศ᭱ࢆ್ࡓࡋୗẁࡓࡋ♧࡟。㒊㛛ูࡢᢞ㈨ෆヂࡣ࡟ᴗົࢫࣅ࣮ࢧᢞ㈨࡝࡞タഛࠊᘓ≀௨እࡢ㡯

ẚ౛ᣑ኱࡛࡞༢⣧ࠊ࡛ࡢࡿ࠶ࡀ┠㡯ࡢ㒊㛛≉᭷࡟࠿ࡽ᫂࡝࡞Ⓨ㟁タഛࠊࡸ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࡲྵࡀ┠

。ࡿࡌ⏕ࡀၥ㢟ࡣ

ᢞ㈨ඛࠊࡎࡲ 3㒊㛛㸦㟁※㒊㛛ࠊ㏦㓄㟁㒊㛛ࠊᴗົ㒊㛛㸧࡜ᢞ㈨ 8㈈㸦Ⓨ㟁タഛࠊ㏦㓄㟁タഛࠊ
㟁ຊ᪋タᘓタࠊ㠀ఫᏯᘓ≀ᘓタࠊᘓタ⿵ಟࠊ࠿࡯ࡢࡑࠊ᰾⇞ᩱࠊᴗົࢫࣅ࣮ࢧᢞ㈨㸧ࢆ⾲ 20-Aࡢ
┠㡯ࡢ㟷ኴᏐࠊ࡛ࡇࡇ。ࡿṧࡀศࡢ㟷ኴᏐࡢ୰⾲࡜ࡿࡵᇙࢆಶᡤ࡞☜᫂ࡀᑐᛂࠊࡅᑐᛂ௜࡟࠺ࡼ

ྍࡀ࡜ࡇ࠺⾜ࢆ᥎ィࡾࡼ࡟RASἲࠊ࡛ࡢ࡞ែ≦ࡿ࠸࡚ࢀࡽ࠼୚ࡀᮇ್ึࡧࡼ࠾ࠊ࿴ิ࡜࿴⾜ࡣ࡟
⾲ࢆᯝ⤖ࡢㄪᩚࡢࡇ。ࡿ࠶࡛⬟ 20-Bࡓࡋ♧࡟。

表 20-A ᭷価ドๆሗ࿌書のᢞ資額と産業連関表ᢞ資額のᑐᛂ(ㄪᩚ๓)
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　有価証券報告書と産業連関表では施設建設の投資額に大きな差があるため、調整も大きな幅と

なっている。

　次いで、資本費の算出に必要な資産残価率と 2015 年資産額初期値の推計を行う。資産額は資

産残価率と整合的になるよう推計を行う。残価率は部門により異なるので、2015 ～ 2019 間の平

均設備投資額を用い、（資産 :2019）=（資産 :2015）*R4+（平均投資）*（1+R ＋ R2 ＋ R3）の式か

ら平均残価率を求めた 4）。結果を表 21 に示す。これにより、2015 年の産業連関表投資額から資

産額を逆算すると、表 22 の値を得た。

表 20-A　有価証券報告書の投資額と産業連関表投資額の対応（調整前）

表 20-B　有価証券報告書の投資額と産業連関表投資額の対応（調整後）

4）減価は定率法を用いるが、送配電部門には取り換え法が用いられることもあるため、原価率は小さくなる。

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

需要の構造変化に着目した産業連関モデルの拡張（Vol.1）

令和 3年 10月

24

表 20-A ᭷価ドๆሗ࿌書のᢞ資額と産業連関表ᢞ資額のᑐᛂ(ㄪᩚ๓)

ⓒ୓円 電※部門 送配電部門 業務部門
電ຊ資ᮏᙧᡂ

(産連表)
発電設備 746,232 0 0 746,232

送配電設備関連 0 645,197 0 645,197

電ຊ᪋設ᘓ設 64,506 13,164 0 820,741

㠀ఫᏯᘓ≀ 82,550 46,275 13,227 142,051

ᘓ設⿵ಟ 12,822 2,612 2,174 35,400

࠿࡯のࡑ 476,673 97,090 80,837 408,680

᰾⇞ᩱ 336,808 0 0 336,808
௚業務ࢫࣅ࣮ࢧ

ᢞ資
0 0 871,952 871,952

ㄪᩚ目ᶆ額 755,221 477,931 31,668 1,264,821

表 20-B ᭷価ドๆሗ࿌書のᢞ資額と産業連関表ᢞ資額のᑐᛂ(ㄪᩚᚋ)

ⓒ୓円 電※部門 送配電部門 業務部門
電ຊ資ᮏᙧᡂ

(産連表)
発電設備 746,232 0 0 746,232

送配電設備関連 0 645,197 0 645,197

電ຊ᪋設ᘓ設 502,524 318,217 0 820,741

㠀ఫᏯᘓ≀ 82,550 46,275 13,227 142,051

ᘓ設⿵ಟ 20,144 12,732 2,524 35,400

࠿࡯のࡑ 232,553 146,983 29,144 408,680

᰾⇞ᩱ 336,808 0 0 336,808
௚業務ࢫࣅ࣮ࢧ

ᢞ資
0 0 871,952 871,952

⥲ᢞ資額' 1,920,811 1,169,403 44,895 4,007,061

᭷౯ドๆሗ࿌᭩࡜⏘ᴗ㐃㛵⾲࡛ࡣ᪋タᘓタࡢᢞ㈨㢠࡟኱࡞ࡁᕪࠊࡵࡓࡿ࠶ࡀㄪᩚࡶ኱࡞ࡁᖜ࡜

。ࡿ࠸࡚ࡗ࡞

ḟࠊ࡛࠸㈨ᮏ㈝ࡢ⟬ฟ࡟ᚲせ࡞㈨⏘ṧ౯⋡࡜ 2015ᖺ㈨⏘㢠ึᮇ್ࡢ᥎ィ࠺⾜ࢆ。㈨⏘㢠ࡣ㈨⏘
ṧ౯⋡ྜᩚ࡜ⓗ࠺ࡼࡿ࡞࡟᥎ィ࠺⾜ࢆ。ṧ౯⋡ࡣ㒊㛛2015ࠊ࡛ࡢࡿ࡞␗ࡾࡼ࡟㹼2019㛫ࡢᖹᆒタ
ഛᢞ㈨㢠ࠊ࠸⏝ࢆ㸦㈨⏘:2019㸧=㸦㈨⏘:2015㸧*R4+㸦ᖹᆒᢞ㈨㸧*㸦1+R㸩R2㸩R3㸧ࡢᘧࡽ࠿ᖹᆒ

ṧ౯⋡⋡ࢆồ4ࡓࡵ)。⤖ᯝࢆ⾲ ⟭㏫ࢆ㈨⏘㢠ࡽ࠿㐃⾲ᢞ㈨㢠⏘ࡢ2015ᖺࠊࡾࡼ࡟ࢀࡇ。ࡍ♧࡟21
⾲ࠊ࡜ࡿࡍ 。ࡓᚓࢆ್ࡢ22

4) ῶ౯ࡣᐃ⋡ἲࠊࡀࡿ࠸⏝ࢆ㏦㓄㟁㒊㛛ࡾྲྀࡣ࡟᥮࠼ἲࠊࡵࡓࡿ࠶ࡶ࡜ࡇࡿࢀࡽ࠸⏝ࡀཎ౯⋡ࡣᑠࡿ࡞ࡃࡉ。
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表 20-A ᭷価ドๆሗ࿌書のᢞ資額と産業連関表ᢞ資額のᑐᛂ(ㄪᩚ๓)

ⓒ୓円 電※部門 送配電部門 業務部門
電ຊ資ᮏᙧᡂ

(産連表)
発電設備 746,232 0 0 746,232

送配電設備関連 0 645,197 0 645,197

電ຊ᪋設ᘓ設 64,506 13,164 0 820,741

㠀ఫᏯᘓ≀ 82,550 46,275 13,227 142,051

ᘓ設⿵ಟ 12,822 2,612 2,174 35,400

࠿࡯のࡑ 476,673 97,090 80,837 408,680

᰾⇞ᩱ 336,808 0 0 336,808
௚業務ࢫࣅ࣮ࢧ

ᢞ資
0 0 871,952 871,952

ㄪᩚ目ᶆ額 755,221 477,931 31,668 1,264,821

表 20-B ᭷価ドๆሗ࿌書のᢞ資額と産業連関表ᢞ資額のᑐᛂ(ㄪᩚᚋ)

ⓒ୓円 電※部門 送配電部門 業務部門
電ຊ資ᮏᙧᡂ

(産連表)
発電設備 746,232 0 0 746,232

送配電設備関連 0 645,197 0 645,197

電ຊ᪋設ᘓ設 502,524 318,217 0 820,741

㠀ఫᏯᘓ≀ 82,550 46,275 13,227 142,051

ᘓ設⿵ಟ 20,144 12,732 2,524 35,400

࠿࡯のࡑ 232,553 146,983 29,144 408,680

᰾⇞ᩱ 336,808 0 0 336,808
௚業務ࢫࣅ࣮ࢧ

ᢞ資
0 0 871,952 871,952

⥲ᢞ資額' 1,920,811 1,169,403 44,895 4,007,061

᭷౯ドๆሗ࿌᭩࡜⏘ᴗ㐃㛵⾲࡛ࡣ᪋タᘓタࡢᢞ㈨㢠࡟኱࡞ࡁᕪࠊࡵࡓࡿ࠶ࡀㄪᩚࡶ኱࡞ࡁᖜ࡜

。ࡿ࠸࡚ࡗ࡞

ḟࠊ࡛࠸㈨ᮏ㈝ࡢ⟬ฟ࡟ᚲせ࡞㈨⏘ṧ౯⋡࡜ 2015ᖺ㈨⏘㢠ึᮇ್ࡢ᥎ィ࠺⾜ࢆ。㈨⏘㢠ࡣ㈨⏘
ṧ౯⋡ྜᩚ࡜ⓗ࠺ࡼࡿ࡞࡟᥎ィ࠺⾜ࢆ。ṧ౯⋡ࡣ㒊㛛2015ࠊ࡛ࡢࡿ࡞␗ࡾࡼ࡟㹼2019㛫ࡢᖹᆒタ
ഛᢞ㈨㢠ࠊ࠸⏝ࢆ㸦㈨⏘:2019㸧=㸦㈨⏘:2015㸧*R4+㸦ᖹᆒᢞ㈨㸧*㸦1+R㸩R2㸩R3㸧ࡢᘧࡽ࠿ᖹᆒ

ṧ౯⋡⋡ࢆồ4ࡓࡵ)。⤖ᯝࢆ⾲ ⟭㏫ࢆ㈨⏘㢠ࡽ࠿㐃⾲ᢞ㈨㢠⏘ࡢ2015ᖺࠊࡾࡼ࡟ࢀࡇ。ࡍ♧࡟21
⾲ࠊ࡜ࡿࡍ 。ࡓᚓࢆ್ࡢ22

4) ῶ౯ࡣᐃ⋡ἲࠊࡀࡿ࠸⏝ࢆ㏦㓄㟁㒊㛛ࡾྲྀࡣ࡟᥮࠼ἲࠊࡵࡓࡿ࠶ࡶ࡜ࡇࡿࢀࡽ࠸⏝ࡀཎ౯⋡ࡣᑠࡿ࡞ࡃࡉ。
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　次いで、電力施設建設、電力部門の投入係数と資本係数を細分化する。ここでは、種類別発電

施設建設および送配電事業建設費については、データが公開されている IONGES の電力設備建設

投入係数と資源エネルギー庁のエネルギー電力設備投資実績 [29] により推計された設備建設投資

額の合計と、産業連関表の電力施設建設費が整合するよう投入財ごとに調整を行った。電力部門

の 2015 年発電設備別中間投入額は、IONGES の発電設備別投入額を発電種類別発電電力量成長

率で修正することで推計を行い、次いで合計値が産業連関表電力部門投入額に一致するよう投資

財ごとの調整を行った。なお、「研究」部門は産業連関表の構成に従い資本行列に移動した。

　資本行列では、産業連関表は「電力合計」とその内数としての風力発電、太陽光発電、他再生

可能エネルギー発電が記載されるのみである。ここでは、次の手順で資本行列を分解した。まず、

「電力部門資本形成」列を、有価証券報告書投資額による推計値表 20-B にしたがって項目ごとに

発電部門、送配電部門、業務部門に按分する。次いで、核燃料以外の項目をエネルギー電力設備

投資実績 [29] にしたがって按分する。これにより、ボイラ、タービン、発電機、開閉制御装置、

研究開発など中間投入表に明示されない投資財を発電構成シナリオに合わせて推計できるように

なる。

　以上のプロセスにより、2015 年時点において産業連関表の投入産出表と資本行列と整合するよ

うな電力部門の電力施設建設、電力部門中間投入、資本行列を推計することができた。将来シナ

リオは、LCS 他の文献が提供する電源構成や発電電力量、新発電技術の設備建設投入係数や運転

時の投入係数変化シナリオを加えることで、建設投資、設備投資、設備の運用とその波及効果を

部門別に推計できるようになる。以上のプロセスによって推計された表は付表 2 にまとめる。な

お、次章に示すモデルプログラム内では、電源構成比を外生的に与え、発電電力量の規模が内生

化され電力需給が全体として均衡するように定式化されている。　

表 21　部門別の残価率と平均償却期間

表 22 2015 年資産額部門別推計値
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⾲ 21 㒊㛛ูのṧ౯⋡࡜ᖹᆒൾ༷ᮇ㛫

ṧ౯⋡ ᖹᆒൾ༷ᮇ㛫

Ⓨ㟁タ備合計 0.832 12.5 

送㟁タ備 0.903 22.6 

変㟁所 0.870 16.5 

配㟁タ備 0.932 32.8 

送変配㟁タ備計 0.912 25.1 

業ົタ備計 0.857 14.9 

合計 0.880 18.0 

⾲ 22 2015 年㈨産㢠㒊㛛ู᥎計್

2015 年㈨産㢠᥎

計್ (඙෇)
Ⓨ㟁タ備 13.9 

送配㟁タ備 23.2 

業ົタ備 1.1

合計 38.1
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表 21 部門別の残価率と平均償却期間

残価率 平均償却期間（年）

発電設備合計 0.832 12.5 

送電設備 0.903 22.6 

変電所 0.870 16.5 

配電設備 0.932 32.8 

送変配電設備計 0.912 25.1 

業務設備計 0.857 14.9 

合計 0.880 18.0 

表 22 2015年資産額部門別推計値

2015年資産額推
計値 (兆円)

発電設備 13.9 

送配電設備 23.2 

業務設備 1.1

合計 38.1
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2.8 産業部門化石燃料最終消費のシナリオ

　ゼロエミッション化のためには、当然産業用の化石燃料投入削減のシナリオが必要である。化

石燃料を大量に必要とする石油製品や化学工業、鉄鋼業では、原料としての化石燃料投入を区別

する必要があるだけでなく、石油精製ガスや高炉ガスなどの副産物を発電などにエネルギー利用

している。製造とエネルギー消費が一体化しているため、低炭素化からゼロエミッション化に至

るには製造プロセスに立ち入っての検討が不可欠である。また、食品業、金属加工などプロセス

を含むものではエネルギーの量と温度双方の管理が必要なため、単純な電化が現実的でない可能

性もある。また多くの製造業で用いられる蒸気は、量や温度のほか、コストの問題も大きい。

　これらに対してサービス業や組み立て産業では、化石燃料の用途をある程度追った段階で、電

力化や再エネ利用のシナリオを検討可能と考えられる。そこで、総合エネルギー統計 [15] の詳細

表（2018）から、化石燃料についてエネルギー転換や原材料使用を除いた産業部門別自家発電投入・

自家蒸気発生投入・最終エネルギー投入を抽出し、表 23 のようにとりまとめを行った。

　この表からは、自家発電よりも蒸気発生が大きいこと、さらにこれら以外の最終需要は 4.9 EJ
と極めて大きいことがわかる。ただし、その大きな部分は化学・石油製品・鉄鋼業であり、プロ

セスと一体化した副産物の自家消費の一面があると考えられる。そこで、この表ではこれらの 3
業種を強調しつつ、これらを除いた数値も示した。最終需要投入では、1.8 EJ であり、化石燃料

総投入量の 14 EJ の 13％に及ぶ。

　次に、これらの産業用エネルギー需要のゼロエミッション化に向け、次のようなシナリオを想

定した。これは独自のシナリオ構築ではなく、推計作業の整合性確認のための計算例である。

①化学・石油製品・鉄鋼業については、そのプロセスを考慮したシナリオが必要である。化学産

業では原料のバイオ化、石油製品では全体的な縮小、鉄鋼業では電炉プロセスの導入とする。

ただし、今回は化学産業のバイオ化は課題とする。

②化学・石油製品・鉄鋼業以外の産業の自家発電用途は、一旦、電気事業からの購入に置き換える。

これは電気事業のゼロエミッション化技術が自家発電にも応用されるということになる。

③蒸気発生の低炭素化手段には、産業排熱の利用や森林などバイオマス資源の投入があるが、こ

こではゼロエミッション化のため後者を用いる。化学・石油製品・鉄鋼業を除く蒸気発生用

エネルギー需要 351 PJ は、NEDO の「NEDO 再生可能エネルギー技術白書」[30] による バイ

オマスエネルギーのバイオマス供給ポテンシャル 510 PJ、また同書が紹介する「『国産バイオ

燃料の大幅生産拡大』によると，廃棄物系バイオマスと未利用系バイオマスのポテンシャル

のうち，未利用系バイオマスのエネルギーポテンシャルは約 530 PJ/年」以下であり、ゆとり

は小さいものの実行可能な範囲である。

④ 最終用途のうち、製造業のガス需要は、化学・石油製品・鉄鋼業を除くと 173 PJ である。こ

れらは加工工程で使用されると考えられるので、電熱ではなく水素バーナーに置き換えるも

のとする。家庭用、サービス業では空調用と考えられるので、ヒートポンプ（HP）による電

力化を想定する。鉱業・建設業でのガス使用は 7.6 PJ であり小さいものの、これらは水素バー

ナーとする。したがって、ガス最終用途は 180 PJ が水素に置き換えられることとする。業務

用のガス最終消費は 352 PJ である。これらは高温のプロセスヒートではないとみて、HP で置

き換えるものとする。

⑤ 石炭の最終消費の大部分は窯業（セメント）のキルン焼成プロセスで用いられており、石油、

ガスと合わせると 315 PJ に達する。セメント業からの CO2 発生は今のところ CO2 吸収コンク

リート以外では抑制が難しい。ここは今回の検討から外し、今後調査を続けるものとする。

⑥ 化学・石油製品・鉄鋼業以外の石油製品の最終消費は、1,092 PJ に達する。石油製品の内訳を

表 24 に示す。ここでは、軽油は動力用とみてモーターに、灯油・重油は暖房用とみて HP に
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置き換えるものとする。ただし、宿泊業・飲食業では調理用とみなしてそのまま電力に置き

換えるものとした。ここで、HP の COP:3.8、ディーゼルエンジン効率を 0.34、自家発電効率

を 0.35、ボイラ、モーター効率を 0.9 と仮定している。

　表 24 には、以上のシナリオで化石燃料製品を置き換えた場合の電力需要、バイオマスボイラ

用燃料需要、水素需要を合わせて示した。水素製造のコストについてはLCSの評価を利用する [31]
[32]。例えば、電解法では、単位エネルギー当たりの製造に必要な設備費用が明記されているの

で、これを生産用機械、業務用機械、産業用電気機器、その他電気機械に対応づけたのち、生産

額百万円の場合の産業連関表のガス業の繊維製品や対事業所サービスなど、業務のための資本費

を付加して推計を行った。投入係数もガス業を基準として 100 万円当たりの生産に必要な電力と

水を追加し、石油製品や一次産品としてのガスなどを除いた。今回用いた電解法による水素製造

の推計投入係数を付表 4 に示す。

　産業の化石燃料需要の代替シナリオにはいくつも可能性があるため、以上のシナリオはあくま

で一つの可能性を描いた暫定的なものである。

3.  需要と投資の波及効果を扱う産業連関モデルの構築と試算

　前章に述べた情報サービス、新型自動車、ZEH/ZEH-ready、貨物自動車等の 2030 年の投入係数、

ストック予測、資本係数、最終消費等が描く全体像を定量的に評価するための産業連関モデルを

構築する。

　基本的な構成は、通常の産業連関モデルに投資系列、資本ストックと生産関数を与えたもので

ある。ただし、2.2 で述べた企業向け情報サービスでは、固定係数の産業連関分析の拡張がなさ

れる。

　産業連関分析の基本式は、以下である。

x = Ax + ∑ kck + ∑ j I j + Ex-Im　　　（2）

　ここで x は産出額ベクトル、A は投入係数ベクトル、ck は主体 k（民間、政府、そのほか）の

消費ベクトル、Ij は部門 j の投資ベクトル、Ex は輸出、Im は輸入である。今回のモデルでは企

業向け情報サービス部門からの投入（SaaS 部門と呼ぶ）は固定係数でなく、投入額または賃金に

対する投入比が入る。

　ｔ期の部門ｊの付加価値生産額を、K j
t を資本ストック、L j

t を労働投入として、

Vj
t = fj (K j

t, L j
t
）　　　（3）

のように生産関数で表す。今回は代替弾力性が可変にできるよう CES 関数を用い、基本的に代

替弾力性を 0.3 としている。本モデルでは、t 期の第 j 部門への第 i 部門からの中間投入 Xij t
をこ

の付加価値に対する割合として定式化する。すなわち、

X i, j
t, = B (i, j) Vj

t
　　　（4）

とする。部門 j について，T 期の資本ストック K j
T
と T 期以前の t 期投資額 Iv j (t) には、技術進歩

率 g と除却率δを用いると
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K j
T = (1 － δ) K j

T-1 + ∑T
t = 0 (1-δ) T-t (1+g)t Ivj (t)　　　（5）

の関係がある。ただし、本モデルでは外生的な技術進歩率は仮定せず生産性の向上は、SaaS 部門

からの情報技術の導入のみによるとしている。

　財ｊの価格 Pj については、ここでは付加価値を基準として

Pj
t X j

t = ∑ i Pj
t X j

t + Vj
t
　　　（6）

とした。X j
t は t 期 j 部門の生産額である。ただし、この方法では同じ生産方式で原料費のみが上

昇する場合は扱えるが、火力発電から太陽電池への移行のように資本費の異なる技術の場合には

適用できず、価格は 1 kWh 当たりの費用を用いて調整する必要がある。

　労働投入は，労働供給合計 Lt を用い

Lt = ∑ j L j
t
　　　（7）

となる。消費については、基準となる将来消費 C i0 を人口などで外生的に与えておき、これに所

得弾性値による変化項を与える。GDP0 は基準時点の GDP を，GDPt は t 期の GDP を表す。

Ci = Ci 0
GDPt（　　　）GDP0

σi

,  GDPt = ∑ jVj
t
　　　（8）

　また、過剰な輸入や輸出を防ぐため、純輸出，純輸入とも GDP の λ 倍以下となる制約

|∑ i Imi
t － ∑ i Ex i

t |≦λGDPt　　　（9）

を加える。Im i
t，Ex i

t は t 期 i 部門の輸入および輸出を表す。以上が基本式であり、このほかに貿

易財でない産業（公務、医療等）では輸出を初期値に固定する等の追加的な条件が与えられる。

2.2「事業者向け情報サービス業」に述べた生産性増加の効果は、ここでは以下のように定式化

した。まず、労働生産性向上のための ICT 技術は、未導入企業があることから明らかなよう、必

ずしも生産の必須要素ではない。このため、固定係数の産業連関分析には適していない 5）。そこで、

これを独立した SaaS 部門と名付け、次のような仮定から定式化を行うこととした。

a. ICT 支出が 0 の場合を基準として、労働生産性が上昇する。

b. 賃金支払い額に対する ICT 支出比率により労働生産性は増加するが、次第に飽和し、費用

対効果が負に転ずれば投入はなされない。

　そこで、賃金支払い総額に対する情報化投入額の比率を Sとし、S に関して上に凸な関数 R= f(S)
によって生産性が増加するものとする。これを

R(S) = ASα (0 ＜ α ＜１)　　　（10）

5）既存文献では、「ICT 資本ストック」として通常の生産設備とは異質な資本ストックにより取り扱われる

ことが多い。ここでは情報サービス業からの投入をフローとして扱い、労働生産性増加をより明示的に

表現するため、「ICT 資本ストック」を用いない定式化を行った。
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で表すものとする。すなわち生産性は１+R(S) となる。この場合、j 部門の（3）式の生産関数は、

Vj = fj (K j, {1+R j (S j)}Lj)　　　（11）

に拡大され、併せて j 部門への SaaS 部門からの投入額は、XSaaS,j = Sj (PjL j) となる。このようにこ

のモデルは産業連関表において SaaS 部門からの賃金に対する投入比率をもととする投入行を設

けることで上記の関係を表現できるが、固定係数モデルではないため通常のレオンチェフ逆行列

による計算は適用できず、全体を非線形モデルで定式化することになる。この点は JFE5 モデル [5]
との相違点となる。

　最適な投入率S*は、R-Sを最大化する解として得られる。その時の生産性増加率をR*とすると、

S* ／ R*=α、A=R* ／ S*α　　　（12）

を得る。例えば、S*=0.15、R*=0.25 なら、A=0.78、α＝ 0.6 を得る。モデルでは、S*、R* はシナリ

オパラメータとして与えるが、ここでは、図 8 の業種別生産性増加率 2030 年値を R* の基準値に

用いる。

S* は、基準となる賃金に対する ICT 支出比率である。2015 年の産業連関表では、ICT 導入が進

んでいると考えられる金融保険業、情報通信業での情報サービス業からの投入額は、前者で投入

額が 1.48 兆円に対し売り上げが 35 兆円、賃金支払い額 12 兆円、後者では投入額が 6961 億円で、

賃金支払い額 7 兆円、売り上げは 18.5 兆円である。すなわち前者で賃金に対する情報サービス投

入は 12.2％、後者で 9.9％である。ここでは、今後の ICT 導入拡大を念頭に置き、賃金に対して 8％
の追加支出により図 8 の 2030 年値 Y* が見込まれるものと仮定した。

　なお、2015 年産業連関表基本表では、内生部門平均の情報サービス業支出の賃金支払い総額比

は 4.4％である。特に比率の大きい産業は、分類不明（113％）、固定電気通信（89％）、下水道（69％）、

移動電気通信（53％）、競輪・競馬（33％）、広告（32％）、パーソナルコンピュータ（29％）で

あるが、全部門の 79％は 5％未満、93％が 10％未満となっている。ICT 支出（投資を含む）の今

後の動向はなお調査が必要と考えられる。

　また、労働供給、生産額の分配のいずれにも制約があるため、必ずしも全産業で最適な X*、
Y* が実現されるとは限らないことに注意が必要である。

　最適化の目的関数は、付加価値和の最大化から SaaS 投入額を差し引いたとする。

　本モデルでは、2015年の 107部門表を用いている。これから、付加価値行に記述のない事務用品、

自家用道路輸送、住宅費（帰属家賃）をそれぞれ「そのほか製造業」「道路輸送」「住宅費」に統

合し、最終的に 104 部門に統合した。

　前章で述べたように、将来のゼロエミッション社会の経済を語るためには、鉄鋼業やセメント

業、化学工業などプロセス産業のシナリオが不可欠であるが、今回は以下のシナリオの下でシミュ

レーション計算を行い、情報サービス産業や新型自動車導入などの影響を見る。これらは独自の

シナリオ構築を目指すものではなく、本提案の各推計作業の整合性を確認するための一計算例と

して位置づけられる。

Scn-0（2015 年値）：初期値（2015）年値の再現。

Scn-1（2030 年値 BAU）：2030 年の労働投入量変化のみを与える。

Scn-2（ZEH/新自動車導入）：2030 年時点で第 2 章に述べた新型自動車、ZEH/ZEH-ready 住宅、

貨物自動車を導入。

Scn-3（情報サービス）：2.1 に述べた消費者向け情報サービス、SaaS による生産性向上、MaaS に

よる自家用車の置き換えが発生する。
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Scn-4（70％減電源構成）：LCS 2030 年 70％ CO2 排出削減の電源構成シナリオ [33] を導入。

Scn-5（産業部門燃料代替）：2.8 に述べた産業化石燃料消費代替が化学工業、製鉄業、石油製品業、

窯業を除く各産業の 1/3 まで普及する。また、鉄鋼業における電炉シェアが 50％まで上昇する。

104 部門のシミュレーションは多岐にわたるため、ここでは産出額、付加価値生産、石油製品

投入、電力投入の各シナリオ間の変化について示す。まず図 12 にケース・部門別の産出額変化

を示す。次いで、図 13 ～ 15 には付加価値生産額、石油製品、電力投入の 2015 年実績値からの

変化率を示す。

　図 13 の付加価値生産の変化では、2030 年まで SaaS による生産性向上のない Scn-1、Scn-2 では

成長は資本蓄積のみによってなされるため，年率 0.4％および 0.5％の成長にとどまる。SaaS によ

り労働生産性が改善される Scn-3、Scn-4、Scn-5 では、15 年間で約 28％，すなわち各々年率 1.6％、

1.7％、1.7％の増加となった。単価の高い新型自動車導入による乗用車部門の産出額上昇のほか、

日本が輸出競争力を持つ汎用機械、生産機械、産業用電気機器が成長している。これらの産業が

今後いかに国際競争力を保つかが課題である。

　石油製品業の 2030 年では、2015 年値に比べ単純延長の Scn-2 では 2015 年値から 18％成長し、

EV や ZEH が導入される場合、増加は 2.8％に抑制される。しかし SaaS で生産性が上昇したのち

は約 20％増加になる。石油製品の最終消費はいずれのシナリオでも 2015 年から低下しており、

Scn-1 で 2015 年値の 97％、Scn-2 で 77％、さらに Scn-3 以降では 57％に低下している。輸送部門

ではほぼシナリオ間では 11％低下（Scn-1）から 2.4％増加（Scn-4）の変化を見せるが、幅は小さ

い。これは貨物輸送では EV 化の範囲が限られていることによる。他方、化学工業全般で石油製

品需要が大きく増加し、約170％に達している。このように石油製品は燃料から材料生産に移行し、

全体としては需要削減に至っている。ただし、この場合、投入が直ちには CO2 排出上昇を導くと

は限らないため、ここにはさらにプロセスを追った検討が必要である。石油製品の電力施設建設

への投入も約 3 倍に増加しているが、もともと投入係数は 0.002 程度と小さく発電構成の変化が

比率に大きく影響している。

　図 15 は電力消費の変化を示した。全体的に電力化が進展するが、化学工業では成長が大きい

反面、電子機器では低下がみられる。これは、これらの産業では輸入が増え、生産が低下したた

めである。ガス業への投入が Scn-5 で突出し約 19.6 倍に増加しているが、これは、電解法による

水素製造導入の結果、製造業ガス最終消費の 1/3 の約 57 PJ だけを置き換えたためである。貨物

輸送業でも、一部に EV 化がされるため、比率として電力投入が増えている。「分類不明」業で

は石油製品の投入が 1,412,136 百万円に対して電力投入が 20,473 百万円と差が大きいことによる。

　このように、本提案書ではなおプロセス業の今後に課題が残るものの、それでも各産業のゼロ

エミッション化シナリオだけでなく、素材産業への波及が導かれた点など、産業連関分析の特徴

が活かされている。

4.  結論

　本提案書では、情報サービス産業や新型自動車、ZEH/ZEH-ready 等のゼロエミッション化に向

けて期待されるオプション導入が描く社会経済の全体像を産業連関モデルの上で定量的に表現す

ることを目的として、これらのオプション導入の 2030 年のストック変化、最終消費の変化、投

入係数ベクトル、資本係数ベクトルの変化を既存の文献調査に基づいて推計した。発電部門では、

これまでの研究があまり扱っていない資本費の導出について、電気事業者の有価証券報告書の資

産額や投資額、残価率の推計を行い、電源構成の変化が日本の経済にもたらす影響を、設備建設、

発電および投資の 3 面から評価できるようにした。冒頭に述べたよう、本提案書は現在 LCS で

進められている統合的な将来社会経済のシナリオ構築の一翼として位置づけられるものであり、
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シミュレーション結果は本作業の妥当性を確認するためのものである。以下の結果は、将来シナ

リオ構築のための一例である。

　まず、2030 年まで GDP 成長率は情報技術による生産性向上がない場合約年率 0.5％成長である

が、総務省調査の情報技術導入の生産性向上が普及するなら、1.7％ /年まで上昇した。

　今回の評価では、2030 年時点では、人口減少の影響のため新型自動車や ZEH の全ストックに

占める割合がまだ小さいが、それでもオプション全体では石油製品最終需要を 57％に減少させて

いる。しかし素材生産が増加したため、結果として国内石油製品需要の低下は 2015 年から約 2.3％
の低下にとどまった。

　総合エネルギー統計の産業部門の化石燃料最終消費についてゼロエミッション化に至る可能性

の一例を描き、産業連関表への導入を試みた。

　今回は主に情報化の影響など最終需要側に注目してゼロエミッション化のオプションを産業連

関分析に位置付け評価したが、今後の社会経済シナリオの構築に向けて、石油製品、化学工業、

鉄鋼業などプロセス系のゼロエミッション化評価および送配電部門などを含む電力部門の評価を

より詳細に調査し産業連関表の文脈に組み込む必要があることが示唆された。

5.  政策立案に向けた提案

　ゼロエミッション化のためには様々な新技術オプションが社会に浸透する必要があるのはいう

までもないが、ここに 2 つの問題を指摘できる。一つは、既存設備のストックの変化と新設備の

導入速度である。導入を急ぐ必要がある場合はそのためのインセンティブを制度として与える必

要がある。住宅や自動車では、人口減少により置き換えが次第に遅れる可能性のあることが見ら

れた。このため、ゼロエミッション化を急ぐうえでは、新設設備のゼロエミッション化だけでなく、

既存住宅への追加投資がどの程度の効果を持つかなど、ストックのリノベーションの可能性と技

術開発の推進を提案する。

　第二は、新製品導入の波及効果の問題である。今回、原料としての石油製品投入はむしろ増加

傾向にあった。これらは直ちに CO2 排出とはならないものの、最終処分の段階までに何らかの対

策が必要となる。また、新製品の生産による資源やエネルギー需要への波及効果はレオンチェフ

逆行列により広く扱われてきたが、生産だけでなく投資プロセスを通じた影響も考慮に入れるた

めには、投資主体が細分化された資本行列が必要となる。産業連関表は、このような視点からの

分析の基盤となる重要な統計であり、調査の拡大と迅速化が望まれる。
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⾲ 23 化▼⇞ᩱ製ရの産業用投入㔞[15]

▼Ἔ製ရ計(PJ) ガス計(PJ) ▼炭計(PJ) 化▼⇞ᩱ計(PJ) ⥲合計
(PJ)自ᐙⓎ㟁 ⵨ẼⓎ⏕᭱⤊需要自ᐙⓎ㟁⵨ẼⓎ⏕ ᭱⤊需要自ᐙⓎ㟁⵨ẼⓎ⏕ ᭱⤊需要 自ᐙⓎ㟁⵨ẼⓎ⏕᭱⤊需要

ー需要合計ࢠルࢿ࢚ 41.70* 6325.66 2967.1* 1072.63 2576.4* 925.70 5585.2* 8324. 13909.
ᐙᗞ用 482.98 400.85 0.00 883. 883.8
輸送用 3006.16 1.95 0.00 3008. 3008.1 

ー需要合計ࢠルࢿ࢚

(㝖ᐙᗞ・輸送用) 180.36 319.62 2836.52 159.78 222.42 731.77 289.13 306.22 1339.76 629.26 848.26 4908.05 6385.6

㎰ᯘ水産㖔ᘓタ業 0.07 0.00 280.60 0.01 0.01 7.66 0.00 0.00 0.06 0.08 0.02 288.33 288.4 
㎰業 0.00 0.00 116.42 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 116.47 116.5
ᯘ業 0.00 0.00 10.96 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 10.96 11.0
⁺業 0.00 0.00 46.24 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 46.24 46.2 
水産㣴Ṫ業 0.00 0.00 6.79 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 6.79 6.8
㖔業㺃᥇▼業㺃◁฼᥇

ྲྀ業
0.07 0.00 8.51 0.00 0.00 4.94 0.00 0.00 0.06 0.07 0.00 13.52 13.6

⥲合ᕤ事業 0.00 0.00 69.49 0.01 0.01 1.25 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 70.74 70.8
⫋ูᕤ事業 0.00 0.00 13.61 0.00 0.00 0.52 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 14.13 14.1 
タ備ᕤ事業 0.00 0.00 8.58 0.00 0.00 0.91 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 9.49 9.5
製造業 169.28 317.24 1964.46 100.57 204.50 332.23 213.03 306.22 1334.98 482.88 827.96 3631.68 4942.5 
㣗ᩱရ製造業 0.38 25.20 26.40 1.59 38.83 24.74 0.00 0.00 0.00 1.97 64.02 51.13 117.1 
㣧ᩱたࡇࡤ㣫ᩱ製造

業
0.13 6.80 6.89 2.90 18.77 5.82 0.00 0.00 0.02 3.03 25.57 12.73 41.3 

⧄⥔ᕤ業 6.74 14.44 6.45 10.61 11.88 6.14 7.08 16.25 0.00 24.44 42.57 12.59 79.6
ᮌᮦ㺃ᮌ製ရ製造業 0.01 1.04 3.80 0.13 0.30 0.74 0.00 0.00 0.00 0.14 1.34 4.54 6.0 
ᐙල㺃⿦備ရ製造業 0.01 0.21 1.04 0.01 0.15 0.59 0.00 0.00 0.00 0.01 0.36 1.63 2.0 
㺃⣬㺃⣬ຍᕤရࣉルࣃ

製造業
11.74 16.21 15.13 23.69 20.58 4.55 58.83 74.20 0.99 94.27 110.99 20.67 225.9 

༳ๅ㺃ྠ関連業 0.02 0.33 2.73 0.66 2.12 7.11 0.00 0.00 0.00 0.69 2.45 9.84 13.0
化Ꮫᕤ業 39.33 92.47 1680.63 25.79 47.34 48.26 45.69 95.32 55.63 110.80 235.14 1784.52 2130.5 
▼Ἔ製ရ㺃▼炭製ရ製

造業
96.06 128.81 12.70 1.41 1.48 2.23 2.18 4.20 0.00 99.66 134.49 14.93 249.1

製ရ製ࢡࢵࢳスࣛࣉ

造業
0.13 6.03 3.68 1.19 6.93 3.42 0.00 0.00 0.00 1.32 12.97 7.10 21.4

製ရ製造業࣒ࢦ 0.16 2.05 0.99 2.15 5.28 0.79 0.00 0.00 0.00 2.31 7.33 1.79 11.4 
⓶㠉製ရ㺃ẟ⓶製造業 0.00 0.07 0.18 0.00 0.01 0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.08 0.22 0.3
❔業㺃ᅵ▼製ရ製造業 7.33 6.24 86.79 1.26 5.00 31.29 29.13 3.71 144.18 37.71 14.95 262.26 314.9 
㕲㗰業 5.73 4.74 51.44 1.71 11.21 108.43 70.06 112.06 1124.02 77.50 128.01 1283.88 1489.4 
㠀㕲㔠ᒓ製造業 0.18 1.50 17.51 0.33 2.30 20.92 0.06 0.47 7.40 0.57 4.27 45.83 50.7
㔠ᒓ製ရ製造業 0.13 2.89 11.63 0.44 3.92 16.16 0.00 0.00 0.01 0.58 6.81 27.79 35.18 
機械製造業 1.18 7.89 35.16 26.66 27.91 50.06 0.00 0.00 2.74 27.84 35.81 87.96 151.6 
他製造業 0.02 0.32 1.32 0.05 0.48 0.94 0.00 0.00 0.00 0.06 0.80 2.26 3.1 

業ົ・サービス 11.21 2.38 381.01 59.41 18.10 351.83 76.10 0.00 4.78 146.72 20.48 737.62 904.8 
他分類不明 0.00 0.00 222.86 0.00 0.00 46.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 268.89 268.9 
බົ 0.20 0.00 12.42 0.22 0.20 5.98 0.00 0.00 0.07 0.42 0.20 18.47 19.1
ー需要ࢠルࢿ࢚ 180.36 319.62 1253.67 159.78 222.42 721.33 289.13 306.22 1319.56 629.26 848.26 3294.56 4772.1
㠀ࢿ࢚ルࢠー需要 0.00 0.00 1582.85 0.00 0.00 10.44 0.00 0.00 20.20 0.00 0.00 1613.49 1613.5
産業用化▼⇞ᩱᾘ費

(㝖 化Ꮫ・▼Ἔ化Ꮫ・

㕲㗰)
39.24 93.60 1091.75 130.87 162.39 572.85 171.20 94.63 160.12 341.31 350.62 1824.72 2516.6 

製造業化▼⇞ᩱᾘ費

(㝖 化Ꮫ・▼Ἔ化Ꮫ・

㕲㗰)
28.16 91.22 219.70 71.67 144.46 173.31 95.10 94.63 155.34 194.93 330.32 548.35 1073.6

（ὀ 1）➨ 1 ⾜のࠕ自ᐙⓎ㟁ࠖの㡯には、事業用Ⓨ㟁用投入㔞をグ㍕した。࡞お、ࡇࡇには化▼⇞ᩱ製ရ

。れるࡲྵࡀ炭▼ࡸཎἜࡃ࡞け࡛ࡔ

（ὀ 2）㉥Ꮠは、ࢭࣟࣉス๪産≀の฼用ࣟࣇーࡀᮍ᳨ウのため௒ᅇのࣥࣙࢩࢵ࣑࢚ࣟࢮ化࢜ࣜࢼࢩから㝖

እした㡯目を⾲ࡍ。

表 23　化石燃料製品の産業用投入量 [15]

（注 1）第 1 行の「自家発電」の項には、事業用発電用投入量を記載した。なお、ここには化石燃料製品だ

けでなく原油や石炭が含まれる。

（注 2）赤字は、プロセス副産物の利用フローが未検討のため今回のゼロエミッション化シナリオから除外

した項目を表す。
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表 24　産業用石油製品の内分けと電力化・バイオチップボイラ・水素バーナーへの置き換えのシナリオ

* 赤字は、プロセス副産物の利用フローが未検討のため今回のゼロエミッション化シナリオから除外した

項目を表す。
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⾲ 24 産業用▼Ἔ製ရのෆ分け࡜㟁ຊ化・ࣛ࢖࣎ࣉࢵࢳ࢜࢖ࣂ・水素ࣂーࢼー࡬の⨨ࡁ᥮࠼の࢜ࣜࢼࢩ

▼Ἔ製ရ ᭱⤊ᾘ費ෆヂ(PJ) 㟁ຊ化(TWh) ࢜࢖ࣂ

฼用(PJ) 
水素฼

用(PJ)ⅉ Ἔ ㍍ Ἔ 㔜 Ἔ その他 動ຊ HP 合計 自ᐙⓎ⛣⾜ 㟁ຊ需要ቑ

඲産業▼Ἔ製ရ需要

合計(㝖ᐙᗞ・輸送

用)
224.4 294.3 375.9 1941.9 30.88 167.3 198.1 61.2 259.3 350.6 179.6 

㎰ᯘ水産㖔ᘓタ業 23.4 96.2 110.0 51.0 10.09 12.1 22.2 0.0 22.2 0.0 7.6 
㎰業 15.5 17.3 63.4 20.2 1.81 6.5 8.3 0.0 8.3 0.0 0.0 
ᯘ業 1.7 5.7 1.3 2.3 0.60 0.3 0.9 0.0 0.9 0.0 0.0 
⁺業 0.0 8.8 36.7 0.7 0.92 2.5 3.4 0.0 3.4 0.0 0.0 
水産㣴Ṫ業 0.0 1.3 5.5 0.0 0.13 0.4 0.5 0.0 0.5 0.0 0.0 
㖔業㺃᥇▼業㺃◁฼᥇

ྲྀ業
0.1 7.5 0.8 0.1 0.79 0.1 0.9 0.0 0.9 0.0 4.9 

⥲合ᕤ事業 3.4 37.2 1.9 27.0 3.90 2.1 6.0 0.0 6.0 0.0 1.2 
⫋ูᕤ事業 1.7 11.5 0.2 0.2 1.20 0.1 1.3 0.0 1.3 0.0 0.5 
タ備ᕤ事業 1.0 7.0 0.4 0.3 0.73 0.1 0.8 0.0 0.8 0.0 0.9 
製造業 61.9 35.3 127.2 1740.1 3.70 126.9 130.6 46.9 177.6 330.3 172.0 
㣗ᩱရ製造業 5.0 1.1 10.3 10.1 0.11 1.7 1.8 0.2 2.0 64.0 24.7 
㣧ᩱたࡇࡤ㣫ᩱ製造

業
0.5 1.1 4.3 0.9 0.12 0.4 0.5 0.3 0.8 25.6 5.8 

⧄⥔ᕤ業 1.2 0.1 3.5 1.7 0.01 0.4 0.4 2.4 2.8 42.6 6.1 
ᮌᮦ㺃ᮌ製ရ製造業 0.7 2.5 0.5 0.0 0.26 0.1 0.3 0.0 0.4 1.3 0.7 
ᐙල㺃⿦備ရ製造業 0.4 0.2 0.1 0.4 0.02 0.1 0.1 0.0 0.1 0.4 0.6 
㺃⣬㺃⣬ຍᕤရࣉルࣃ

業
0.5 0.4 11.4 2.8 0.04 1.0 1.0 9.2 10.2 111.0 4.6 

༳ๅ㺃ྠ関連業 0.5 0.1 0.3 1.9 0.01 0.2 0.2 0.1 0.2 2.5 7.1 
化Ꮫᕤ業 31.5 6.6 28.7 1613.9 0.69 110.1 110.8 10.8 121.6 0.0 0.0 
▼Ἔ製ရ㺃▼炭製ရ

製造業
1.2 1.5 10.0 0.0 0.16 0.7 0.9 9.7 10.6 0.0 0.0 

製ရ製ࢡࢵࢳスࣛࣉ

造業
0.6 0.4 1.3 1.4 0.04 0.2 0.3 0.1 0.4 13.0 3.4 

製ရ製造業࣒ࢦ 0.1 0.1 0.5 0.3 0.01 0.1 0.1 0.2 0.3 7.3 0.8 
⓶㠉製ရ㺃ẟ⓶製造

業
0.1 0.0 0.0 0.0 0.00 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 

❔業㺃ᅵ▼製ရ製造

業
2.2 13.2 29.8 41.5 1.39 4.8 6.2 3.7 9.9 15.0 31.3 

㕲㗰業 4.2 2.8 9.3 35.1 0.29 3.2 3.5 7.5 11.0 0.0 0.0 
㠀㕲㔠ᒓ製造業 2.1 0.6 8.6 6.2 0.06 1.1 1.2 0.1 1.2 4.3 20.9 
㔠ᒓ製ရ製造業 3.2 1.2 1.3 5.9 0.13 0.7 0.8 0.1 0.9 6.8 16.2 
機械製造業 7.4 3.3 7.0 17.5 0.35 2.1 2.4 2.7 5.1 35.8 50.1 
他製造業 0.5 0.2 0.4 0.2 0.02 0.1 0.1 0.0 0.1 0.8 0.9 
業ົ・サービス 120.0 42.9 143.6 74.5 4.50 22.2 26.7 14.3 41.0 20.3 0.0 
分類不明(産業) 21.9 121.3 3.0 76.6 12.73 6.7 19.4 0.0 19.4 0.0 0.0 
බົ 2.8 1.4 7.9 0.3 0.15 0.7 0.9 0.0 0.9 0.2 0.0 
඲産業▼Ἔ製ရᾘ費

(㝖化Ꮫ・▼Ἔ化Ꮫ・

㕲㗰)
187.5 283.4 327.9 292.8 29.74 53.2 82.9 33.2 116.1 350.6 179.6 

製造業▼Ἔ製ရᾘ費

(㝖化Ꮫ・▼Ἔ化Ꮫ・

㕲㗰)
25.1 24.4 79.2 91.0 2.57 12.8 15.4 19.0 34.4 330.3 172.0 

* ㉥Ꮠは、ࢭࣟࣉス๪産≀の฼用ࣟࣇーࡀᮍ᳨ウのため௒ᅇのࣥࣙࢩࢵ࣑࢚ࣟࢮ化࢜ࣜࢼࢩから㝖እした

㡯目を⾲ࡍ。
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https://www.jst.go.jp/lcs/pdf/webinar20210611-1.pdf,（アクセス日 2021 年 10 月 10 日）．
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௜⾲ 1 ᥎計した᪂ᆺ自動車の投入ಀᩘ ⣖ᮧ[2]にᇶ࡙ࡃ

㒊㛛ࢥー

ࢻ
産業 HV PHV EV CEV 現⾜஌用車

151 ⧄⥔ᕤ業製ရ 0.0006 0.0005 0.0005 0.0006 0.0008 
152 ⾰᭹・その他の⧄⥔᪤製ရ 0.0018 0.0015 0.0015 0.0016 0.0022 
162 ᐙල・⿦備ရ 0.0002 0.0002 0.0002 0.0002 0.0003 
191 ༳ๅ・製∧・製ᮏ 0.0011 0.0009 0.0010 0.0010 0.0013 
202 ↓機化Ꮫᕤ業製ရ 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 0.0001 
208 化Ꮫ᭱⤊製ရ（㝖་⸆ရ） 0.0043 0.0036 0.0037 0.0038 0.0051 
211 ▼Ἔ製ရ 0.0005 0.0004 0.0004 0.0006 0.0006 
製ရࢡࢵࢳスࣛࣉ 221 0.0197 0.0165 0.0167 0.0377 0.0233 
製ရ࣒ࢦ 222 0.0115 0.0097 0.0098 0.0146 0.0136 
251 ガࣛス・ガࣛス製ရ 0.0093 0.0078 0.0079 0.0118 0.0110 
259 その他の❔業・ᅵ▼製ရ 0.0014 0.0012 0.0012 0.0018 0.0017 
262 㗰ᮦ 0.0287 0.0240 0.0243 0.0135 0.0338 
263 㗪㘫造ရ（㕲） 0.0004 0.0003 0.0003 0.0002 0.0004 
269 その他の㕲㗰製ရ 0.0042 0.0035 0.0036 0.0027 0.0050 
272 㠀㕲㔠ᒓຍᕤ製ရ 0.0052 0.0044 0.0044 0.0066 0.0062 
289 その他の㔠ᒓ製ရ 0.0032 0.0027 0.0027 0.0040 0.0038 
291 はࢇ用機械 0.0003 0.0003 0.0003 0.0000 0.0004 
301 ⏕産用機械 0.0003 0.0002 0.0002 0.0003 0.0003 
311 業ົ用機械 0.0001 0.0001 0.0001 0.0002 0.0002 
329 その他の㟁Ꮚ㒊ရ 0.0005 0.0004 0.0004 0.0006 0.0005 
331 産業用㟁Ẽ機ჾ 0.0663 0.0520 0.0418 0.0624 0.0209 
333 㟁Ꮚᛂ用⿦⨨・㟁Ẽ計 ჾ 0.0040 0.0040 0.0037 0.0055 0.0000 
339 その他の㟁Ẽ機械 0.0586 0.0327 0.0792 0.0176 0.0164 
341 ㏻ಙ・ᫎീ・㡢㡪機ჾ 0.0151 0.0127 0.0128 0.0191 0.0178 
353 自動車㒊ရ・ྠ㝃ᒓရ 0.4976 0.4172 0.3069 0.4578 0.5872 
391 その他の製造ᕤ業製ရ 0.0005 0.0004 0.0004 0.0006 0.0006 
412 ᘓタ⿵修 0.0002 0.0002 0.0002 0.0002 0.0002 
461 㟁ຊ 0.0046 0.0039 0.0039 0.0059 0.0055 
462 ガス・⇕౪⤥ 0.0013 0.0011 0.0011 0.0016 0.0015 
471 水㐨 0.0003 0.0002 0.0002 0.0004 0.0003 
511 ၟ業 0.0157 0.0132 0.0134 0.0199 0.0186 
531 㔠⼥・ಖ㝤 0.0032 0.0027 0.0027 0.0040 0.0038 
551 不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.0008 0.0007 0.0007 0.0010 0.0010 
571 㕲㐨輸送 0.0005 0.0004 0.0004 0.0006 0.0005 
572 㐨㊰輸送 0.0100 0.0084 0.0085 0.0127 0.0118 
574 水㐠 0.0022 0.0019 0.0019 0.0028 0.0026 
575 ⯟✵輸送 0.0002 0.0002 0.0002 0.0003 0.0002 
576 ㈌≀฼用㐠送 0.0009 0.0007 0.0007 0.0011 0.0010 
577 ಴ᗜ 0.0012 0.0010 0.0010 0.0015 0.0014 
591 ㏻ಙ 0.0001 0.0001 0.0001 0.0002 0.0002 
593 ᝟ሗサービス 0.0015 0.0013 0.0013 0.0019 0.0018 
㝃㝶サービࢺࢵࢿーࢱࣥ࢖ 594

ス

0.0002 0.0002 0.0002 0.0003 0.0003 
595 ᫎീ・㡢ኌ・ᩥᏐ᝟ሗไస 0.0003 0.0002 0.0002 0.0004 0.0003 
659 他に分類ࡉれ࡞い会ဨไᅋ

య

0.0002 0.0002 0.0002 0.0002 0.0002 
661 ≀ရ㈤㈚サービス 0.0025 0.0021 0.0021 0.0031 0.0029 
662 広告 0.0062 0.0052 0.0053 0.0078 0.0073 
663 自動車整備・機械修理 0.0020 0.0017 0.0017 0.0025 0.0024 
669 その他の対事業所サービス 0.0087 0.0073 0.0074 0.0110 0.0102 
691 分類不明 0.0003 0.0003 0.0003 0.0004 0.0004 

現⾜஌用車࡜の౯᱁ẚ 1.180 1.407 1.438 0.931 1.000 
* 㯤Ⰽ࡛࣐ーࡉࢡれた 331, 333, 339 㒊㛛は投入に୺要࡞変化のࡗ࠶た㒊㛛を♧ࡍ。

付表 1　推計した新型自動車の投入係数　紀村 [3] に基づく

* 黄色でマークされた 331, 333, 339 部門は投入に主要な変化のあった部門を示す。
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௜⾲ 2 ᥎計ࡉれた㈌≀自動車製造㒊㛛の投入ಀᩘ

その他の自動車 PIHV-㈌≀(ᑠᆺ) EV-㈌≀(㍍)
⧄⥔ᕤ業製ရ 0.00005 0.00004 0.00054 
⾰᭹・その他の⧄⥔᪤製ရ 0.00073 0.00053 0.00155 
ᮌᮦ・ᮌ製ရ 0.00048 0.00035 0.00003 
ᐙල・⿦備ရ 0.00034 0.00024 0.00018 
⣬ຍᕤရ 0.00005 0.00004 0.00004 
༳ๅ・製∧・製ᮏ 0.00084 0.00061 0.00095 
↓機化Ꮫᕤ業製ရ 0.00002 0.00001 0.00009 
᭷機化Ꮫᕤ業製ရ（▼Ἔ化Ꮫ⣔ᇶ♏製ရ・合ᡂᶞ⬡を㝖ࡃ。） 0.00007 0.00005 0.00002 
化Ꮫ᭱⤊製ရ（་⸆ရを㝖ࡃ。） 0.00896 0.00649 0.00365 
▼Ἔ製ရ 0.00068 0.00049 0.00041 
製ရࢡࢵࢳスࣛࣉ 0.00629 0.00456 0.01675 
製ရ࣒ࢦ 0.02400 0.01740 0.00979 
⓶めし㠉・㠉製ရ・ẟ࡞ 0.00007 0.00005 0.00007 
ガࣛス・ガࣛス製ရ 0.00400 0.00290 0.00793 
その他の❔業・ᅵ▼製ရ 0.00058 0.00042 0.00120 
㗰ᮦ 0.05319 0.03856 0.02434 
㗪㘫造ရ（㕲） 0.00042 0.00031 0.00031 
その他の㕲㗰製ရ 0.00469 0.00340 0.00358 
㠀㕲㔠ᒓຍᕤ製ရ 0.00982 0.00712 0.00443 
その他の㔠ᒓ製ရ 0.00716 0.00519 0.00270 
はࢇ用機械 0.00104 0.00075 0.00026 
⏕産用機械 0.00040 0.00029 0.00022 
業ົ用機械 0.00021 0.00015 0.00012 
その他の㟁Ꮚ㒊ရ 0.00044 0.00032 0.00038 
産業用㟁Ẽ機ჾ 0.00737 0.04319 0.04180 
㟁Ꮚᛂ用⿦⨨・㟁Ẽ計 ჾ 0.00000 0.00408 0.00367 
その他の㟁Ẽ機械 0.00805 0.02735 0.07921 
㏻ಙ・ᫎീ・㡢㡪機ჾ 0.00856 0.00620 0.01283 
その他の自動車 0.04220 0.03059 0.00000 
自動車㒊ရ・ྠ㝃ᒓရ 0.52859 0.38317 0.30690 
その他の製造ᕤ業製ရ 0.00071 0.00042 0.00040 
ᘓタ⿵修 0.00076 0.00055 0.00016 
㟁ຊ 0.00456 0.00330 0.00394 
ガス・⇕౪⤥ 0.00505 0.00366 0.00110 
水㐨 0.00035 0.00025 0.00024 
ᗫᲠ≀ฎ理 0.00015 0.00011 0.00002 
ၟ業 0.01710 0.01239 0.01337 
㔠⼥・ಖ㝤 0.00333 0.00241 0.00270 
不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.00066 0.00048 0.00070 
㕲㐨輸送 0.00034 0.00025 0.00039 
㐨㊰輸送 0.01292 0.00867 0.00852 
水㐠 0.00278 0.00201 0.00188 
⯟✵輸送 0.00024 0.00018 0.00017 
㈌≀฼用㐠送 0.00106 0.00077 0.00075 
಴ᗜ 0.00142 0.00103 0.00101 
㐠輸㝃ᖏサービス 0.00081 0.00059 0.00007 
㏻ಙ 0.00022 0.00016 0.00011 
᝟ሗサービス 0.00104 0.00075 0.00128 
㝃㝶サービスࢺࢵࢿーࢱࣥ࢖ 0.00027 0.00019 0.00020 
ᫎീ・㡢ኌ・ᩥᏐ᝟ሗไస 0.00037 0.00027 0.00024 
ᩍ⫱ 0.00018 0.00013 0.00008 
他に分類ࡉれ࡞い会ဨไᅋయ 0.00027 0.00020 0.00016 
≀ရ㈤㈚サービス 0.00265 0.00192 0.00208 
広告 0.00757 0.00549 0.00526 
自動車整備・機械修理 0.00286 0.00207 0.00170 
その他の対事業所サービス 0.01500 0.01088 0.00736 
その他の対個人サービス 0.00008 0.00006 0.00004 
分類不明 0.00088 0.00064 0.00027 
ෆ⏕㒊㛛計 0.80149 0.64365 0.57817 
計 1.00000 1.00000 1.00000 

付表 2　推計された貨物自動車製造部門の投入係数
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௜⾲ 3-(1) ᥎計㟁ຊタ備ᘓタ投入ಀᩘ

㟁ຊタ備ᘓタ投入ಀᩘ
ཎᏊຊⓎ㟁

᪋タᘓタ

ⅆຊⓎ㟁᪋

タᘓタ

水ຊⓎ㟁᪋

タᘓタ

ኴ㝧ගⓎ㟁᪋

タᘓタ

㢼ຊⓎ㟁᪋

タᘓタ

ᆅ⇕他Ⓨ㟁᪋

タᘓタ

送配㟁᪋タ

ᘓタ

その他の㖔業 0.00379 0.00379 0.00379 0.00292 0.00334 0.01101 0.00309 
⧄⥔ᕤ業製ရ 0.00003 0.00003 0.00003 0.00002 0.00002 0.00002 0.00006 
⾰᭹・その他の⧄⥔᪤製ရ 0.00104 0.00104 0.00104 0.00085 0.00092 0.00075 0.00213 
ᮌᮦ・ᮌ製ရ 0.00057 0.00057 0.00057 0.00058 0.00051 0.00042 0.00425 
ᐙල・⿦備ရ 0.00008 0.00008 0.00008 0.00025 0.00007 0.00006 0.00010 
༳ๅ・製∧・製ᮏ 0.00021 0.00021 0.00021 0.00017 0.00018 0.00015 0.00043 
化Ꮫ⫧ᩱ 0.00012 0.00012 0.00012 0.00009 0.00010 0.00008 0.00007 
↓機化Ꮫᕤ業製ရ 0.00073 0.00073 0.00073 0.00056 0.00065 0.00053 0.00038 
化Ꮫ᭱⤊製ရ（་⸆ရを㝖ࡃ） 0.00138 0.00138 0.00138 0.00103 0.00122 0.00100 0.00039 
▼Ἔ製ရ 0.00195 0.00195 0.00195 0.00158 0.00172 0.00141 0.00367 
▼炭製ရ 0.00373 0.00373 0.00373 0.00302 0.00329 0.00270 0.00709 
製ရࢡࢵࢳスࣛࣉ -0.00014 -0.00014 -0.00014 0.00041 -0.00013 -0.00010 0.01409 
製ရ࣒ࢦ 0.00157 0.00157 0.00157 0.00117 0.00139 0.00114 0.00009 
ガࣛス・ガࣛス製ရ 0.00002 0.00002 0.00002 0.00002 0.00002 0.00001 0.00030 
他製ရࢺ࣓ࣥࢭ 0.01503 0.01503 0.01503 0.01178 0.01326 0.01317 0.01765 
㝡☢ჾ 0.00055 0.00055 0.00055 0.00075 0.00049 0.00040 0.00932 
他❔業・ᅵ▼製ရ 0.00009 0.00009 0.00009 0.00012 0.00008 0.00006 0.00150 
㖧㕲・⢒㗰 -0.00007 -0.00007 -0.00007 -0.00006 -0.00007 -0.00005 -0.00009 
㗰ᮦ 0.00959 0.00959 0.00959 0.02282 0.00846 0.01760 0.01811 
㗪㘫造ရ（㕲） 0.00015 0.00015 0.00015 0.00011 0.00013 0.00622 0.00001 
その他の㕲㗰製ရ 0.00008 0.00008 0.00008 0.00006 0.00007 0.00005 0.00011 
㠀㕲㔠ᒓຍᕤ製ရ 0.06265 0.06265 0.06265 0.04894 0.10314 0.04535 0.06942 
ᘓタᘓ⠏用㔠ᒓ製ရ 0.03914 0.03914 0.03914 0.09312 0.03453 0.07183 0.07391 
その他の㔠ᒓ製ရ 0.00587 0.00587 0.00587 0.00444 0.00518 0.00425 0.00261 
はࢇ用機械 0.00583 0.00583 0.00583 0.00439 0.00514 0.00422 0.00205 
⏕産用機械 0.00002 0.00002 0.00002 0.00001 0.00002 0.00001 0.00000 
その他の㟁Ꮚ㒊ရ 0.00008 0.00008 0.00008 0.00006 0.00013 0.00006 0.00000 
産業用㟁Ẽ機ჾ 0.00726 0.00726 0.00726 0.01558 0.01197 0.00526 0.00036 
㟁Ꮚᛂ用・㟁Ẽ計 ჾ 0.00032 0.00032 0.00032 0.00243 0.00053 0.00023 0.00002 
その他の㟁Ẽ機械 0.00308 0.00308 0.00308 0.00761 0.00508 0.00223 0.00004 
㏻ಙ・ᫎീ・㡢㡪機ჾ 0.00154 0.00154 0.00154 0.00127 0.00253 0.00111 0.00365 
その他の製造ᕤ業製ရ 0.00198 0.00198 0.00198 0.00162 0.00175 0.00143 0.00407 
ᘓタ⿵修 0.00026 0.00026 0.00026 0.00021 0.00023 0.00019 0.00054 
㟁ຊ 0.00106 0.00106 0.00106 0.00093 0.00094 0.00077 0.00386 
ガス・⇕౪⤥ 0.00017 0.00017 0.00017 0.00015 0.00015 0.00012 0.00060 
水㐨 0.00024 0.00024 0.00024 0.00021 0.00021 0.00017 0.00089 
ᗫᲠ≀ฎ理 0.00354 0.00354 0.00354 0.00286 0.00312 0.00256 0.00646 
ၟ業 0.01153 0.01153 0.01153 0.05369 0.01237 0.01529 0.01638 
㔠⼥・ಖ㝤 0.01189 0.01189 0.01189 0.00972 0.01049 0.00861 0.02500 
不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.00076 0.00076 0.00076 0.00062 0.00067 0.00055 0.00157 
㕲㐨輸送 0.00046 0.00046 0.00046 0.00037 0.00041 0.00042 0.00093 
㐨㊰輸送 0.01865 0.01865 0.01865 0.02443 0.07928 0.01646 0.03161 
水㐠 0.00068 0.00068 0.00068 0.00115 0.00065 0.00132 0.00113 
⯟✵輸送 0.00021 0.00021 0.00021 0.00017 0.00019 0.00015 0.00043 
㈌≀฼用㐠送 0.00062 0.00062 0.00062 0.00070 0.00059 0.00081 0.00114 
಴ᗜ 0.00078 0.00078 0.00078 0.00110 0.00094 0.00189 0.00096 
㐠輸㝃ᖏサービス 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
㒑便・ಙ書便 0.00043 0.00043 0.00043 0.00035 0.00038 0.00031 0.00089 
㏻ಙ 0.00365 0.00365 0.00365 0.00297 0.00322 0.00264 0.00746 
ᨺ送 0.00005 0.00005 0.00005 0.00004 0.00004 0.00004 0.00010 
᝟ሗサービス 0.00167 0.00167 0.00167 0.00136 0.00148 0.00121 0.00342 
サービスࢺࢵࢿーࢱࣥ࢖ 0.00002 0.00002 0.00002 0.00001 0.00001 0.00001 0.00003 
ᫎീ・㡢ኌ・ᩥᏐ᝟ሗไస 0.00088 0.00088 0.00088 0.00071 0.00078 0.00064 0.00159 
ᩍ⫱ 0.00010 0.00010 0.00010 0.00008 0.00009 0.00008 0.00021 
ಖ೺⾨⏕ 0.00001 0.00001 0.00001 0.00001 0.00001 0.00001 0.00000 
他会ဨไᅋయ 0.00044 0.00044 0.00044 0.00036 0.00038 0.00032 0.00089 
≀ရ㈤㈚サービス 0.05826 0.05826 0.05826 0.04489 0.05140 0.04217 0.04752 
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広告 0.00074 0.00074 0.00074 0.00061 0.00066 0.00054 0.00152 
自動車整備・機械修理 0.00344 0.00344 0.00344 0.00272 0.00304 0.00249 0.00467 
他対事業所サービス 0.01107 0.01107 0.01107 0.08105 0.00478 0.20077 0.00007 
洗濯・理容・美容他 0.00003 0.00003 0.00003 0.00002 0.00003 0.00002 0.00006 
他の対個人サービス 0.00015 0.00015 0.00015 0.00013 0.00013 0.00011 0.00057 
分類不明 0.00892 0.00892 0.00892 0.00727 0.00787 0.00646 0.01829 
ෆ⏕㒊㛛計 0.30914 0.30914 0.30914 0.46678 0.39041 0.49988 0.41811 
ᐙ計እᾘ費ᨭฟ（⾜） 0.01399 0.01399 0.01399 0.01073 0.01235 0.01013 0.01007 
㞠用⪅所ᚓ 0.54465 0.54465 0.54465 0.42088 0.48058 0.39428 0.47672 
Ⴀ業వ๫ 0.00368 0.00368 0.00368 0.00302 0.00325 0.00267 0.00265 
㈨ᮏῶ⪖ᘬᙜ 0.09072 0.09072 0.09072 0.06959 0.08005 0.06567 0.06525 
㛫᥋⛯（関⛯・輸入ရၟရ⛯を㝖

（ࡃ
0.04014 0.04014 0.04014 0.03079 0.03542 0.02906 0.02887 

（᥍㝖）⤒ᖖ⿵ຓ㔠 -0.00232 -0.00232 -0.00232 -0.00178 -0.00205 -0.00168 -0.00167 
⢒௜ຍ౯್㒊㛛計 0.69086 0.69086 0.69086 0.53322 0.60959 0.50012 0.58189 
ᅜෆ⏕産㢠 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 
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௜⾲ 3-(2) ᥎計㟁ຊ㒊㛛投入ಀᩘ

㟁ຊ㒊㛛投入ಀᩘ ཎᏊຊ ⅆຊ 水ຊ ኴ㝧ග 㢼ຊ ᆅ⇕他 送配㟁他

▼炭・ཎἜ・ኳ↛ガス 0.00000 0.48476 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
その他の㖔業 0.00000 -0.00002 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
⾰᭹・その他の⧄⥔᪤製ရ 0.00035 0.00006 0.00037 0.00000 0.00023 0.00013 0.00014 
ᮌᮦ・ᮌ製ရ 0.00003 0.00397 0.00002 0.00000 0.00000 0.00000 0.00006 
ᐙල・⿦備ရ 0.00011 0.00040 0.00068 0.00001 0.00059 0.00034 0.00113 
༳ๅ・製∧・製ᮏ 0.00230 0.00046 0.00071 0.00001 0.00098 0.00056 0.00301 
化Ꮫ⫧ᩱ 0.00000 0.00021 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
↓機化Ꮫᕤ業製ရ 0.00000 0.00001 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
▼Ἔ製ရ 0.00067 0.05837 0.00139 0.00000 0.00001 0.00000 0.00003 
▼炭製ရ 0.00000 0.03357 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
⓶めし㠉・㠉製ရ・ẟ࡞ 0.00003 0.00006 0.00001 0.00000 0.00000 0.00000 0.00006 
その他の❔業・ᅵ▼製ရ 0.00000 0.00004 0.00013 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
㠀㕲㔠ᒓ製㘐・⢭製 0.00052 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
㠀㕲㔠ᒓຍᕤ製ရ 0.00273 0.00006 0.00046 0.00000 0.00000 0.00000 0.00070 
その他の㔠ᒓ製ရ 0.00098 0.00015 0.00073 0.00000 0.00000 0.00000 0.00051 
その他の製造ᕤ業製ရ 0.00007 0.00001 0.00013 0.00000 0.00008 0.00005 0.00008 
෌⏕㈨※ᅇ཰・ຍᕤฎ理 0.00000 0.01192 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
ᘓタ⿵修 0.00909 0.00877 0.00615 0.00974 0.00705 0.00859 0.02168 
㟁ຊ 0.17845 0.13317 0.19466 0.03424 0.00333 0.06207 0.00000 
ガス・⇕౪⤥ 0.00061 0.00203 0.00020 0.00000 0.00019 0.00011 0.00082 
水㐨 0.00071 0.00013 0.00082 0.00001 0.00060 0.00034 0.00077 
ᗫᲠ≀ฎ理 0.11342 0.01734 0.00134 0.00001 0.00084 0.00048 0.00055 
ၟ業 0.00227 0.02641 0.00189 0.00001 0.00102 0.00058 0.00235 
㔠⼥・ಖ㝤 0.01027 0.01339 0.01855 0.00004 0.00410 0.00234 0.03005 
不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.00593 0.00110 0.00603 0.00006 0.00571 0.00325 0.01220 
㕲㐨輸送 0.00038 0.00064 0.00006 0.00000 0.00021 0.00012 0.00088 
㐨㊰輸送 0.00576 0.02231 0.00288 0.00004 0.00330 0.00188 0.00889 
水㐠 0.00001 0.00999 0.00005 0.00000 0.00002 0.00001 0.00003 
⯟✵輸送 0.00102 0.00006 0.00110 0.00000 0.00011 0.00006 0.00052 
㈌≀฼用㐠送 0.00002 0.00190 0.00002 0.00000 0.00001 0.00000 0.00002 
಴ᗜ 0.00007 0.01651 0.00002 0.00000 0.00002 0.00001 0.00005 
㒑便・ಙ書便 0.00177 0.00048 0.00000 0.00000 0.00039 0.00022 0.00197 
㏻ಙ 0.00029 0.00020 0.00018 0.00000 0.00022 0.00012 0.00060 
ᨺ送 0.00001 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00001 
᝟ሗサービス 0.00858 0.00647 0.00754 0.00009 0.00826 0.00471 0.02089 
㝃㝶サービスࢺࢵࢿーࢱࣥ࢖ 0.00003 0.00001 0.00000 0.00000 0.00001 0.00000 0.00003 
ᫎീ・㡢ኌ・ᩥᏐ᝟ሗไస 0.00071 0.00007 0.00046 0.00000 0.00011 0.00007 0.00085 
බົ 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
ᩍ⫱ 0.00132 0.00013 0.00055 0.00001 0.00059 0.00034 0.00146 
ಖ೺⾨⏕ 0.00239 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
社会ಖ㝤・社会⚟♴ 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 
他に分類ࡉれ࡞い会ဨไᅋయ 0.00136 0.00030 0.00093 0.00001 0.00100 0.00057 0.00248 
≀ရ㈤㈚サービス 0.00823 0.00163 0.00545 0.00005 0.00460 0.00262 0.00821 
広告 0.00151 0.00143 0.00311 0.00003 0.00265 0.00151 0.00482 
自動車整備・機械修理 0.06850 0.00056 0.04982 0.05314 0.03844 0.04683 0.07391 
その他の対事業所サービス 0.10118 0.01242 0.07864 0.00057 0.05260 0.02996 0.05997 
洗濯・理容・美容・浴場業 0.00005 0.00004 0.00001 0.00000 0.00002 0.00001 0.00008 
その他の対個人サービス 0.00003 0.00000 0.00008 0.00000 0.00004 0.00002 0.00008 
分類不明 0.00380 0.00196 0.00073 0.00002 0.00155 0.00088 0.00591 
ෆ⏕㒊㛛計 0.53558 0.87383 0.38590 0.09809 0.13890 0.16880 0.26583 
ᐙ計እᾘ費ᨭฟ（⾜） 0.02244 0.00271 0.02513 0.00060 0.03699 0.02424 0.01832 
㞠用⪅所ᚓ 0.07757 0.04145 0.12626 0.00070 0.10392 0.02295 0.13574 
㈨ᮏῶ⪖ᘬᙜ 1.05697 0.04052 0.35006 0.73092 0.60325 3.95733 0.51879 
㛫᥋⛯（関⛯・輸入ရၟရ⛯を㝖ࡃ） 0.04762 0.00859 0.08202 0.00208 0.12850 0.08420 0.07802 
（᥍㝖）⤒ᖖ⿵ຓ㔠 -0.00013 0.00000 -0.00025 0.00000 -0.00029 -0.00019 -0.00001 
⢒௜ຍ౯್㒊㛛計 0.46442 0.12617 0.61410 0.90191 0.86110 0.83120 0.73417 
ᅜෆ⏕産㢠 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 
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௜⾲ 3-(3) ᥎計㟁ຊ㒊㛛㈨ᮏಀᩘ

㈨ᮏಀᩘ⾜ิ ⅆຊ計 ཎᏊຊⓎ㟁 水ຊⓎ㟁 㢼ຊⓎ㟁 ኴ㝧ගⓎ㟁
他෌⏕ྍ⬟ࢿ࢚

ルࢠー฼用Ⓨ㟁
送配㟁タ備 業ົ他

⾰᭹・その他の⧄⥔᪤

製ရ
0.00001 0.00000 0.00002 0.00002 0.00002 0.00002 0.00003 0.00004 

ᮌᮦ・ᮌ製ရ 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 

ᐙල・⿦備ရ 0.00007 0.00003 0.00015 0.00014 0.00015 0.00014 0.00017 0.00027 
㠀㕲㔠ᒓຍᕤ製ရ(᰾⇞

ᩱ) 0.00000 0.77471 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 

ᘓタ用・ᘓ⠏用㔠ᒓ製

ရ
0.00001 0.00000 0.00001 0.00001 0.00001 0.00001 0.00002 0.00000 

その他の㔠ᒓ製ရ 0.00006 0.00002 0.00013 0.00010 0.00009 0.00009 0.00017 0.00005 

はࢇ用機械 0.53697 0.09016 0.30019 0.18282 0.00044 0.36815 0.00727 0.00208 

⏕産用機械 0.00123 0.00030 0.00139 0.00054 0.00043 0.00118 0.00174 0.00050 

業ົ用機械 0.00198 0.00075 0.00434 0.00153 0.00042 0.00154 0.00257 0.00117 

産業用㟁Ẽ機ჾ 0.19259 0.03256 0.10938 0.18621 0.16335 0.16905 0.45698 0.01069 

Ẹ⏕用㟁Ẽ機ჾ 0.00007 0.00003 0.00015 0.00014 0.00014 0.00014 0.00017 0.00026 
㟁Ꮚᛂ用⿦⨨・㟁Ẽ計

 ჾ
0.00261 0.00099 0.00570 0.00310 0.00247 0.00310 0.00557 0.00159 

その他の㟁Ẽ機械 0.00808 0.00307 0.01768 0.00020 0.29314 0.00020 0.00036 0.00010 

㏻ಙ・ᫎീ・㡢㡪機ჾ 0.00191 0.00072 0.00417 0.00396 0.00394 0.00394 0.00501 0.00787 
㟁Ꮚ計⟬機・ྠ㝃ᒓ⿦

⨨
0.00252 0.00096 0.00551 0.00521 0.00521 0.00521 0.00602 0.00945 

஌用車 0.00079 0.00030 0.00173 0.00164 0.00164 0.00164 0.00190 0.00298 

その他の自動車 0.00088 0.00033 0.00192 0.00181 0.00181 0.00182 0.00210 0.00329 
その他の輸送機械・ྠ

修理
0.00013 0.00005 0.00029 0.00000 0.00000 0.00012 0.00015 0.00004 

その他の製造ᕤ業製ရ 0.00017 0.00006 0.00037 0.00027 0.00026 0.00026 0.00047 0.00013 

ᘓ⠏ 0.02653 0.01008 0.05805 0.03836 0.03836 0.03836 0.06248 0.02568 

ᘓタ⿵修 0.00624 0.00237 0.01365 0.00956 0.00956 0.00956 0.01719 0.00490 

㟁ຊ᪋タᘓタ 0.11774 0.04473 0.25762 0.33676 0.28082 0.15382 0.42965 0.00000 

ၟ業 0.01661 0.00631 0.03633 0.05520 0.02704 0.06642 0.00000 0.20431 

㕲㐨輸送 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00001 0.00000 0.00001 

㐨㊰輸送 0.00151 0.00057 0.00331 0.00408 0.00251 0.00644 0.00000 0.12779 

水㐠 0.00006 0.00002 0.00014 0.00014 0.00012 0.00022 0.00000 0.00431 

⯟✵輸送 0.00000 0.00000 0.00001 0.00000 0.00003 0.00000 0.00000 0.00000 

㈌≀฼用㐠送 0.00011 0.00004 0.00024 0.00025 0.00020 0.00039 0.00000 0.00785 

಴ᗜ 0.00019 0.00007 0.00042 0.00047 0.00034 0.00071 0.00000 0.00233 

᝟ሗサービス 0.00204 0.00078 0.00447 0.00423 0.00423 0.00423 0.00000 0.01469 

◊✲ 0.01403 0.00533 0.03070 0.02904 0.02903 0.02903 0.00000 0.10095 
その他の対事業所サー

ビス
0.06486 0.02464 0.14191 0.13423 0.13423 0.13423 0.00000 0.46667 

ෆ⏕㒊㛛計 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 1.00000 
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௜⾲ 4 ガス業をᇶ‽࡜した水素製造の㈨ᮏಀᩘ࡜投入ಀᩘ

㈨ᮏಀᩘ 投入ಀᩘ

ガス・⇕౪⤥ 㟁ゎἲ水素 ガス・⇕౪⤥ 㟁ゎἲ水素

▼炭・ཎἜ・ኳ↛ガス 0.0000 0.0000 0.4236 0.0000 
⾰᭹・その他の⧄⥔᪤製ရ 0.0000 0.0000 0.0003 0.0003 
ᮌᮦ・ᮌ製ရ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
ᐙල・⿦備ရ 0.0004 0.0004 0.0004 0.0004 
༳ๅ・製∧・製ᮏ 0.0000 0.0000 0.0036 0.0036 
化Ꮫ⫧ᩱ 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 
↓機化Ꮫᕤ業製ရ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
▼Ἔ化Ꮫ⣔ᇶ♏製ရ 0.0000 0.0000 0.0002 0.0002 
᭷機化Ꮫᕤ業製ရ（㠀▼Ἔ化Ꮫ⣔ᇶ♏製ရ・合ᡂᶞ⬡） 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
化Ꮫ᭱⤊製ရ（་⸆ရを㝖ࡃ。） 0.0000 0.0000 0.0025 0.0025 
▼Ἔ製ရ 0.0000 0.0000 0.0286 0.0000 
⓶めし㠉・㠉製ရ・ẟ࡞ 0.0000 0.0000 0.0035 0.0035 
製ရࢺ࣓ࣥࢭ・ࢺ࣓ࣥࢭ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
その他の❔業・ᅵ▼製ရ 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 
ᘓタ用・ᘓ⠏用㔠ᒓ製ရ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
その他の㔠ᒓ製ရ 0.0003 0.0003 0.0013 0.0013 
はࢇ用機械 0.0665 0.0665 0.0000 0.0000 
⏕産用機械 0.0538 0.0443 0.0000 0.0000 
業ົ用機械 0.2117 0.3351 0.0000 0.0000 
その他の㟁Ꮚ㒊ရ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
産業用㟁Ẽ機ჾ 0.0180 0.1817 0.0000 0.0000 
Ẹ⏕用㟁Ẽ機ჾ 0.0003 0.0003 0.0000 0.0000 
㟁Ꮚᛂ用⿦⨨・㟁Ẽ計 ჾ 0.0102 0.0102 0.0000 0.0000 
その他の㟁Ẽ機械 0.0130 0.4388 0.0000 0.0000 
㏻ಙ・ᫎീ・㡢㡪機ჾ 0.0030 0.0030 0.0000 0.0000 
㟁Ꮚ計⟬機・ྠ㝃ᒓ⿦⨨ 0.0028 0.0028 0.0000 0.0000 
஌用車 0.0005 0.0005 0.0000 0.0000 
その他の自動車 0.0057 0.0057 0.0000 0.0000 
その他の輸送機械・ྠ修理 0.0001 0.0001 0.0000 0.0000 
その他の製造ᕤ業製ရ 0.0008 0.0008 0.0001 0.0001 
෌⏕㈨※ᅇ཰・ຍᕤฎ理 0.0000 0.0000 0.0052 0.0052 
ᘓ⠏ 0.0599 0.0599 0.0000 0.0000 
ᘓタ⿵修 0.0018 0.0018 0.0241 0.0241 
その他のᅵᮌᘓタ 0.2835 0.2835 0.0000 0.0000 
㟁ຊ 0.0000 0.0000 0.0174 0.3966 
ガス・⇕౪⤥ 0.0000 0.0000 0.0112 0.3883* 
水㐨 0.0000 0.0000 0.0026 0.0002 
ᗫᲠ≀ฎ理 0.0000 0.0000 0.0016 0.0016 
ၟ業 0.0463 0.0463 0.0241 0.0241 
㔠⼥・ಖ㝤 0.0000 0.0000 0.0059 0.0059 
不動産௰௓ཬࡧ㈤㈚ 0.0000 0.0000 0.0091 0.0091 
㕲㐨輸送 0.0000 0.0000 0.0006 0.0006 
㐨㊰輸送 0.0052 0.0052 0.0282 0.0282 
水㐠 0.0002 0.0002 0.0051 0.0051 
⯟✵輸送 0.0000 0.0000 0.0002 0.0002 
㈌≀฼用㐠送 0.0004 0.0004 0.0020 0.0020 
಴ᗜ 0.0005 0.0005 0.0189 0.0000 
㒑便・ಙ書便 0.0000 0.0000 0.0023 0.0023 
㏻ಙ 0.0000 0.0000 0.0007 0.0007 
ᨺ送 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
᝟ሗサービス 0.0839 0.0839 0.0082 0.0082 
㝃㝶サービスࢺࢵࢿーࢱࣥ࢖ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
ᫎീ・㡢ኌ・ᩥᏐ᝟ሗไస 0.0000 0.0000 0.0002 0.0002 
ᩍ⫱ 0.0000 0.0000 0.0004 0.0004 
◊✲ 0.0459 0.0459 0.0000 0.0000 
ಖ೺⾨⏕ 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
他に分類ࡉれ࡞い会ဨไᅋయ 0.0000 0.0000 0.0037 0.0037 
≀ရ㈤㈚サービス 0.0000 0.0000 0.0072 0.0072 
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広告 0.0000 0.0000 0.0093 0.0093 
自動車整備・機械修理 0.0000 0.0000 0.0030 0.0030 
その他の対事業所サービス 0.0850 0.0850 0.0218 0.0218 
洗濯・理容・美容・浴場業 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 
その他の対個人サービス 0.0000 0.0000 0.0001 0.0001 
分類不明 0.0000 0.0000 0.0018 0.0018 
合計 1.0000 1.7034 1.0000 1.1769 

(*)水素製造におけるガス業からの投入には、便宜的に配管輸送費用を入れている。（*）水素製造におけるガス業からの投入には、便宜的に配管輸送費用を入れている。
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